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໨ɹ࣍
̍ɽ法ਓ税཰の軽減

２ɽܽଛۚの܁ӽ߇除

̏ɽܽଛۚの܁໭ؐ付

�ɽަࡍ費課税の特例

ɹίϥϜɹ減Ձঈ٫の概要

�ɽதখا業౤ࢿଅਐ税制

�ɽੜ্޲ੑ࢈ઃඋ౤ࢿଅਐ税制

�ɽ঎業・αʔϏε業・೶ྛਫ࢈業ੑ׆Խ税制

�ɽগֹ減Ձঈ࢈ࢿ٫の特例

�ɽؔڥ؀࿈౤ࢿଅਐ税制（άϦʔϯ౤ࢿ減税）

��ɽݻ定࢈ࢿ税の特例ાஔ

��ɽڀݚ։ൃ税制

��ɽޏ用ଅਐ税制

��ɽॴಘ֦େଅਐ税制

��ɽ事業ঝܧ税制

��ɽ消費税の特例

ओ͕͝ར༻Ͱ͖Δ税੍ʹ͸ɹɹɹɹɹɹɹ๏ਓ͕͝ར༻Ͱ͖Δ税੍ʹ͸ɹɹɹɹɹɹɹͱۀࣄਓݸ
Γ·͢ɻ͓ͯ͠ࡌه

ɹ

ɹ஍Ҭの経済と雇用を支えているのは中小企業のօ༷です。

ɹこうした中小企業をԠ援する、༷ ʑな税制上のાஔが用ҙされているのを

 存஌でしΐうかޚ

ɹ੡଄業のํʑが৽しい設උをೖれて、生産ੑをあげようとする場合、঎業、

αʔϏε業のํʑがࣗళのັྗ޲上をਤるための౤ࢿを行う場合、৽ن事業

։୓のためにڀݚݧࢼをする場合、後継者΁経営のότϯλον	事業承継
を

行う場合など、企業׆ಈの༷ʑなہ໘にԠ͡て࢖える税制が用ҙされてい·す。

ɹຊύϯϑϨοτでは、中小企業のօ༷に、代表తで、࢖っておಘな税制ાஔに

ͭいて、۩ମతな಺༰のϙΠϯτにͭいてղઆしてい·す。

ɹ「税制は೉しいからʜ」とܟԕせず、経営上の課୊のղ決΍経営ઓུに

Ԡ͡て、上खに׆用していたͩければ޾いです。

͸しが͖͸しが͖

ΩϟϥΫλʔの঺հ

܅ଠܦ ཧܙઌੜ

ઌੜʹதখۀا੫੍
ʹ͍ͭて͑ڭて໯͍
·͢ɻ

தখۀا੫੍ʹ͍ͭて
஌Γ、ੵۃతʹ׆༻͠
·͠ΐうɻ

˞このύϯϑϨοτは平成28年4月ݱ在の税๏等のن定にͮجいて࡞成してい·す。

3

4

5

6

7

11

19

21

24

25

27

28

31

33

38

51

தখ๏ਓ͸ɺ๏ਓ税཰͕௿͘ͳͬͯ ͍·͢

੺͕ࣈग़ͨ৔߹ʹᶃ

੺͕ࣈग़ͨ৔߹ʹᶄ

৽͍͠٬ސͷ։୓ɺ͓ ಘҙ༷ͱͷؔ܎ҡ࣋ͷͨΊʹ

ੜੑ࢈Λ্ͤ͞޲Δɺ̞̩ ԽΛਐΊΔͨΊͷ౤ࢿΛԠԉ

ઌ୺ઃඋ΍ੜ࢈ϥΠϯͷվળʹ͢ࢿΔઃඋ΁ͷ౤ࢿΛԠԉ

঎ۀɾαʔϏεۀΛ͚ͮؾ׆Δʂ

̏̌ ສԁະຬͷ࢈ࢿ͸ଈ࣌ʹશֹܦඅʹͰ ·͖͢

ԉࢧΛࢿ౤͚ͨ޲ʹੜՄೳΤωϧΪʔͷಋೖ΍লΤωਪਐ࠶ ·͢͠
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আ͢Δ͜ͱ͕Ͱ߇අͷҰఆׂ߹Λ税ֹڀݚݧࢼ ·͖͢

ΛԠԉ༺ޏͷنһͷ৽ۀै ·͢͠

͢·Ε͞ݮ༩Λ૿ֹ͢Δͱɺ税ෛ୲͕ܰڅһͷۀै

εϜʔζͳۀࣄঝܧͷͨΊʹ

͢·Ε͞ݮ຿ෛ୲͕ܰࣄ
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1 2
　๏ਓ税の税཰͸ݪଇͱ͠ て2��4ˋで͢ɻͨͩ͠、தখ๏ਓ͸、平成24年４月１日から平
成2�年３月�1日·でに։࢝͢る֤事業年౓෼の年���ສԁҎԼのॴಘֹۚの෦෼に͍ͭ
て͸、税཰が15ˋに軽減͞Εて͍·͢ɻ

法ਓ税཰の軽減
～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～

。をいいます（られている法人͛ܝ法人税法ผදୈ３に）ಉ૊合等の֤種の૊合ڠ業اಉ૊合等とは、தখڠ　１※
※２　ެӹ法人等とは、法人税法ผදୈ２に͛ܝられている法人です。原則としてඇ課税ですが、ऩӹ事業からੜじたॴ

ಘには課税されます。

区෼ ॴಘ 税཰

ී௨๏ਓ
中小法ਓ

೥ ���ສԁҎ下の部෼ ���
೥ ��� ສԁ௒の部෼ �����

大法ਓʢ中小法ਓҎ֎の法ਓʣ 全ֹ �����
˞ಉ૊߹౳ڠ 1 ೥ ���ສԁҎ下の部෼ ���
ެӹ๏ਓ౳˞ 2 ೥ ���ສԁҎ下の部෼ ���

ܽଛۚの܁ӽ߇除
～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～

　੨৭ਃࠂ書を提出ͨ͠事業年౓に͓͍てܽଛ （ۚ税務্の੺ࣈ）がੜͨ͡場合に͸、ͦ
の事業年౓の後の事業年౓Ҏ߱に܁りӽ て͠、後の事業年౓のॴಘからܽଛۚを控除͢る
ͱ͜で、๏ਓ税の負担を軽減でき·͢ɻ

～੺ࣈがग़ͨ৔߹に①～

　ฏ੒2�年度税制改ਖ਼で、ฏ੒2�年度Ҏ߱に開始する事業年度に͓いてੜ͡たܽଛ
ۚについては、܁ӽ期間を10年ʢݱ行ɿ�年ʣにԆ長することとされています。

CHECK!!
　ฏ੒2�年度税制改ਖ਼で、ฏ੒30年度に法人税の税཰が23.2ˋまで引きԼ͛ることと
されています。

CHECK!!

03 04

தখ๏ਓってどΜͳ
๏ਓͰ͢か？

தখ๏ਓͱ͸、ࢿຊۚຢ͸ग़ۚࢿの
ֹが � ԯԁҎԼの๏ਓ、ࢿຊຢ͸ग़
Λ༗͠ͳ͍๏ਓͰ͢ɻࢿ

େۀاのࢠ会社͸、தখ๏ਓʹ
֘౰͠ͳ͍ͱฉ͍ͨ͜ͱが͋る
ΜͰ͢がʜɻ

ͦうͶɻ࣍の๏ਓ͸、ࢿຊۚが̍ԯԁҎԼ
Ͱ΋தখ๏ਓͱ͸ͳΓ·ͤΜɻ

ᶃ૬ޓ会社
ᶄେ๏ਓʢࢿຊۚຢ͸ग़ۚࢿのֹが̑ԯԁ
Ҏ上の๏ਓʣ、૬ޓ会社౳の 会社ࢠˋ���
ᶅ׬શࢧ഑ؔ܎ʢ���ˋのग़܎ؔࢿʣʹ͋る
ෳ਺のେ๏ਓʹൃࡁߦ株式౳のશ෦Λอ
༗͞Εて͍る๏ਓ
ᶆ౤ࢿ๏ਓ
ᶇಛఆ໨త会社
ᶈडୗ๏ਓ

ે税特ผાஔ法ୈ��৚の３の２（தখا業者等の法人税率の特ྫ）
　　　　　　　ୈ��৚の （̔தখا業者等である࿈݁法人の法人税率の特ྫ）

৚จ

法人税法ୈ��৚（੨৭申告ॻをఏग़した事業年度のܽଛۚの܁ӽし）
৚จ

අ用
ʢଛۚʣ

අ用
ʢଛۚʣ

རӹ
ʢӹۚʣ

རӹ
ʢӹۚʣ

ܽଛۚ
̖೥౓ ̖೥౓より後の೥౓　　

՝税ॴಘ
がൃੜ

རӹがでたときの税ෛ
୲Λܰݮʢաڈのܽଛ
ۚ෼Λ՝税ॴಘ͔ら߇
আʣ

　ܽଛۚͱ͸、ͦ の事業年౓のॴಘのࢉܭに͓͍て、ӹۚよりもଛۚがଟかっͨ場合のӹۚを௒͑
る෦෼のֹۚを͍͍·͢ɻ
　தখ๏ਓ（தখ๏ਓのൣғ͸３ϖʔδࢀর）で͸、発ੜͨܽ͠ଛۚを、ܽ ଛۚが発ੜͨ͠事業年
౓の࣍の事業年౓Ҏ後９年ؒ控除͢る͜ ͱができ·͢ɻ

制度の概要

۩ମ例
000
に2ࢉձࣾは、ฏ੒2�年3݄ܾࣜג"ສԁのܽଛۚがੜ͡ました。その場合のཌ期Ҏ
߱のॴಘֹۚは࣍のようになります。

ܽଛۚ߇আલのॴಘ ॴಘのࢉܭ ܽଛۚのߴ࢒など
ฏ成 29 ೥３݄ ��� ສԁ ̌　ʢܽଛۚ �
��� ສԁʼ ���ສԁʣ �
��� ສԁʵ ���ສԁʹ �
��� ສԁ
ฏ成 �0೥３݄ ��� ສԁ ̌　ʢܽଛۚ �
��� ສԁʼ ���ສԁʣ �
��� ສԁʵ ���ສԁʹ �
��� ສԁ
ฏ成 �1೥３݄ ��� ສԁ ̌　ʢܽଛۚ �
��� ສԁʼ ���ສԁʣ �
��� ສԁʵ ���ສԁʹ �
��� ສԁ
ฏ成 �2 ೥３݄ ��� ສԁ ̌　ʢܽଛۚ �
��� ສԁʼ ���ສԁʣ �
��� ສԁʵ ���ສԁʹ������ ສԁ
ฏ成 �� ೥３݄ ��� ສԁ ̌　ʢܽଛۚ������ ສԁʼ ���ສԁʣ ������ ສԁʵ ���ສԁʹ������ ສԁ

ฏ成 �� ೥３݄ ��� ສԁ ��� ສԁ
ʢܽଛۚ ���ສԁʻ ���ສԁʣ

��� ສԁかΒ܁ӽܽଛۚ ��� ສԁを߇
আして ���ສԁが課税所ಘとなります。

（஫）ܽ ଛۚの܁໭しにΑるؐ付（�ϖʔδ）のن定にΑりؐ付を受ける΂きۚ額の計算の基ૅとなったܽଛۚ額は除かれ　
　ます。
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1 2
　法人税の税率は原則として23.4％です。ただし、中小法人は、平成24年４月１日から平
成29年３月31日までに開始する各事業年度分の年800万円以下の所得金額の部分につい
ては、税率が15％に軽減されています。

法人税率の軽減
～中小法人は、法人税率が低くなっています～

※１　協同組合等とは、中小企業協同組合等の各種の組合（法人税法別表第３に掲げられている法人）をいいます。
※２　公益法人等とは、法人税法別表第２に掲げられている法人です。原則として非課税ですが、収益事業から生じた所

得には課税されます。

区分 所得 税率

普通法人
中小法人

年 800 万円以下の部分 15%
年 800 万円超の部分 23.4%

大法人（中小法人以外の法人） 全額 23.4%
協同組合等※ 1 年 800 万円以下の部分 15%
公益法人等※ 2 年 800 万円以下の部分 15%

欠損金の繰越控除
～中小法人は、法人税率が低くなっています～

　青色申告書を提出した事業年度において欠損金（税務上の赤字）が生じた場合には、そ
の事業年度の後の事業年度以降に繰り越して、後の事業年度の所得から欠損金を控除する
ことで、法人税の負担を軽減できます。

～赤字が出た場合に①～

　平成28年度税制改正で、平成30年度以降に開始する事業年度において生じた欠損
金については、繰越期間を10年（現行：9年）に延長することとされています。

CHECK!!
　平成28年度税制改正で、平成30年度に法人税の税率が23.2％まで引き下げることと
されています。

CHECK!!

03 04

中小法人ってどんな
法人ですか？

中小法人とは、資本金又は出資金の
額が 1 億円以下の法人、資本又は出
資を有しない法人です。

大企業の子会社は、中小法人に
該当しないと聞いたことがある
んですが…。

そうね。次の法人は、資本金が１億円以下
でも中小法人とはなりません。

①相互会社
②大法人（資本金又は出資金の額が５億円
以上の法人）、相互会社等の 100％子会社
③完全支配関係（100％の出資関係）にある
複数の大法人に発行済株式等の全部を保
有されている法人
④投資法人
⑤特定目的会社
⑥受託法人

租税特別措置法第42条の３の２（中小企業者等の法人税率の特例）
　　　　　　　第68条の８（中小企業者等である連結法人の法人税率の特例）

条文

法人税法第57条（青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越し）
条文

費用
（損金）

費用
（損金）

利益
（益金）

利益
（益金）

欠損金
Ａ年度 Ａ年度より後の年度　　

課税所得
が発生

利益がでたときの税負
担を軽減（過去の欠損
金分を課税所得から控
除）

　欠損金とは、その事業年度の所得の計算において、益金よりも損金が多かった場合の益金を超え
る部分の金額をいいます。
　中小法人（中小法人の範囲は３ページ参照）では、発生した欠損金を、欠損金が発生した事業年
度の次の事業年度以後９年間控除することができます。

制度の概要

具体例
A株式会社は、平成28年3月決算に2,000万円の欠損金が生じました。その場合の翌期以
降の所得金額は次のようになります。

欠損金控除前の所得 所得の計算 欠損金の残高など
平成 29年３月 500 万円 ０　（欠損金 2,000 万円＞ 500 万円） 2,000 万円－ 500 万円＝ 1,500 万円
平成 30年３月 300 万円 ０　（欠損金 1,500 万円＞ 300 万円） 1,500 万円－ 300 万円＝ 1,200 万円
平成 31年３月 200 万円 ０　（欠損金 1,200 万円＞ 200 万円） 1,200 万円－ 200 万円＝ 1,000 万円
平成 32年３月 800 万円 ０　（欠損金 1,000 万円＞ 800 万円） 1,000 万円－ 800 万円＝   200 万円
平成 33年３月 100 万円 ０　（欠損金   200 万円＞ 100 万円）    200 万円－ 100 万円＝   100 万円

平成 34年３月 300 万円 200 万円
（欠損金 100 万円＜ 300 万円）

300 万円から繰越欠損金 100 万円を控
除して 200 万円が課税所得となります。

（注）欠損金の繰戻しによる還付（5ページ）の規定により還付を受けるべき金額の計算の基礎となった欠損金額は除かれ　
　ます。
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05 06

3 4
　੨৭ਃࠂ書を提出͢る事業年౓にܽଛۚがੜͨ͡場合、ཌ事業年౓Ҏ߱に܁ӽ͢ので
͸ͳ 、ܽ͘ ଛۚがੜͨ͡事業年౓։࢝の日の前１年Ҏ಺に։ͨ࢝͠事業年౓のॴಘֹۚに
ܽ、に納Ίͨ๏ਓ税からط、໭͠܁ ଛۚの෼͚ͩؐ付をड͚る͜ ͱができ·͢ɻ

ܽଛۚの܁໭ؐ付
～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～

費課税の特例ࡍަ
～੺ࣈがग़ͨ৔߹にɹᶄ～

　๏ਓがࢧ出ͨ͠ަࡍඅ౳͸、ݪଇͱ͠ て、શֹଛۚのֹにࢉೖ͠ͳ͍ ͱ͜ͱ͞Εて͍·͢
が、தখ๏ਓ（３ϖʔδࢀর）͸、ᶃ���ສԁҎԼのަࡍඅ౳のશֹଛۚࢉೖᶄ઀଴ҿ৯අ
の5�ˋのଛۚࢉೖのબ୒適用が認ΊらΕて͍·͢ɻ
（஫）適用期間は平成��年�月��日までに開始した事業年度です。

　ฏ੒2�年度税制改ਖ਼で、適用期間が̎年Ԇ長されました。
CHECK!!

～৽し͍٬ސの։୓ɺ͓ ಘҙ༷ͱのؔ܎ҡ࣋のͨΊに～

ަ、費౳とはࡍަ　 、Ԡ、Қ҆ڙ、者΁の઀଴܎ೖઌなど事業のؔ࢓、費、઀଴費などで、その法人のಘҙઌࡍ
ଃ౴などにཁする費用のことをいいます。
　また、઀଴ҿ৯費とは、ަ 費౳のうͪࡍ 、ҿ৯そのଞこれにྨする行ҝのためにཁする費用のことをいいま
す。

・・・・・費౳ͱ͸ࡍަ

　ࣾ֎の人とのҿ৯等で�人当たり�
���円以下のҿ৯費はަࡍ費等のൣғから除かれています。
　ただし、ҿ৯等のあった年月日、参Ճした人の໊শ΍ؔ܎、参Ճ者਺、ҿ৯ళの໊前とॴࡏ஍なͲを記ࡌし
たॻ類をอଘする必要があります。

̍ਓ౰ͨΓ�
���ԁҎԼのҿ৯費のऔѻ͍

　法人税の֬ఆਃࠂ書に「ผදʢަࡍ費౳のଛۚࢉೖにؔする໌ࡉ書ʣ」をఴ෇すること

適用खଓ

　தখ๏ਓ（தখ๏ਓのൣғ͸３ϖʔδࢀর）のܽଛۚを܁໭͢、ͭ ·り、前事業年౓のॴಘֹۚ
からܽଛۚを控除 てͨ͠͠ࢉܭ場合の๏ਓ税ͱ࣮ࡍにࢧ෷っͨ๏ਓ税のֹࠩに͍ͭてؐ付੥͢ٻ
る͜ ͱができ·͢ɻ

　ܽଛۚの܁໭ؐ付の適用をड͚るͨΊに͸、ҎԼの৚件をຬͨ͢ ͱ͜がඞ要で͢ɻ
ᶃܽଛۚがੜͨ͡事業年౓、ͦ の事業年౓の前１年Ҏ಺に։ͨ࢝͠事業年౓ͱもに੨৭ਃࠂ書
で確定ਃࠂ て͍͠る͜ ͱ
ᶄܽଛۚがੜͨ͡事業年౓の੨৭ਃࠂ書を提出ظ限಺（ݪଇͱ͠ て事業年౓ऴྃの日のཌ日か
ら２ϲ月Ҏ಺）に提出 て͍͠る͜ ͱ
ᶅܽଛۚの܁໭͠によるؐ付੥ٻ書をܽଛۚがੜͨ͡事業年౓の確定ਃࠂ書にఴ付 て͠提出 て͠
͍る͜ ͱ

（஫）適用期間は、平成��年�月��日までにऴྃする事業年度においてܽଛۚ額がੜじた場合です。

　ؐ付੥ٻできる๏ਓ税のֹ　ʹ
　　　　前ظの๏ਓ税ֹʷ౰ظのܽଛֹۚʸ前ظのॴಘֹۚ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　˞前ظのॴಘֹۚが限౓ͱͳり·͢ɻ

制度の概要

લ೥౓の՝税ॴಘ�00ສԁ͔ら౰೥౓のܽଛۚ200ສԁΛ߇আして๏ਓ税ֹΛࢉܭすΔと��ສ
ԁとなります。　
。ΔとΘ͔りқ͘なります͑ߟとֹٻ෷った税ۚ��ສԁと��ສԁのֹࠩ�0ສԁがؐ෇੥ࢧにط

ʢ200ສԁʣ

ʢ200ສԁʣ

ʢ�00ສԁʣ

�0ສԁ

��ສԁ

��ສԁ

ʲલࣄ業೥౓の՝税ॴಘ　̑̌ ̌ສԁʳ
๏ਓ税ֹ　̑̌ ̌ສԁº１̑ ˋʹ̓̑ ສԁ

ʲؐ෇ֹのࢉܭʳ
લظの๏ਓ税 ʢֹ̓̑ ສԁʣº

౰ظのܽଛֹۚ̎̌ ̌ສԁ×લظのॴಘֹۚ
ʢ̑̌ ̌ສԁʣ́ ３̌ ສԁ

ʲ౰೥౓の՝税ॴಘ　˛̎̌ ̌ສԁʳʲ౰೥౓の՝税ॴಘ　˛̎̌ ̌ສԁʳ

ઌੜʂʮ社֎のਓͱのҿ৯౳ͰҰਓ౰ͨ
Γ �
��� ԁҎԼのҿ৯අ͸ަࡍඅ౳の
ൣғかΒআかΕて͍·͢ɻʯͱ͋Γ·͢
が、�
��� ԁΛ௒͑るࢧग़の場߹、どう
ͳるのͰ͠ΐうかɻ

ྑ͍࣭໰Ͷʂ �
��� ԁΛ௒͑ͨࢧग़
の場߹͸、௒͑ͨ෦෼͚ͩがআ֎͞
ΕるのͰ͸ͳ͘、�
��� ԁΛ௒͑ͨ
අ༻શֹがަࡍඅ౳ʹ֘౰͢るのͰ、
஫ҙ͠て͍ͩ͘͞Ͷɻ

අΛࡍओ͸ަۀࣄਓݸ
？ͳ͍の͑࢖ ͦΜͳ͜ͱͳ͍わΑɻݸਓ

ඞཁͳかʹۀࣄ、ओ͸ۀࣄ
͗Γ、͖ͪΜͱܦඅʹೖΕ
る͜ͱがͰ͖るわΑɻ

ฏ੒��೥度税制վਖ਼ͰԆ௕ ฏ੒��೥度税制վਖ਼ͰԆ௕

法人税法ୈ��৚（ܽଛۚの܁໭しにΑるؐ付）
ે税特ผાஔ法ୈ��৚の��（தখا業者等以֎の法人のܽଛۚの܁໭しにΑるؐ付のෆ適用）

৚จ

ે税特ผાஔ法ୈ��৚の （費等のଛۚෆ算入ࡍަ̐）
৚จ
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　੨৭ਃࠂ書を提出͢る事業年౓にܽଛۚがੜͨ͡場合、ཌ事業年౓Ҏ߱に܁ӽ͢ので
͸ͳ 、ܽ͘ ଛۚがੜͨ͡事業年౓։࢝の日の前１年Ҏ಺に։ͨ࢝͠事業年౓のॴಘֹۚに
ܽ、に納Ίͨ๏ਓ税からط、໭͠܁ ଛۚの෼͚ͩؐ付をड͚る͜ ͱができ·͢ɻ

ܽଛۚの܁໭ؐ付
～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～

費課税の特例ࡍަ
～੺ࣈがग़ͨ৔߹にɹᶄ～

　๏ਓがࢧ出ͨ͠ަࡍඅ౳͸、ݪଇͱ͠ て、શֹଛۚのֹにࢉೖ͠ͳ͍ ͱ͜ͱ͞Εて͍·͢
が、தখ๏ਓ（３ϖʔδࢀর）͸、ᶃ���ສԁҎԼのަࡍඅ౳のશֹଛۚࢉೖᶄ઀଴ҿ৯අ
の5�ˋのଛۚࢉೖのબ୒適用が認ΊらΕて͍·͢ɻ
（஫）適用期間は平成��年�月��日までに開始した事業年度です。

　ฏ੒2�年度税制改ਖ਼で、適用期間が̎年Ԇ長されました。
CHECK!!

～৽し͍٬ސの։୓ɺ͓ ಘҙ༷ͱのؔ܎ҡ࣋のͨΊに～
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す。

・・・・・費౳ͱ͸ࡍަ

　ࣾ֎の人とのҿ৯等で�人当たり�
���円以下のҿ৯費はަࡍ費等のൣғから除かれています。
　ただし、ҿ৯等のあった年月日、参Ճした人の໊শ΍ؔ܎、参Ճ者਺、ҿ৯ళの໊前とॴࡏ஍なͲを記ࡌし
たॻ類をอଘする必要があります。

̍ਓ౰ͨΓ�
���ԁҎԼのҿ৯費のऔѻ͍

　法人税の֬ఆਃࠂ書に「ผදʢަࡍ費౳のଛۚࢉೖにؔする໌ࡉ書ʣ」をఴ෇すること

適用खଓ

　தখ๏ਓ（தখ๏ਓのൣғ͸３ϖʔδࢀর）のܽଛۚを܁໭͢、ͭ ·り、前事業年౓のॴಘֹۚ
からܽଛۚを控除 てͨ͠͠ࢉܭ場合の๏ਓ税ͱ࣮ࡍにࢧ෷っͨ๏ਓ税のֹࠩに͍ͭてؐ付੥͢ٻ
る͜ ͱができ·͢ɻ

　ܽଛۚの܁໭ؐ付の適用をड͚るͨΊに͸、ҎԼの৚件をຬͨ͢ ͱ͜がඞ要で͢ɻ
ᶃܽଛۚがੜͨ͡事業年౓、ͦ の事業年౓の前１年Ҏ಺に։ͨ࢝͠事業年౓ͱもに੨৭ਃࠂ書
で確定ਃࠂ て͍͠る͜ ͱ
ᶄܽଛۚがੜͨ͡事業年౓の੨৭ਃࠂ書を提出ظ限಺（ݪଇͱ͠ て事業年౓ऴྃの日のཌ日か
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͍る͜ ͱ

（஫）適用期間は、平成��年�月��日までにऴྃする事業年度においてܽଛۚ額がੜじた場合です。

　ؐ付੥ٻできる๏ਓ税のֹ　ʹ
　　　　前ظの๏ਓ税ֹʷ౰ظのܽଛֹۚʸ前ظのॴಘֹۚ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　˞前ظのॴಘֹۚが限౓ͱͳり·͢ɻ

制度の概要

લ೥౓の՝税ॴಘ�00ສԁ͔ら౰೥౓のܽଛۚ200ສԁΛ߇আして๏ਓ税ֹΛࢉܭすΔと��ສ
ԁとなります。　
。ΔとΘ͔りқ͘なります͑ߟとֹٻ෷った税ۚ��ສԁと��ສԁのֹࠩ�0ສԁがؐ෇੥ࢧにط

ʢ200ສԁʣ

ʢ200ສԁʣ

ʢ�00ສԁʣ

�0ສԁ

��ສԁ

��ສԁ

ʲલࣄ業೥౓の՝税ॴಘ　̑̌ ̌ສԁʳ
๏ਓ税ֹ　̑̌ ̌ສԁº１̑ ˋʹ̓̑ ສԁ

ʲؐ෇ֹのࢉܭʳ
લظの๏ਓ税 ʢֹ̓̑ ສԁʣº

౰ظのܽଛֹۚ̎̌ ̌ສԁ×લظのॴಘֹۚ
ʢ̑̌ ̌ສԁʣ́ ３̌ ສԁ

ʲ౰೥౓の՝税ॴಘ　˛̎̌ ̌ສԁʳʲ౰೥౓の՝税ॴಘ　˛̎̌ ̌ສԁʳ

ઌੜʂʮ社֎のਓͱのҿ৯౳ͰҰਓ౰ͨ
Γ �
��� ԁҎԼのҿ৯අ͸ަࡍඅ౳の
ൣғかΒআかΕて͍·͢ɻʯͱ͋Γ·͢
が、�
��� ԁΛ௒͑るࢧग़の場߹、どう
ͳるのͰ͠ΐうかɻ

ྑ͍࣭໰Ͷʂ �
��� ԁΛ௒͑ͨࢧग़
の場߹͸、௒͑ͨ෦෼͚ͩがআ֎͞
ΕるのͰ͸ͳ͘、�
��� ԁΛ௒͑ͨ
අ༻શֹがަࡍඅ౳ʹ֘౰͢るのͰ、
஫ҙ͠て͍ͩ͘͞Ͷɻ

අΛࡍओ͸ަۀࣄਓݸ
？ͳ͍の͑࢖ ͦΜͳ͜ͱͳ͍わΑɻݸਓ

ඞཁͳかʹۀࣄ、ओ͸ۀࣄ
͗Γ、͖ͪΜͱܦඅʹೖΕ
る͜ͱがͰ͖るわΑɻ

஫ҙ͠て͍ͩ͘͞Ͷɻ

ฏ੒��೥度税制վਖ਼ͰԆ௕ ฏ੒��೥度税制վਖ਼ͰԆ௕

法人税法ୈ��৚（ܽଛۚの܁໭しにΑるؐ付）
ે税特ผાஔ法ୈ��৚の��（தখا業者等以֎の法人のܽଛۚの܁໭しにΑるؐ付のෆ適用）

৚จ

ે税特ผાஔ法ୈ��৚の （費等のଛۚෆ算入ࡍަ̐）
৚จ
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　減Ձঈ٫ͱ͸、減Ձঈ࢈ࢿ٫のߪೖ （ֹ౤ֹࢿ）を一定のؒظに෼͚て、গ͠ずͭඅ用ͱ
て্͠ܭ て͍͠ ૊Έで͢ɻ͘࢓
　減Ձঈ٫ͱ͸、減Ձঈ࢈ࢿ٫のߪೖ （ֹ౤ֹࢿ）を一定のؒظに෼͚て、গ͠ずͭඅ用ͱ

ίϥϜ�減Ձঈ٫の概要

গするという఺にணݮ用によるྼԽでՁ஋が࢖ա΍ܦの࣌が࢈ࢿしているڙՁঈ٫とは、事業の用にݮ　
໨して、Ұఆ期間にΘたͬて、ݮՁঈ٫費として継続తに費用に্ܭしてい 。૊Έです͘࢓
Ձঈ٫ݮಲなどのੜ෺はす΂て、ڇ、࢈ࢿܗなどのແݖڐιϑτ΢ΤΞ΍特、࢈ࢿܗ෺などの༗ݐց΍ػ　
ి、ݖগしない΋の、例͑ば、౔地ɾआ地ݮ用によりՁ஋が࢖ա΍ܦの࣌、となりますが࢈ࢿ ࿩Ճೖݖ、Քಇし
ていない࢈ࢿ΍ݹඒज़඼など書ըࠎとう౳は、ݮՁঈ࢈ࢿ٫かΒ除かれます。

減Ձঈͯͬ࢈ࢿ٫ͳにʁ

　ఆֹ法、ఆ཰法のํࢉܭ法はҎԼのと͓りです。

定ֹ法ɺ定཰法の۩ମతͳํࢉܭ法

減Ձঈ٫අ　ʹ　औಘՁֹʷ定ֹ๏のঈ٫཰ʷ࢖用月਺ʸ12　

定ֹ法

（１）減Ձঈ٫අʾঈ٫อূֹの場合
減Ձঈ٫費　ʹ　期टா฽Ձ額（取ಘՁ額ʵطにঈ٫した額）̫ 定率法のঈ٫率ʷ࢖用月਺ʸ��　

（２）減Ձঈ٫අʻঈ٫อূֹの場合
減Ձঈ٫費　ʹ　վ定取ಘՁ額ʷվ定ঈ٫率ʷ࢖用月਺ʸ��　

（※）ঈ٫อূ額は、「取ಘՁ額ʷอূ率」で計算されます。

定཰法

　法人税、ॴಘ税の中で、ݮՁঈ٫は、ݮՁঈ٫の基ૅとなるऔಘՁֹ、࢖用Մೳ期間としての଱用年਺、ঈ
٫ํ法౳に基ͮきࢉܭしたঈݶ٫度ֹのൣғ಺で、費用に্ܭすることがೝめΒれます。

※以下は平成��年̐月１日以߱に取ಘした減Ձঈ٫資産についてのઆ໌となります。

　̡ औಘՁֹʳ
̔、入ઌに支払った代ۚ、引取ӡ௞ߪ、入の場合ߪ　 ໾費、ӡૹอݥྉ、ߪ入ख਺ྉなͲߪ入のために要
した費用、事業の用にڙするために௚઀要した費用の合計となります。

　̡ ظ用Մೳ࢖ （ؒ଱用年਺）r
଄、用్のߏ、で、資産の種類「減Ձঈ٫資産の଱用年਺にؔするলྩ」、用可ೳ期間（଱用年਺）は࢖　
ҟなる資産͝とにن定しています。

　̡ ঈ٫方๏ʳ
　基ຊతなঈ٫方法として、定額法、定率法があります。ྫえ͹、ݐ෺、ݐ෺ෟଐઃඋ、ιϑτ΢ΤΞなͲ
は定額法、ػց΍ύιίϯなͲのث۩උ඼等はಧग़をしない場合には定率法で、減Ձঈ٫を行っていく
ことになります。
　なお、ॴ༗ݖҠస֎Ϧʔε取引で取ಘした資産は、Ϧʔε期間定額法にΑります。

　̡ ঈ٫අのࢉܭʳ
˔定཰๏� １年໨　　���万円（取ಘՁ額）　������������� ʷ�����ʹ��万円
� � ２年໨　　����万円（１年໨の期຤฽Ձ）　� ʷ�����ʹ��万円

˔定ֹ๏� １年໨　　���万円（取ಘՁ額）　　　　　� ʷ�����ʹ��万円
　　　　� ２年໨　　���万円　　　　　　　　� ʷ�����ʹ��万円

減Ձঈ٫ͬͯ۩ମతにͲ͏するのʁ

ʲྲྀಈ࢈ࢿʳ
༬ஷۚ

༗Ձূ݊
ି෇ۚ　など

ʲݻఆ࢈ࢿʳ
౔஍ɾआ஍ݖ
࢈ࢿՁঈ٫ݮ

ి࿩Ճೖݖ　など

ʲ܁Ԇ࢈ࢿʳ
։業අ
։ൃඅ

අ　などߦ౳ൃ࠴ࣾ

ʲ଱用೥਺̐೥のݮՁঈ٫のΠメージʳ ࢉܭՁঈ٫අΛఆֹ๏͔ఆ཰๏でݮ

࢝用։ڙ １೥໨ 2೥໨ �೥໨ �೥໨

ظ用Մೳ࢖ ʢؒ଱用೥਺ʣ

଱用೥਺ܦա࣌点で１ԁʢඋ๨Ձֹʣまでঈ٫Մೳ

するʣڙʢ事業の用に࢝用։ڙ˞
とは、Ұ般తにはݮՁঈࢿ٫産
のもつଐੑにैい、本དྷの໨త
のために࢖用を։࢝する͜と

取
得
価
額

Ձঈ٫අݮ

औಘՁֹ
100 ສԁ

１೥໨
ঈ٫අ

2 ೥໨
ঈ٫අ

� ೥໨
ঈ٫අ

� ೥໨
ঈ٫අ

ఆ཰๏ঈ٫཰
0.�00 ���
��� ԁ ���
��� ԁ ���
��� ԁ ���
��� ԁ

˞උ๨Ձֹ１ԁ
ఆֹ๏ঈ٫཰

0.2�0 ���
��� ԁ ���
��� ԁ ���
��� ԁ ���
��� ԁ
˞උ๨Ձֹ１ԁ

CHECK!!
　ฏ੒2�年度税制改ਖ਼で、ฏ੒2�年݄̐̍日Ҏޙにऔಘするݐ෺ෟଐઃඋ、ߏங෺
のঈ٫ํ法は、ఆֹ法にҰຊԽされました。
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଱用೥਺ܦա࣌点で１ԁʢඋ๨Ձֹʣまでঈ٫Մೳ

するʣڙʢ事業の用に࢝用։ڙ˞
とは、Ұ般తにはݮՁঈࢿ٫産
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ঈ٫අ

� ೥໨
ঈ٫අ

ఆ཰๏ঈ٫཰
0.�00 ���
��� ԁ ���
��� ԁ ���
��� ԁ ���
��� ԁ

˞උ๨Ձֹ１ԁ
ఆֹ๏ঈ٫཰

0.2�0 ���
��� ԁ ���
��� ԁ ���
��� ԁ ���
��� ԁ
˞උ๨Ձֹ１ԁ
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　ฏ੒2�年度税制改ਖ਼で、ฏ੒2�年݄̐̍日Ҏޙにऔಘするݐ෺ෟଐઃඋ、ߏங෺
のঈ٫ํ法は、ఆֹ法にҰຊԽされました。
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ίϥϜ�減Ձঈ٫の概要

　औಘしたݮՁঈ࢈ࢿ٫のうͪ、ᶃ࢖用Մೳ期間が̍年ະຬである΋の、ᶄऔಘՁֹが10ສԁະຬである
΋の、については、その事業の用にڙした日のଐする事業年度で、そのऔಘՁֹに相౰するֹۚをશֹ費用
として্ܭできます。

　औಘしたݮՁঈ࢈ࢿ٫のうͪ、20ສԁະຬの΋のを事業の用にڙした場合には、その࢈ࢿのશ෦ຢは特
ఆのҰ෦をҰׅした΋のʢҰׅঈ࢈ࢿ٫ʣのऔಘՁֹの合ֹܭを、̏ 年間でۉ౳ঈ٫することができます。
　

গֹの減Ձঈ࢈ࢿ٫

。課税ʣʣのऔѻいのओなҧいはԼのදのと͓りです࢈ࢿ税ʢঈ٫࢈ࢿఆݻ税ʢ法人税ɾॴಘ税ʣと地ํ税ʢࠃ　

ঈ࢈ࢿ٫のࠃ税	法ਓ税ɺॴಘ税）ͱݻ定࢈ࢿ税（ঈ࢈ࢿ٫課税）のओͳҧ͍

ঈ٫཰ɺվ定ঈ٫཰ɺอূ཰

　੨৭ਃࠂ書を提出する中খا業者౳ʢ12ϖʔδࢀরʣについては、「গֹݮՁঈࢿ٫
に࢈ࢿՁঈ٫ݮೖの特例」として、10ສԁを௒͑30ສԁະຬのࢉのऔಘՁֹのଛۚ࢈
ついて、その事業の用にڙした日のଐする事業年度で、そのऔಘՁֹに相౰するֹۚ
をશֹ費用として্ܭできますʢ24ϖʔδࢀরʣ

CHECK!!

　 国税のऔѻい
ʢ๏ਓ税ɾॴಘ税ʣ

஍ํ税のऔѻい
ʢঈ࢈ࢿ٫՝税のධՁֹʣ

ঈࢉܭ٫のج४೔ 事業೥౓ʢ決ظࢉʣ ො課ظ೔ʢ１݄１೔ʣ

Ձঈ٫ํ法ݮ

ʢ଱用೥਺ ��೥で �
��� ສԁのݮՁঈ
産の１೥໨のධՁʣࢿ٫

ఆ཰法、ఆֹ法等のબ୒

଱用೥਺ ��೥で �
��� ສԁのݮՁঈ٫
຤のධՁのྫظ産の１೥໨ࢿ

ఆֹ法　���ສԁ
ఆ཰法　���ສԁ

४ج産ධՁࢿఆݻ
　　　ʢ૯務大ਉࣔࠂʣ

଱用೥਺ ��೥で �
��� ສԁのࢿ産をऔ
ಘした೥のཌ೥１݄１೔のධՁֹ

���ສԁ

લ೥中の৽規औಘࢿ産 ׂ݄ঈ٫ ൒೥ঈ٫
ѹॖ記ா ೝめΒれます。 ೝめΒれません。
ે税ಛผા置法のಛผঈ٫、ׂ૿
ঈ٫ ೝめΒれます。 ೝめΒれません。

গֹݮՁঈࢿ٫産のऔѻい
ʢগֹݮՁঈࢿ٫産のऔಘՁֹの
ଛۚࢉೖのಛྫʣ

ೝめΒれます。 ೝめΒれません。

ධՁֹの࠷௿ݶ౓ උ๨Ձֹʢ１ԁʣ औಘՁֹの̑ˋ

（஫）�� 万円ະ満の減Ձঈ٫資産でその事業年度にશ額ଛۚに入れたもの、�� 万円ະ満で一ׅঈ٫資産としたものにつ
いては、ঈ٫資産課税はかかりまͤΜ。
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ฏ成 19 ೥ � ݄ 1 ೔͔ら
ฏ成 2� ೥ � ݄ �1 ೔までのؒに

औಘΛ͞れたݮՁঈ࢈ࢿ٫
ฏ成 2� ೥ � ݄ 1 ೔Ҏ後に
औಘΛ͞れたݮՁঈ࢈ࢿ٫
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5 தখا業౤ࢿଅਐ税制
　தখا業者౳が、ػց૷ஔ౳をಋೖͨ͠場合、ಛผঈ٫ຢ͸税ֹ控除が認ΊらΕ·͢ɻ

～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～

ઃඋ ཁ݅
ց૷置ػ す΂てʢ１୆ ���ສԁҎ্ʣ

۩޻、උ඼۩ث
・Ұఆの電ػࢉܭࢠʢෳ਺୆ܭ ���ສԁҎ্ʣ
・Ұఆのσジλϧෳ合ػʢ１୆ ���ສԁҎ্ʣ　
・Ұఆのݧࢼ又はଌఆثػ、ଌఆ޻ࠪݕ・۩޻۩

ʢ�୆ ��ສԁҎ্かつෳ਺୆ܭ ���ສԁҎ্ʣ
ιフト΢ΤΞ Ұఆのιフト΢ΣΞʢෳ਺合ܭ ��ສԁҎ্ʣ
ී௨՟෺自ಈं ं྆૯ॏྔ ��� ̓Ҏ্
಺ߤધഫ औಘՁֹの ��ˋがର৅

～ੜੑ࢈を্޲さͤるɺ̞̩ ԽをਐΊるͨΊの౤ࢿをԠԉ～

　ຊ੍౓͸、ػց૷ஔ౳の対象ઃඋをऔಘ΍੡࡞౳ͨ͠場合に、औಘՁֹの��ˋのಛผঈ٫ຢ͸
７ˋの税ֹ控除がબ୒適用できるもので͢ɻ·ͨ、ੜ্޲ੑ࢈に͢ࢿる一定のઃඋに͍ͭて͸、ಛ
ผঈ٫ຢ͸税ֹ控除の্৐ͤાஔ（ଈ࣌ঈ٫ຢ͸औಘՁֹの1�ˋの税ֹ控除）の適用をड͚る͜
ͱができ·͢ɻ
（஫１）税額控除額は、その事業年度の法人税額ຢはॴಘ税額の��ˋまでが上ݶとなります。なお、税額控除のݶ度額
　　　を超えるۚ額については、ཌ事業年度に܁りӽすことができます。
（஫２）特ผঈ٫は、ݶ度額までঈ٫費を計上しなかった場合、そのঈ٫ෆ଍額をཌ事業年度に܁りӽすことができます。

（஫１）தݹ඼、ି 付の用にڙするઃඋ等は原則として対象֎です。
（஫２）上の対象ઃඋの͏ͪ、ੜ産ੑ޲上に資する一定のઃඋは、上乗ͤાஔの適用を受けることができます。（��～��

ϖʔδ参照）（ただし、՟෺ࣗಈं、内ߤધഫについては上乗ͤાஔの適用はありまͤΜ。また、σδλϧෳ合ػ
は、上乗ͤાஔの͏ͪ 、"類ܕの適用はありまͤΜ。）

（஫３）ී 通՟෺ࣗಈंは、ಓ࿏ӡૹं྆法にن定するී通ࣗಈंで、՟෺のӡૹの用にڙするものが対象です。

制度の概要

੨৭ਃࠂ書を提出する中খا業者౳ʢ˞ʣ

適用ର৅者

　ฏ੒ 2� 年݄̏ 31 日までに、ର৅ઃඋʢ˞̍ʣをऔಘ౳してࢦఆ事業ʢ˞̎ʣの用にڙした場合
に適用となります。

　੡଄業、ݐઃ業、߭ 業、Էച業、ಓ࿏՟෺ӡૹ業、૔ݿ業、ߓ࿷ӡૹ業、Ψε業、খച業、ྉཧళ業そのଞのҿ৯ళ業ʢྉ௾、όʔ、
ΩϟόϨʔ、φΠτΫϥϒそのଞこれΒにྨする事業を除きますʣ、Ұൠཱྀ٬ࣗಈंӡૹ業、ւ༸ӡ༌業及びԊւӡ༌業、಺ߤ
ધഫି౉業、ཱྀ 行業、こんแ業、༣ศ業、ଛ֐อݥ୅ཧ業、৘ใ௨৴業、றं場業、ֶ ज़ڀݚ、ઐ໳ɾٕ ज़αʔϏε業、॓ ധ業、ચ ɾ୕
ཧ༰ɾඒ༰ɾཋ場業、そのଞのੜؔ׆࿈αʔϏε業、өը業、ڭҭ、ֶ शࢧԉ業、ҩྍ、෱ࢱ業、ڠಉ૊合、αʔϏε業ʢഇغ෺ॲཧ業、
ࣗಈं੔උ業、ػց౳मཧ業、৬業঺հɾ࿑ಇ者೿ݣ業、そのଞの事業αʔϏε業ʣ、೶業、ྛ業、ړ業、ਫ࢈ཆ৩業

（஫）ෆಈ産業、෺඼௞ି業、ి 業（өը業を除く）等は対象になりまͤΜ。また、෩ଏ営業法上のੑ෩ଏؔ࿈特ָޘ、業ؾ
घ営業に該当する事業についても、対象となりまͤΜ。

適用期間

ʻݸਓ事業ओʼ
・特ผঈ٫の場合、੨৭申告ܾ算ॻの「減Ձঈ٫の計算」の「⣉ׂ૿（特ผ）ঈ٫費」のཝに特ผঈ
٫の額を、「ఠ要」のཝに特ྫ໊（ા法 ��の３）を記入すること

・税額控除の場合、「தখ事業者がػց等を取ಘした場合のॴಘ税額の特ผ控除にؔする໌ࡉॻ」を֬
定申告ॻにఴ付すること

ʻ๏ਓʼ
　・特ผঈ٫の場合、法人税の֬定申告ॻに「特ผঈ٫の付ද」（தখا業者等ຢはதখ࿈݁法人が取
　　ಘしたػց等の特ผঈ٫のঈݶ٫度額の計算にؔする付ද）と適用額໌ࡉॻをఴ付すること
　・税額控除の場合、法人税の֬定申告ॻに「ผද」（தখا業者等がػց等を取ಘした場合の法人税
　　額の特ผ控除にؔする໌ࡉॻ）と適用額໌ࡉॻをఴ付すること

適用खଓ

ાஔの಺༰

　
（ੜ産ੑ޲上に資する一定のઃඋ以֎
 （ੜ産ੑ޲上に資する一定のઃඋ）

௨ৗાஔ ্৐ͤાஔ

ಛผঈ٫ 税ֹ߇আ ಛผঈ٫ 税ֹ߇আ
業ओࣄਓݸ
000
�本ۚࢿສԁҎ下の๏ਓ
೶業ڠಉ૊߹౳

��� �� ଈ࣌ঈ٫ ���

000
�本ۚࢿສԁ௒１ԯԁҎ下の๏ਓ ��� ద用なし ଈ࣌ঈ٫ ��

適用ֹ໌ࡉ書を͓๨Εͳ ʂ͘
˔平成��年̐月１日以後にऴྃする事業年度から、法人税ؔ܎のે税特ผાஔを適用する場合には、法人税申
告ॻに「適用額໌ࡉॻ」をఴ付することが必要になっています。
「̝法人税ؔ܎のે税特ผાஔ」とは、ྫ え͹、தখا業者等の法人税率の特 （ྫ３ϖʔδ）、தখا業౤資ଅਐ税制
といった、法人税にؔするે税特ผાஔの͏ͪ、税額ຢはॴಘを減গさͤるものをいいます。

˔適用額໌ࡉॻをఴ付しなかった場合、ຢはఴ付がされていてもِڏの記ࡌがあった場合には、法人税ؔ܎の
ે税特ผાஔの適用は受けられなくなります。

˞தখا業者౳ͱ͸、
　・資ຊۚまたはग़資ۚの額が１ԯ円以下の法人
　・資ຊۚまたはग़資ۚを༗しない法人の͏ͪ 、ৗ࢖࣌用するै業һ਺が�
���人以下の法人
　・ৗ࢖࣌用するै業һ਺が�
���人以下の個人事業ओ
　・೶業ڠಉ૊合等（தখا業等ڠಉ૊合、ग़資૊合である঎޻૊合ٴͼ঎޻૊合࿈合ձ等）をࢦします。
　ただし、次の法人は、たとえ資ຊۚが１ԯ円以下でもதখا業者とはなりまͤΜ。
　　ᶃେن໛法人（資ຊۚもしくはग़資ۚの額が１ԯ円超の法人ຢは資ຊもしくはग़資を༗しない法人の͏ͪৗ࣌

�用するै業һ਺が࢖　　���人超の法人）から２෼の１以上のग़資を受けるࢠձࣾ
　　②２以上のେن໛法人から３෼の２以上のग़資を受けるࢠձࣾ

˞１　対象ઃඋ

定事業ࢦ　２˞

11 12

ે税特ผાஔ法ୈ��৚の３（தখ事業者がػց等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢはॴಘ税額の特ผ控除）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の６（தখا業者等がػց等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡法人税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の��（தখ࿈݁法人がػց等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡࿈݁法人ʳ
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5 தখا業౤ࢿଅਐ税制
　தখا業者౳が、ػց૷ஔ౳をಋೖͨ͠場合、ಛผঈ٫ຢ͸税ֹ控除が認ΊらΕ·͢ɻ

～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～

ઃඋ ཁ݅
ց૷置ػ す΂てʢ１୆ ���ສԁҎ্ʣ

۩޻、උ඼۩ث
・Ұఆの電ػࢉܭࢠʢෳ਺୆ܭ ���ສԁҎ্ʣ
・Ұఆのσジλϧෳ合ػʢ１୆ ���ສԁҎ্ʣ　
・Ұఆのݧࢼ又はଌఆثػ、ଌఆ޻ࠪݕ・۩޻۩

ʢ�୆ ��ສԁҎ্かつෳ਺୆ܭ ���ສԁҎ্ʣ
ιフト΢ΤΞ Ұఆのιフト΢ΣΞʢෳ਺合ܭ ��ສԁҎ্ʣ
ී௨՟෺自ಈं ं྆૯ॏྔ ��� ̓Ҏ্
಺ߤધഫ औಘՁֹの ��ˋがର৅

～ੜੑ࢈を্޲さͤるɺ̞̩ ԽをਐΊるͨΊの౤ࢿをԠԉ～

　ຊ੍౓͸、ػց૷ஔ౳の対象ઃඋをऔಘ΍੡࡞౳ͨ͠場合に、औಘՁֹの��ˋのಛผঈ٫ຢ͸
７ˋの税ֹ控除がબ୒適用できるもので͢ɻ·ͨ、ੜ্޲ੑ࢈に͢ࢿる一定のઃඋに͍ͭて͸、ಛ
ผঈ٫ຢ͸税ֹ控除の্৐ͤાஔ（ଈ࣌ঈ٫ຢ͸औಘՁֹの1�ˋの税ֹ控除）の適用をड͚る͜
ͱができ·͢ɻ
（஫１）税額控除額は、その事業年度の法人税額ຢはॴಘ税額の��ˋまでが上ݶとなります。なお、税額控除のݶ度額
　　　を超えるۚ額については、ཌ事業年度に܁りӽすことができます。
（஫２）特ผঈ٫は、ݶ度額までঈ٫費を計上しなかった場合、そのঈ٫ෆ଍額をཌ事業年度に܁りӽすことができます。

（஫１）தݹ඼、ି 付の用にڙするઃඋ等は原則として対象֎です。
（஫２）上の対象ઃඋの͏ͪ、ੜ産ੑ޲上に資する一定のઃඋは、上乗ͤાஔの適用を受けることができます。（��～��

ϖʔδ参照）（ただし、՟෺ࣗಈं、内ߤધഫについては上乗ͤાஔの適用はありまͤΜ。また、σδλϧෳ合ػ
は、上乗ͤાஔの͏ͪ 、"類ܕの適用はありまͤΜ。）

（஫３）ී 通՟෺ࣗಈंは、ಓ࿏ӡૹं྆法にن定するී通ࣗಈंで、՟෺のӡૹの用にڙするものが対象です。

制度の概要

੨৭ਃࠂ書を提出する中খا業者౳ʢ˞ʣ

適用ର৅者

　ฏ੒ 2� 年݄̏ 31 日までに、ର৅ઃඋʢ˞̍ʣをऔಘ౳してࢦఆ事業ʢ˞̎ʣの用にڙした場合
に適用となります。

　੡଄業、ݐઃ業、߭ 業、Էച業、ಓ࿏՟෺ӡૹ業、૔ݿ業、ߓ࿷ӡૹ業、Ψε業、খച業、ྉཧళ業そのଞのҿ৯ళ業ʢྉ௾、όʔ、
ΩϟόϨʔ、φΠτΫϥϒそのଞこれΒにྨする事業を除きますʣ、Ұൠཱྀ٬ࣗಈंӡૹ業、ւ༸ӡ༌業及びԊւӡ༌業、಺ߤ
ધഫି౉業、ཱྀ 行業、こんแ業、༣ศ業、ଛ֐อݥ୅ཧ業、৘ใ௨৴業、றं場業、ֶ ज़ڀݚ、ઐ໳ɾٕ ज़αʔϏε業、॓ ധ業、ચ ɾ୕
ཧ༰ɾඒ༰ɾཋ場業、そのଞのੜؔ׆࿈αʔϏε業、өը業、ڭҭ、ֶ शࢧԉ業、ҩྍ、෱ࢱ業、ڠಉ૊合、αʔϏε業ʢഇغ෺ॲཧ業、
ࣗಈं੔උ業、ػց౳मཧ業、৬業঺հɾ࿑ಇ者೿ݣ業、そのଞの事業αʔϏε業ʣ、೶業、ྛ業、ړ業、ਫ࢈ཆ৩業

（஫）ෆಈ産業、෺඼௞ି業、ి 業（өը業を除く）等は対象になりまͤΜ。また、෩ଏ営業法上のੑ෩ଏؔ࿈特ָޘ、業ؾ
घ営業に該当する事業についても、対象となりまͤΜ。

適用期間

ʻݸਓ事業ओʼ
・特ผঈ٫の場合、੨৭申告ܾ算ॻの「減Ձঈ٫の計算」の「⣉ׂ૿（特ผ）ঈ٫費」のཝに特ผঈ
٫の額を、「ఠ要」のཝに特ྫ໊（ા法 ��の３）を記入すること

・税額控除の場合、「தখ事業者がػց等を取ಘした場合のॴಘ税額の特ผ控除にؔする໌ࡉॻ」を֬
定申告ॻにఴ付すること

ʻ๏ਓʼ
　・特ผঈ٫の場合、法人税の֬定申告ॻに「特ผঈ٫の付ද」（தখا業者等ຢはதখ࿈݁法人が取
　　ಘしたػց等の特ผঈ٫のঈݶ٫度額の計算にؔする付ද）と適用額໌ࡉॻをఴ付すること
　・税額控除の場合、法人税の֬定申告ॻに「ผද」（தখا業者等がػց等を取ಘした場合の法人税
　　額の特ผ控除にؔする໌ࡉॻ）と適用額໌ࡉॻをఴ付すること

適用खଓ

ાஔの಺༰

　
（ੜ産ੑ޲上に資する一定のઃඋ以֎
 （ੜ産ੑ޲上に資する一定のઃඋ）
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適用ֹ໌ࡉ書を͓๨Εͳ ʂ͘
˔平成��年̐月１日以後にऴྃする事業年度から、法人税ؔ܎のે税特ผાஔを適用する場合には、法人税申
告ॻに「適用額໌ࡉॻ」をఴ付することが必要になっています。
「̝法人税ؔ܎のે税特ผાஔ」とは、ྫ え͹、தখا業者等の法人税率の特 （ྫ３ϖʔδ）、தখا業౤資ଅਐ税制
といった、法人税にؔするે税特ผાஔの͏ͪ、税額ຢはॴಘを減গさͤるものをいいます。

˔適用額໌ࡉॻをఴ付しなかった場合、ຢはఴ付がされていてもِڏの記ࡌがあった場合には、法人税ؔ܎の
ે税特ผાஔの適用は受けられなくなります。

˞தখا業者౳ͱ͸、
　・資ຊۚまたはग़資ۚの額が１ԯ円以下の法人
　・資ຊۚまたはग़資ۚを༗しない法人の͏ͪ 、ৗ࢖࣌用するै業һ਺が�
���人以下の法人
　・ৗ࢖࣌用するै業һ਺が�
���人以下の個人事業ओ
　・೶業ڠಉ૊合等（தখا業等ڠಉ૊合、ग़資૊合である঎޻૊合ٴͼ঎޻૊合࿈合ձ等）をࢦします。
　ただし、次の法人は、たとえ資ຊۚが１ԯ円以下でもதখا業者とはなりまͤΜ。
　　ᶃେن໛法人（資ຊۚもしくはग़資ۚの額が１ԯ円超の法人ຢは資ຊもしくはग़資を༗しない法人の͏ͪৗ࣌

�用するै業һ਺が࢖　　���人超の法人）から２෼の１以上のग़資を受けるࢠձࣾ

　　②２以上のେن໛法人から３෼の２以上のग़資を受けるࢠձࣾ

˞１　対象ઃඋ

定事業ࢦ　２˞

11 12

ે税特ผાஔ法ୈ��৚の３（தখ事業者がػց等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢはॴಘ税額の特ผ控除）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の６（தখا業者等がػց等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡法人税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の��（தখ࿈݁法人がػց等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡࿈݁法人ʳ
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தখا業౤ࢿଅਐ税制

　தখا業౤ࢿଅਐ税੍に͍ͭて͸、平成2�年౓税੍վਖ਼で、தখا業の౤ࢿを活ੑ化͢るͨΊ、
தখا業౤ࢿଅਐ税੍の対象ઃඋのうち、ੜ্޲ੑ࢈に͢ࢿる一定のઃඋに͍ͭて、税੍༏۰の
্৐ͤાஔがઃ͚らΕて͍·͢ɻ

தখا業౤ࢿଅਐ税制の্৐ͤાஔ
ɹ

ੜ্޲ੑ࢈にࢿするҰ定のઃඋͱ͸Ͳのよ͏ͳ΋のͰすか

　ઃඋϝʔΧʔにূ໌書の発行をґཔ て͠Լ͞ ʂ͍
　̡ ઌ୺ઃඋ にrついては、ઃඋϝʔΧʔが޻業ձ等において��ϖʔδのᶃ②の要件を満たしていることを
֬ೝして、޻業ձ等からূ໌ॻをൃ行してもらい、தখا業のօ༷にઃඋϝʔΧʔからূ໌ॻをసૹしても
ら͏ ことを基ຊతな࿮૊みとしています。

ઌ୺ઃඋの৚件がΉͣかし ・͍・・・

ઃඋのऔಘ౳
Λऀ͏ߦ メーΧー౳ثػ

ॴ׋の税຿ॺ

業ձ౳ʢ˞ʣ޻

଱用೥਺লྩのઃඋ
のछྨຖʢػց૷ஔの
Έで��छʣに業քஂମ
Λࢦఆ

業ল࢈ࡁܦ

ఆظతに
　ূ໌ॻൃߦ
　　ঢ়گΛใࠂ

ᶄઃඋの֬ೝɾূ ໌ॻൃߦ
　ґཔʢੑೳཁ݅౳の෼͔Δ
ྉΛఴ෇ʣࢿ　

ᶅূ໌ॻൃߦ

ᶃূ໌ॻൃߦґཔ

ᶆূ໌ॻసૹ

ᶆઃඋऔಘ౳

ᶇ税຿ਃࠂのࡍ、
　֬ఆਃࠂ౳に
　ূ໌ॻΛఴ෇ ʪ޻業ձ౳の֬ೝ಺༰ʫ

৽Ϟσルのཁ݅ΛຬたしていΔ͜との֬ೝ࠷˔
˔ੜ޲ੑ࢈ ʢ্೥ฏ1ۉ�Ҏ্ʣཁ݅ΛຬたしていΔ
　͜との֬ೝ

ʢಉ一メーΧーにおけΔچϞσルとのൺֱとし、࢖用す
　Δࢦඪ͸޻業ձ౳の൑அによΔʣ

13 14

৽Ϟσϧͱか࠷
ੜੑ࢈ͱか、ઃ
උの৚݅が೉͠
ͦうͩͶɻ

ͦうͶɻͨͩ、جຊతʹதখۀاの
օ͞Μʹ͸ઃඋの৚݅͸֬ೝ͠て΋
Βわͳ͘て΋ྑ͍࿮૊Έͱͳって͍
·͢ɻ࣍のϖʔδのਤදΛΈてΈ·
͠ΐうɻ

　例͑ば、ྫྷ ౚέʔε、র໌ઃඋなどのݐ෺ෟଐઃඋをは͡め、中খا業౤ࢿଅਐ税制
のର৅となͬていないઃඋで΋、ผの税制༏۰が受けΒれる΋のがあります。
　中খا業のօ༷は、21ϖʔδの঎業ɾαʔϏε業ɾ೶ྛਫ࢈業ੑ׆Խ税制΍、1�ϖʔ
δのੜ্޲ੑ࢈ઃඋ౤ࢿଅਐ税制などをར用すること΋Մೳです。
　それͧれの税制༏۰の಺༰、ର৅ઃඋ、ཁ݅などはҟなͬていますので、よ ൺ͘ ɾֱ
。することがඞཁです౼ݕ

CHECK!!

　தখا業౤資ଅਐ税制の上乗ͤાஔが適用されるੜ産ੑ޲上に資する一定のઃඋとは、「ઌ୺ઃඋ」の要
件（通শɿ"類ܕ）ຢは「ੜ産ϥΠϯ΍ΦϖϨʔγϣϯのվળに資するઃඋ」の要件（通শɿ#類ܕ）のいͣれか
を満たすઃඋとなります。

ઌ୺ઃඋの要件（"ྨܕ）

対象ɿػց૷ஔ、αʔόʔ用ి子ݧࢼ、ػࢉܭຢ͸ଌ定ثػ、一定のιフτ΢ΤΞ

ᶃ࠷৽Ϟσϧであること（࠷৽Ϟσϧとは、֤ ϝʔΧʔのதで、Bຢは̱に該当するઃඋをいいます。なお、
̣̘ટ൫なͲιϑτ΢ΤΞが૊みࠐまれたػց૷ஔは、࠷৽Ϟσϧの一代前のϞσϧも対象となりま
す。）

　　　 ɿ̰一定期間内（ػց૷ஔɿ��年以内、αʔόʔ用ిࢠ計算ݧࢼ、ػຢはଌ定ثػɿ
　　　　　６年以内、ιϑτ΢ΤΞɿ５年以内）にൢ売が開始されたもので࠷も৽しいϞσϧ
　　　 ɿ̱ઃඋの取ಘ等をする年度にൢ売開始されたϞσϧ、ຢはઃඋの取ಘ等をする年度の
　　　　　前年度にൢ売開始されたϞσϧ

上するもの（ιϑτ΢ΤΞを除きます。）޲以上ˋ１ۉϞσϧൺでੜ産ੑが年平چ②

（஫）ιϑτ΢ΤΞについては、ੜ産ੑ޲上の要件の代Θりに、ઃඋのՔಇঢ়گ等に܎る৘ใऩूػೳ・෼ੳػࣔࢦೳ
を༗するものにݶられます。

③取ಘՁ額要件（��ϖʔδ参照）を満たしていること。ただし、αʔόʔ用ిࢠ計算ػ、ιϑτ΢ΤΞ
をෳ਺取ಘしてՁ額要件を満たす場合は、１୆、１基当たりの取ಘՁ額が��万円以上であることが
必要です。

ূ、産業লの)1でࡁܦ※ ໌ॻをൃ行する޻業ձ等のϦετをࡌܝしています。
　IUUQ���XXX�NFUJ�HP�KQ�QPMJDZ�KJHZPV@TBJTFJ�LZPVTPVSZPLV@LZPVLB�TFJTBOTFJLPKP�MJTU�QEG�

（஫）ূ ໌ॻの申੥༷ࣜは、தখا業౤資ଅਐ税制とੜ産ੑ޲上ઃඋ౤資ଅਐ税制（��ϖʔδ）でڞ通です。
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　தখا業౤ࢿଅਐ税੍に͍ͭて͸、平成2�年౓税੍վਖ਼で、தখا業の౤ࢿを活ੑ化͢るͨΊ、
தখا業౤ࢿଅਐ税੍の対象ઃඋのうち、ੜ্޲ੑ࢈に͢ࢿる一定のઃඋに͍ͭて、税੍༏۰の
্৐ͤાஔがઃ͚らΕて͍·͢ɻ

தখا業౤ࢿଅਐ税制の্৐ͤાஔ
ɹ

ੜ্޲ੑ࢈にࢿするҰ定のઃඋͱ͸Ͳのよ͏ͳ΋のͰすか

　ઃඋϝʔΧʔにূ໌書の発行をґཔ て͠Լ͞ ʂ͍
　̡ ઌ୺ઃඋ にrついては、ઃඋϝʔΧʔが޻業ձ等において��ϖʔδのᶃ②の要件を満たしていることを
֬ೝして、޻業ձ等からূ໌ॻをൃ行してもらい、தখا業のօ༷にઃඋϝʔΧʔからূ໌ॻをసૹしても
ら͏ ことを基ຊతな࿮૊みとしています。

ઌ୺ઃඋの৚件がΉͣかし ・͍・・・

ઃඋのऔಘ౳
Λऀ͏ߦ メーΧー౳ثػ

ॴ׋の税຿ॺ

業ձ౳ʢ˞ʣ޻

଱用೥਺লྩのઃඋ
のछྨຖʢػց૷ஔの
Έで��छʣに業քஂମ
Λࢦఆ

業ল࢈ࡁܦ

ఆظతに
　ূ໌ॻൃߦ
　　ঢ়گΛใࠂ

ᶄઃඋの֬ೝɾূ ໌ॻൃߦ
　ґཔʢੑೳཁ݅౳の෼͔Δ
ྉΛఴ෇ʣࢿ　
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　֬ఆਃࠂ౳に
　ূ໌ॻΛఴ෇ ʪ޻業ձ౳の֬ೝ಺༰ʫ

৽Ϟσルのཁ݅ΛຬたしていΔ͜との֬ೝ࠷˔
˔ੜ޲ੑ࢈ ʢ্೥ฏ1ۉ�Ҏ্ʣཁ݅ΛຬたしていΔ
　͜との֬ೝ

ʢಉ一メーΧーにおけΔچϞσルとのൺֱとし、࢖用す
　Δࢦඪ͸޻業ձ౳の൑அによΔʣ
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৽Ϟσϧͱか࠷
ੜੑ࢈ͱか、ઃ
උの৚݅が೉͠
ͦうͩͶɻ

ͦうͶɻͨͩ、جຊతʹதখۀاの
օ͞Μʹ͸ઃඋの৚݅͸֬ೝ͠て΋
Βわͳ͘て΋ྑ͍࿮૊Έͱͳって͍
·͢ɻ࣍のϖʔδのਤදΛΈてΈ·
͠ΐうɻ

　例͑ば、ྫྷ ౚέʔε、র໌ઃඋなどのݐ෺ෟଐઃඋをは͡め、中খا業౤ࢿଅਐ税制
のର৅となͬていないઃඋで΋、ผの税制༏۰が受けΒれる΋のがあります。
　中খا業のօ༷は、21ϖʔδの঎業ɾαʔϏε業ɾ೶ྛਫ࢈業ੑ׆Խ税制΍、1�ϖʔ
δのੜ্޲ੑ࢈ઃඋ౤ࢿଅਐ税制などをར用すること΋Մೳです。
　それͧれの税制༏۰の಺༰、ର৅ઃඋ、ཁ݅などはҟなͬていますので、よ ൺ͘ ɾֱ
。することがඞཁです౼ݕ

CHECK!!

　தখا業౤資ଅਐ税制の上乗ͤાஔが適用されるੜ産ੑ޲上に資する一定のઃඋとは、「ઌ୺ઃඋ」の要
件（通শɿ"類ܕ）ຢは「ੜ産ϥΠϯ΍ΦϖϨʔγϣϯのվળに資するઃඋ」の要件（通শɿ#類ܕ）のいͣれか
を満たすઃඋとなります。

ઌ୺ઃඋの要件（"ྨܕ）

対象ɿػց૷ஔ、αʔόʔ用ి子ݧࢼ、ػࢉܭຢ͸ଌ定ثػ、一定のιフτ΢ΤΞ

ᶃ࠷৽Ϟσϧであること（࠷৽Ϟσϧとは、֤ ϝʔΧʔのதで、Bຢは̱に該当するઃඋをいいます。なお、
̣̘ટ൫なͲιϑτ΢ΤΞが૊みࠐまれたػց૷ஔは、࠷৽Ϟσϧの一代前のϞσϧも対象となりま
す。）

　　　 ɿ̰一定期間内（ػց૷ஔɿ��年以内、αʔόʔ用ిࢠ計算ݧࢼ、ػຢはଌ定ثػɿ
　　　　　６年以内、ιϑτ΢ΤΞɿ５年以内）にൢ売が開始されたもので࠷も৽しいϞσϧ
　　　 ɿ̱ઃඋの取ಘ等をする年度にൢ売開始されたϞσϧ、ຢはઃඋの取ಘ等をする年度の
　　　　　前年度にൢ売開始されたϞσϧ

上するもの（ιϑτ΢ΤΞを除きます。）޲以上ˋ１ۉϞσϧൺでੜ産ੑが年平چ②

（஫）ιϑτ΢ΤΞについては、ੜ産ੑ޲上の要件の代Θりに、ઃඋのՔಇঢ়گ等に܎る৘ใऩूػೳ・෼ੳػࣔࢦೳ
を༗するものにݶられます。

③取ಘՁ額要件（��ϖʔδ参照）を満たしていること。ただし、αʔόʔ用ిࢠ計算ػ、ιϑτ΢ΤΞ
をෳ਺取ಘしてՁ額要件を満たす場合は、１୆、１基当たりの取ಘՁ額が��万円以上であることが
必要です。

ূ、産業লの)1でࡁܦ※ ໌ॻをൃ行する޻業ձ等のϦετをࡌܝしています。
　IUUQ���XXX�NFUJ�HP�KQ�QPMJDZ�KJHZPV@TBJTFJ�LZPVTPVSZPLV@LZPVLB�TFJTBOTFJLPKP�MJTU�QEG�

（஫）ূ ໌ॻの申੥༷ࣜは、தখا業౤資ଅਐ税制とੜ産ੑ޲上ઃඋ౤資ଅਐ税制（��ϖʔδ）でڞ通です。
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தখا業౤ࢿଅਐ税制

ੜ࢈ϥΠϯ・ΦϖϨʔγϣϯのվળにࢿするઃඋの要件（#ྨܕ）

対象ɿػց૷ஔ、ଌ定޻ࠪݕ・۩޻۩、一定のి子ػࢉܭ、一定のσδλルෳ合ػ、
一定のιフτ΢ΤΞ、ثػຢ͸ଌ定ݧࢼ

ᶃ税ཧ࢜ຢはެೝձ計࢜が内༰を֬ೝした౤資計ըについて、ઃඋ౤資にΑるޮՌとして年平ۉの౤資
རӹ率が５ˋ以上となることがࠐݟまれることにつき、ࡁܦ産業େਉ（ࡁܦ産業ہ）の֬ೝを受けたも
のであること。

※౤資རӹ率は、以下の計算ࣜにΑります。なお、減Ձঈ٫費とはا業ձ計上の減Ձঈ٫費であり、特ผঈ٫෼をؚ
みまͤΜ。また、૿ Ճ額とは、ઃඋ取ಘ等をする年度のཌ年度以߱３年間の平ۉ額です。

ʮ営業利ӹʴ減Ձঈ٫අʯの૿Ճֹ
ઃඋ౤ֹࢿ

②取ಘՁ額要件（��ϖʔδ参照）を満たしていること。ただし、ి ιϑτ΢ΤΞをෳ਺取ಘして、ػ計算ࢠ
Ձ額要件を満たす場合は、１୆、１基当たりの取ಘՁ額が��万円以上であることが必要です。

౤ܭࢿըってࠓͻ
ͱͭΠϝʔδがわ
かͳ͍ΜͰ͢が
ʜɻ

ྫ͑͹、��� ສԁの੡଄ػցͱ �� ສԁのαʔ
όʔΛ̑୆ಋೖ͠て、Ӧۀརӹが̏೥ؒͰ ��
ສԁ૿Ճ͢る౤ܭࢿըͰ͑ߟてΈ·͠ΐうɻ
੡଄ػցͱαʔόʔのݮՁঈ٫අがͦΕͧΕ
೥ؒ ��ສ、̔ສの場߹、

��ສʴ�ສʴ��ສ��������ɹɹ
�������� ສʴ��� ສɹɹ

��໿ ���

ͱͳΓ、͜の੡଄ػցͱαʔόʔ͸৚݅Λຬ
ͨ͢͜ͱʹͳΓ·͢ɻઃඋ౤ࢿのܭըが͋る
場߹͸、੫ཧ࢜͞Μやެೝ会࢜͞ܭΜʹ༧Ί
૬ஊ͠てΈ·͠ΐうɻ

　ઃඋをങう前に、·ず͸、͓ ͭきあ͍のある税ཧ࢜͞Μ、ެ 認会࢜͞ܭΜに͝相ஊͩ͘ ͞ ʂ͍
　̡ ੜ産ϥΠϯ・ΦϖϨʔγϣϯのվળに資するઃඋ はr、౤資計ըを策定して、その内༰を税ཧ࢜、ެ ೝձ計
にνΣοΫしてもら͏࢜ ことが必要です。その上で、ࡁܦ産業ہの֬ೝをとることになります。

ੜ࢈ϥΠϯɺΦϖϨʔγϣϯのվળにࢿするઃඋの税制༏۰をड͚るͨΊのྲྀれがΘかΒͳ ・͍・

ઃඋのऔಘ౳
Λऀ͏ߦ

ॴ׋の税຿ॺ

税ཧ࢜
ຢ͸ձ࢜ܭʢ˞1ʣ

ʢ˞2ʣہ業࢈ࡁܦ業ল࢈ࡁܦ

ʪ税ཧ࢜౳ٴͼہ࢈ܦの֬ೝ಺༰ʫ
˔ର৅ઃඋの֬ೝ
　ʢ౤ࢿ໨తにඞཁෆՄܽなઃඋで͋Δ͜との֬ೝʣ
˔౤ࢿརӹ཰ཁ݅ΛຬたしていΔ͜との֬ೝ
　ʢ౤ࢿのޮՌとしてのϦλーンのࢉग़ํ๏の֬ೝ౳ʣ

ఆظతに౤ࢿ
ঢ়ߦըのཤܭ
ࠂΛใگ

ᶆ֬ೝॻ
ߦൃ　

ӡ用に関すΔࢦಋɾڠ ɾٞ
　　૬ஊ౳

ᶇ税຿ਃࠂのࡍ、֬ ఆ
　ਃࠂॻ౳に֬ೝॻ
　Λఴ෇

によΔ֬ೝ͸、ઃඋのہ業࢈ࡁܦ　2˞
　　  औಘ౳のલに࣮ࢪすΔ͜と

ᶅ֬ೝॻൃߦਃ੥
　ʢᶃの౤ܭࢿը
ɾ࢜ͼᶄの税ཧٴ　
　ձ֬࢜ܭೝॻΛఴ෇ʣ

ᶃ౤ܭࢿըҊの֬ೝґཔ

౤ܭࢿըҊの಺༰֬ೝ

ᶄ税ཧ࢜ɾձ֬࢜ܭೝॻൃߦ

˞1　本スΩームΛར用すΔࡍ͸、
        ಋೖऀの企業ن໛によらͣ、
        税ཧ࢜౳の֬ೝがඞཁとなΔ
        ʢձ؂ࠪܭਓやސ໰税ཧ࢜౳
         でな て͘もՄʣ

（※）申੥༷ࣜ、֬ ೝखଓきのྲྀれはதখا業౤資ଅਐ税制とੜ産ੑ޲上ઃඋ౤資ଅਐ税制でڞ通です。

ʻ経࢈ࡁ業ہ࿈བྷ先ʼ

中小企業౤ࢿଅਐ税੍
ʢ্৐ͤાஔʣ

ੜ্޲ੑ࢈ઃඋ౤ࢿଅਐ税੍ʢ˞ʣ
ʢ19ページ参রʣ

๺ւ道経済産業局 ஍Ҭ経済課ʢ௚௨ɿ������������ʣ ಉࠨ

౦๺経済産業局 中小企業課ʢ௚௨ɿ������������ʣ ஍Ҭ経済課ʢ௚௨ɿ������������ʣ

中国経済産業局 ஍Ҭ経済課ʢ௚௨ɿ������������ʣ ಉࠨ

国経済産業局࢛ 中小企業課ʢ௚௨ɿ������������ʣ ஍Ҭ経済課ʢ௚௨ɿ������������ʣ

۝भ経済産業局 企業支援課ʢ௚௨ɿ������������ʣ ಉࠨ

ԭೄ૯合事務局経済産業部 中小企業課ʢ௚௨ɿ������������ʣ ஍Ҭ経済課ʢ௚௨ɿ������������ʣ

中部経済産業局 中小企業課ʢ௚௨ɿ������������ʣ ஍Ҭৼڵ課ʢ௚௨ɿ������������ʣ

中部経済産業局๺཮支局 産業課　　ʢ௚௨ɿ������������ʣ ஍Ҭ経済課ʢ௚௨ɿ������������ʣ

経済産業局ـۙ 中小企業課ʢ௚௨ɿ������������ʣ ஍Ҭ経済課ʢ௚௨ɿ������������ʣ

関౦経済産業局 中小企業課ʢ௚௨ɿ������������ʣ ஍Ҭ経済課ʢ௚௨ɿ������������ʣ
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税ཧ࢜
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によΔ֬ೝ͸、ઃඋのہ業࢈ࡁܦ　2˞
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        ʢձ؂ࠪܭਓやސ໰税ཧ࢜౳
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適用事業年度

ʲ໰ 　rதখا業౤ࢿଅਐ税੍͸、ͦ の事業年౓தにߪೖ͠、ࢧ෷͍をྃ͠׬ て͍Ε͹活用できるので͢かʁ
ʲ౴ 　rର৅࢈ࢿをߪೖし、ࢧ෷いをྃ׬させたͩけでは、この特例は適用できません。

この特例は、ର৅࢈ࢿをその事業年度中にऔಘし、かつそれを「Քಈ」することがཁ݅です。
その事業年度中にࢧ෷いがྃ׬していな て͘΋、औಘしՔಈしていれば、この特例は適用できます。

औಘՁֹについて

ʲ໰ 　rػց૷ஔのऔಘにࡍ て͠、ൢ ച代ཧళにҾऔӡ௞ͱਾ付අ用をࢧ෷っͨので͢が、͜ Εらのものもத
খا業౤ࢿଅਐ税੍の対象ͱ͢る͜ ͱができ·͢かʁ

ʲ౴ 　rߪೖしたػց૷ஔのऔಘՁֹは、ߪೖ୅Ձに引औӡ௞、ߪೖख਺ྉそのଞ࢈ࢿのߪೖのҝにཁし
た費用のֹをՃࢉしたֹとされています。�したがͬて、ػց૷ஔの引औӡ௞及びਾ෇費用は、その
。ଅਐ税制の適用ର৅となりますࢿ業౤ا੒する費用に֘౰しますので、中খߏցのऔಘՁֹをػ

ର৅となるిػࢉܭࢠ

ʲ໰ 　rதখا業౤ࢿଅਐ税੍の対象ͱͳるʮి子ػࢉܭʯͱ͸、Ͳのようͳもので͢かʁ
　̡ ౴ 　rこの税制のର৅になる「ిػࢉܭࢠ」とは࣍のような΋のです。

りますʣݶೳを༗する΋のにػԱ૷ஔにϓϩάϥϜを೚ҙにઃఆできるهʢओػࢉܭࢠのిܕ਺ܭ
のうͪ、ॲཧޠ長が16ϏοτҎ্で、かつ、ઃஔ࣌に͓けるهԱ༰ྔがʢࠪݕ用Ϗοτを除きますʣ
16ϝΨόΠτҎ্のهԱ૷ஔを༗する΋のにݶる΋のとし、これとಉ࣌にઃஔする෇ଐのೖ出力૷
ஔʢೖ力用ΩʔϘʔυ、σΟδλΠβʔ、λϒϨοτ、ޫ ֶࣜಡऔ૷ஔ、Ի੠ೖ力૷ஔ、දࣔ૷ஔ、ϓϦ
ϯλʔຢはϓϩολʔにݶりますʣ、ิ ॿهԱ૷ஔ、௨৴制ޚ૷ஔ、఻ૹ用૷ஔʢແઢ用の΋のをؚ
Έますʣຢはిݯ૷ஔをؚΈます。

ର৅となるσδλϧෳ合ػ

ʲ໰ 　rதখا業౤ࢿଅਐ税੍の対象ͱͳるʮσδλルෳ合ػʯͱ͸、Ͳのようͳもので͢かʁ
ʲ౴ 　r「σδλϧෳ合ػ」とは、ίϐʔػೳ΍ϑΝοΫεػೳ、ϓϦϯλʔػೳ、εΩϟφʔػೳといͬたෳ

合తなػೳを༗する事務ثػとされていますが、この税制のର৅となる「σδλϧෳ合ػ」は、࣍の
ᶃʙᶅのす΂てのػೳを༗する΋のです。
ᶃࢴ໘をޫֶతにಡΈऔり、σδλϧ৴߸にม׵し、৭のೱ度ิਖ਼΍ॎԣಠཱมഒ、ը૾هԱを行
うػೳ
ᶄ֎෦ೖ力されたσδλϧ৴߸をը૾৘ใにม׵するػೳ
ᶅهԱしたը૾৘ใをอଘɾૹ৴ɾࢴ໘に出力するػೳ
また、この税制の適用を受けるためには、これΒの3つのػೳを༗するσδλϧෳ合ػが「Πϯλʔ
ωοτに઀続された」ঢ়ଶでなければなΒないとされています。
この「Πϯλʔωοτに઀続された」ঢ়ଶとは、事業に࢖用するࡍにそのσδλϧෳ合ػがΠϯλʔ
ωοτによるσʔλのૹ受৴ができるよう֎෦のճઢとݱに઀続できるঢ়ଶであることをいいます。

よ͘ ͋る࣭໰ͱͦのճ౴

Q1

Q2

Q3

Q4

ର৅となるιϑτ΢ΤΞ

ʲ໰ 　rதখا業౤ࢿଅਐ税੍で対象にͳるの͸、Ͳのようͳιフτ΢ΤΞで͢かʁ
ʲ౴ 　r合ܭのऔಘՁֹが�0ສԁҎ্のҰఆのιϑτ΢ΤΞがର৅となります。

たͩし、ෳࣸしてൢചするための原ຊ、開ൃڀݚ用ιϑτ΢ΤΞはର৅֎となります。�
また、αʔόʔ用ΦϖϨʔςΟϯάγεςϜ、αʔόʔ用Ծ૝Խιϑτ΢ΤΞ、σʔλϕʔε؅ཧ
ιϑτ΢ΤΞ、࿈ܞιϑτ΢ΤΞ、ෆਖ਼ΞΫηε๷ޚιϑτ΢ΤΞのうͪ 、
ඪ準ձؾిࡍࠃʢ*40ʣ及びߏػඪ準Խࡍࠃ ʢٞ*&$ʣの1�40֨ن�に基ͮ ධ͘Ձɾೝূがない΋の΋
ର৅֎となります。
ʢৄし͘はે税特ผાஔ法ࢪ行ن則ୈ̑৚の̡̔ ॴಘ税 、rୈ20৚の̡̏ 法人税 をrࢀޚরͩ͘
さい。ʣ

Ձֹཁ݅

ʲ໰ 　rి子ػࢉܭͱσδλルෳ合ػの྆方でऔಘՁֹが12�ສԁҎ্であΕ͹தখا業౤ࢿଅਐ税੍͸
࢖ ·͑͢かʁ

ʲ౴ 　r͑࢖ません。この制度の適用ཁ݅は、ి 。のऔಘՁֹではありませんܭの合ػとσδλϧෳ合ػࢉܭࢠ
　　　この制度は、ࢦఆされたث۩及びඋ඼͝とにその判ఆを行うこと、例͑ばిػࢉܭࢠをԿ୆かऔಘ

した場合にはそのऔಘՁֹの合ֹܭにより判ఆを行う΋のであり、ి ౳ػとσδλϧෳ合ػࢉܭࢠ
。による΋のではありませんֹܭ及びඋ඼のす΂てのऔಘՁֹの合۩ثఆされたࢦ

Ϧʔε࢈ࢿのऔ扱い

ʲ໰ 　rリʔス࢈ࢿに͍ͭて͸ຊ税੍の対象ͱͳり·͢かʁ
ʲ౴ 　rϦʔε࢈ࢿについては、ϑΝΠφϯεɾϦʔεऔ引のうͪॴ༗ݖҠసϦʔεऔ引により௞आ人がऔಘ

した΋のとされる࢈ࢿについてはର৅となります。たͩし、ϑΝΠφϯεɾϦʔεऔ引のうͪのॴ༗
ఆのΈن除の߇については、税ֹ࢈ࢿҠస֎Ϧʔεऔ引により௞आ人がऔಘした΋のとされるݖ
の適用となります。

ର৅となる業छ

ʲ໰ 　rதখا業౤ࢿଅਐ税੍で͸対象ͱͳる業छがܾΊらΕて͍·͢が、͜ の業छ͸会社のओ業（ʮओͨる
事業ʯ）であるඞ要͸あり·͢かʁ

ʲ౴ 　r「ओたる事業」でない場合で΋適用Մೳです。例͑ば、ෳ਺の事業をӦΉձࣾが税制のର৅となる
ઃඋをಋೖし、「ओたる事業」とはผの事業ʢ「ैたる事業」ʣのためにそのઃඋを࢖用する場合に͓
いて、その「ैたる事業」が税制のର৅業छに֘౰していれば適用を受けΒれます。また、「ओたる
事業」と「ैたる事業」の྆ํにそのઃඋを࢖用する場合に͓いて΋、そのઃඋを࢖用する事業の
いͣれかが税制のର৅業छに֘౰していれば、適用を受けることがՄೳです。

ຊ੫੍が適用Ͱ る͖͔Ͳ͏ ͔の֬ೝ

ʲ໰ 　rಋೖをݕ౼ て͍͠るઃඋがຊ税੍の対象にͳるઃඋかͲうか、·ͨ、ࢦ定事業に֘౰ て͍͠るかͲう
か確認͍ͨ͠ので͢がɻ

ʲ౴ 　rຊ税制の適用にあたͬての࣭ޚ໰は、税ཧ࢜ຢはد࠷りの税務署౳に͓໰合せԼさい。
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した΋のとされる࢈ࢿについてはର৅となります。たͩし、ϑΝΠφϯεɾϦʔεऔ引のうͪのॴ༗
ఆのΈن除の߇については、税ֹ࢈ࢿҠస֎Ϧʔεऔ引により௞आ人がऔಘした΋のとされるݖ
の適用となります。

ର৅となる業छ

ʲ໰ 　rதখا業౤ࢿଅਐ税੍で͸対象ͱͳる業छがܾΊらΕて͍·͢が、͜ の業छ͸会社のओ業（ʮओͨる
事業ʯ）であるඞ要͸あり·͢かʁ

ʲ౴ 　r「ओたる事業」でない場合で΋適用Մೳです。例͑ば、ෳ਺の事業をӦΉձࣾが税制のର৅となる
ઃඋをಋೖし、「ओたる事業」とはผの事業ʢ「ैたる事業」ʣのためにそのઃඋを࢖用する場合に͓
いて、その「ैたる事業」が税制のର৅業छに֘౰していれば適用を受けΒれます。また、「ओたる
事業」と「ैたる事業」の྆ํにそのઃඋを࢖用する場合に͓いて΋、そのઃඋを࢖用する事業の
いͣれかが税制のର৅業छに֘౰していれば、適用を受けることがՄೳです。

ຊ੫੍が適用Ͱ る͖͔Ͳ͏ ͔の֬ೝ

ʲ໰ 　rಋೖをݕ౼ て͍͠るઃඋがຊ税੍の対象にͳるઃඋかͲうか、·ͨ、ࢦ定事業に֘౰ て͍͠るかͲう
か確認͍ͨ͠ので͢がɻ

ʲ౴ 　rຊ税制の適用にあたͬての࣭ޚ໰は、税ཧ࢜ຢはد࠷りの税務署౳に͓໰合せԼさい。
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6 ੜ্޲ੑ࢈ઃඋ౤ࢿଅਐ税制
～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～～ઌ୺ઃඋ΍ੜ࢈ϥΠϯのվળにࢿするઃඋ΁の౤ࢿをԠԉ～

　ฏ੒ 2�年݄̏31日までに、ҎԼのઃඋをऔಘ౳して事業の用にڙした場合に適用となります。

適用期間

　੨৭ਃࠂ書を提出する個人事業ओຢは法人ʢ中খا業にݶΒれません。ʣ

適用ର৅者

　ຊ制度の適用ख続として、ྨܕຖにҎԼのख続がඞཁになります。
　ख続のྲྀれについては、中খا業౤ࢿଅਐ税制の্৐せાஔに͓ける֬ೝख続のྲྀれʢ13ʙ16
ϖʔδࢀরʣとಉ༷です。

ʲ̖ʳ先୺ઃඋ
　対象ઃඋの͏ͪ、要件（次ϖʔδ参照）を満たすものであることについて、޻業ձ等のূ໌ॻが必要と
なります。

ʲ̗ʳੜ࢈ϥΠϯ΍ΦϖϨʔγϣϯのվળに͢ࢿるઃඋ
　対象ઃඋの͏ͪ 、要件（次ϖʔδ参照）を満たすものであることについて、ެೝձ計࢜・税ཧ࢜の事前
֬ೝを受けたのͪ、ࡁܦ産業ہの֬ೝॻが必要となります。

適用खଓ

ܕྨ ʲ"ʳઌ୺ઃඋ ʲ#ʳੜ࢈ϥΠンやΦペレーγϣンの
վળにࢿすΔઃඋ

ର৅ઃඋ
ʢཁ݅ʣ

ʮػց૷置ʯ及びҰఆのʮ޻۩ʯʮث۩උ඼ʯʮݐ෺ʯ
ʮݐ෺ෟଐ設උʯʮιフト΢ΤΞʯの͏ͪ、下記要݅
を全てຬたすもの
　ᶃ࠷৽Ϟσϧ
　ᶄੜ産ੑ্޲
　ᶅ࠷௿औಘՁֹҎ্

ʮػց૷置ʯʮ޻۩ʯʮث۩උ඼ʯʮݐ෺ʯʮݐ෺ෟଐ設උʯ
ʮߏங෺ʯʮιフト΢ΤΞʯの͏ͪ、下記要݅を全て
ຬたすもの
　ᶃ౤ܭࢿըにおける౤ࢿརӹ཰が೥ฏۉ
　　��ˋҎ্ʢ中小企業ऀ等は �ˋҎ্ʣ
　ᶄ࠷௿औಘՁֹҎ্

　ຊ制度のର৅ઃඋは、ҎԼのදのと͓りです。　 ʢ˞　ʣは、࠷௿औಘՁֹ。

ର৅ઃඋ

　ੜ্޲ੑ࢈ઃඋに֘౰するには、̡ "ʳઌ୺ઃඋとʲ#ʳੜ࢈ϥΠϯ΍ΦϖϨʔγϣϯの改ળにࢿす
るઃඋについてそれͧれҎԼのཁ݅をຬたすඞཁがあります。

ʻ̡ "ʳ先୺ઃඋʼ
　ᶃ一定期間内 	※
 にൢ売された࠷৽Ϟσϧ（ιϑτ΢ΤΞ૊ػܕࠐց૷ஔは、一代前Ϟσϧもؚむ）
上するもの（ιϑτ΢ΤΞについては適用しまͤΜ）޲以上ˋ１ۉϞσϧൺでੜ産ੑが年平چ②　
（෺ෟଐઃඋɿ��年以内、ιϑτ΢ΤΞɿ�年以内ݐ、෺ݐ、ɿ�年以内۩޻、උ඼ɿ�年以内۩ث、ց૷ஔɿ��年以内ػ※）　

ʻ̡ #ʳੜ࢈ϥΠϯ΍ΦϖϨʔγϣϯのվળに͢ࢿるઃඋʼ
　౤資རӹ率が ��ˋ（தখا業者等（��ϖʔδ参照）は５ˋ）以上であるとしてࡁܦ産業ہが֬ೝした
౤資計ըに記ࡌされたઃඋであること

要ɹ件

ܕྨ ʲ"ʳઌ୺ઃඋ ʲ#ʳੜ࢈ϥΠンやΦペレーγϣンの
վળにࢿすΔઃඋ

ର৅
ઃඋ

ց૷ஔػ 全て
ʢ୯඼ ���ສԁҎ্ʣ

全て
ʢ୯඼ ���ສԁҎ্ʣ

෺ݐ அ೤ࡐ、அ೤૭
ʢ୯඼ ���ສԁҎ্ʣ

全て
ʢ୯඼ ���ສԁҎ্ʣ

෺ෟଐݐ
ઃඋ

・電ؾ設උʢর໌設උをؚΈ、஝電஑電ݯ設උ
��をআくʣ
・ྫྷ๪、ஆ๪、௨෩又はϘΠϥー設උ
・ঢ߱ػ設උ
・ϒϥΠンυ
・೔ࣹௐ੔フΟϧム
ʢ୯඼ ��� ສԁ又は୯඼ �� ສԁҎ্かつ合ܭ
���ສԁҎ্ʣ

全て
ʢ୯඼ ��� ສԁҎ্又は୯඼ �� ສԁҎ্かつ
合ܭ ���ສԁҎ্ʣ

ங෺ߏ ʵ 全て
ʢ୯඼ ���ສԁҎ্ʣ

උ඼۩ث

・αーόー用の電ػࢉܭࢠ
ʣるݶに等ऀ業企小中ʢ��

ثػ又はଌఆݧࢼ・
・ྫྷౚػ又はྫྷଂػ෇͖௠ྻ୨及び௠ྻέーε
・ྫྷ๪用又はஆ๪用ثػ
・ණྫྷଂݿ及びྫྷଂεトッΧー
ʢ୯඼ ��� ສԁ又は୯඼ �� ສԁҎ্かつ合ܭ
���ສԁҎ্ʣ

全て
ʢ୯඼ ��� ສԁҎ্又は୯඼ �� ສԁҎ্かつ
合ܭ ���ສԁҎ্ʣ

۩޻
ローϧ
ʢ୯඼ ��� ສԁҎ্又は୯඼ �� ສԁҎ্かつ
合ܭ ���ສԁҎ্ʣ

全て
ʢ୯඼ ��� ສԁҎ্又は୯඼ �� ສԁҎ্かつ
合ܭ ���ສԁҎ্ʣ

ιフト
΢Τア

設උのՔಇঢ়گ等に܎る৘ใऩूػೳ及び෼
ੳ・ػࣔࢦೳを༗するもの
ʢ中小企業ऀ等にݶるʣ
ʢ୯඼ ��ສԁҎ্又は୯඼ ��ສԁҎ্かつ合
ܭ ��ສԁҎ্ʣ

全て
ʢ୯඼ ��ສԁҎ্又は୯඼ ��ສԁҎ্かつ合
ܭ ��ສԁҎ্ʣ

　ຊ੍౓͸、先୺ઃඋ΍ੜ࢈ϥΠϯ΍ΦϖϨʔγϣϯのվળに͢ࢿるઃඋをऔಘ΍੡࡞౳ͨ͠場合
に、ಛผঈ٫（औಘՁֹの5��、ͨ ͨ、�ங物͸25�）ຢ͸税ֹ控除（औಘՁֹの４ߏ・物ݐͩ͠ ͩ͠
ங物͸２�）がબ୒適用できるもので͢ɻߏ・物ݐ
（஫１）税額控除額はその事業年度の法人税額ຢはॴಘ税額の��ˋまでが上ݶとなります。
（஫２）特ผঈ٫は、ݶ度額までঈ٫費を計上しなかった場合、そのঈ٫ෆ଍額をཌ事業年度に܁りӽすことができます。

制度の概要

（஫）தݹ඼、ି 付の用にڙするઃඋ等は原則として対象֎です。

　事業者が、ػց૷ஔ౳をಋೖͨ͠場合、ಛผঈ٫ຢ͸税ֹ控除が認ΊらΕ·͢ɻ
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税特ผાஔ法ୈ��৚の５のેچ （̐ੜ産ੑ޲上ઃඋ等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢはॴಘ税額の特ผ控除）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　　ୈ��৚の��の５（ੜ産ੑ޲上ઃඋ等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡法人税ʳ
　　　　　　　　ୈ��৚の��の６（ੜ産ੑ޲上ઃඋ等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡࿈݁法人ʳ
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6 ੜ্޲ੑ࢈ઃඋ౤ࢿଅਐ税制
～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～～ઌ୺ઃඋ΍ੜ࢈ϥΠϯのվળにࢿするઃඋ΁の౤ࢿをԠԉ～

　ฏ੒ 2�年݄̏31日までに、ҎԼのઃඋをऔಘ౳して事業の用にڙした場合に適用となります。

適用期間

　੨৭ਃࠂ書を提出する個人事業ओຢは法人ʢ中খا業にݶΒれません。ʣ

適用ର৅者

　ຊ制度の適用ख続として、ྨܕຖにҎԼのख続がඞཁになります。
　ख続のྲྀれについては、中খا業౤ࢿଅਐ税制の্৐せાஔに͓ける֬ೝख続のྲྀれʢ13ʙ16
ϖʔδࢀরʣとಉ༷です。

ʲ̖ʳ先୺ઃඋ
　対象ઃඋの͏ͪ、要件（次ϖʔδ参照）を満たすものであることについて、޻業ձ等のূ໌ॻが必要と
なります。

ʲ̗ʳੜ࢈ϥΠϯ΍ΦϖϨʔγϣϯのվળに͢ࢿるઃඋ
　対象ઃඋの͏ͪ 、要件（次ϖʔδ参照）を満たすものであることについて、ެೝձ計࢜・税ཧ࢜の事前
֬ೝを受けたのͪ、ࡁܦ産業ہの֬ೝॻが必要となります。

適用खଓ

ܕྨ ʲ"ʳઌ୺ઃඋ ʲ#ʳੜ࢈ϥΠンやΦペレーγϣンの
վળにࢿすΔઃඋ

ର৅ઃඋ
ʢཁ݅ʣ

ʮػց૷置ʯ及びҰఆのʮ޻۩ʯʮث۩උ඼ʯʮݐ෺ʯ
ʮݐ෺ෟଐ設උʯʮιフト΢ΤΞʯの͏ͪ、下記要݅
を全てຬたすもの
　ᶃ࠷৽Ϟσϧ
　ᶄੜ産ੑ্޲
　ᶅ࠷௿औಘՁֹҎ্

ʮػց૷置ʯʮ޻۩ʯʮث۩උ඼ʯʮݐ෺ʯʮݐ෺ෟଐ設උʯ
ʮߏங෺ʯʮιフト΢ΤΞʯの͏ͪ、下記要݅を全て
ຬたすもの
　ᶃ౤ܭࢿըにおける౤ࢿརӹ཰が೥ฏۉ
　　��ˋҎ্ʢ中小企業ऀ等は �ˋҎ্ʣ
　ᶄ࠷௿औಘՁֹҎ্

　ຊ制度のର৅ઃඋは、ҎԼのදのと͓りです。　 ʢ˞　ʣは、࠷௿औಘՁֹ。

ର৅ઃඋ

　ੜ্޲ੑ࢈ઃඋに֘౰するには、̡ "ʳઌ୺ઃඋとʲ#ʳੜ࢈ϥΠϯ΍ΦϖϨʔγϣϯの改ળにࢿす
るઃඋについてそれͧれҎԼのཁ݅をຬたすඞཁがあります。

ʻ̡ "ʳ先୺ઃඋʼ
　ᶃ一定期間内 	※
 にൢ売された࠷৽Ϟσϧ（ιϑτ΢ΤΞ૊ػܕࠐց૷ஔは、一代前Ϟσϧもؚむ）
上するもの（ιϑτ΢ΤΞについては適用しまͤΜ）޲以上ˋ１ۉϞσϧൺでੜ産ੑが年平چ②　
（෺ෟଐઃඋɿ��年以内、ιϑτ΢ΤΞɿ�年以内ݐ、෺ݐ、ɿ�年以内۩޻、උ඼ɿ�年以内۩ث、ց૷ஔɿ��年以内ػ※）　

ʻ̡ #ʳੜ࢈ϥΠϯ΍ΦϖϨʔγϣϯのվળに͢ࢿるઃඋʼ
　౤資རӹ率が ��ˋ（தখا業者等（��ϖʔδ参照）は５ˋ）以上であるとしてࡁܦ産業ہが֬ೝした
౤資計ըに記ࡌされたઃඋであること

要ɹ件

ܕྨ ʲ"ʳઌ୺ઃඋ ʲ#ʳੜ࢈ϥΠンやΦペレーγϣンの
վળにࢿすΔઃඋ

ର৅
ઃඋ

ց૷ஔػ 全て
ʢ୯඼ ���ສԁҎ্ʣ

全て
ʢ୯඼ ���ສԁҎ্ʣ

෺ݐ அ೤ࡐ、அ೤૭
ʢ୯඼ ���ສԁҎ্ʣ

全て
ʢ୯඼ ���ສԁҎ্ʣ

෺ෟଐݐ
ઃඋ

・電ؾ設උʢর໌設උをؚΈ、஝電஑電ݯ設උ
��をআくʣ
・ྫྷ๪、ஆ๪、௨෩又はϘΠϥー設උ
・ঢ߱ػ設උ
・ϒϥΠンυ
・೔ࣹௐ੔フΟϧム
ʢ୯඼ ��� ສԁ又は୯඼ �� ສԁҎ্かつ合ܭ
���ສԁҎ্ʣ

全て
ʢ୯඼ ��� ສԁҎ্又は୯඼ �� ສԁҎ্かつ
合ܭ ���ສԁҎ্ʣ

ங෺ߏ ʵ 全て
ʢ୯඼ ���ສԁҎ্ʣ

උ඼۩ث

・αーόー用の電ػࢉܭࢠ
ʣるݶに等ऀ業企小中ʢ��

ثػ又はଌఆݧࢼ・
・ྫྷౚػ又はྫྷଂػ෇͖௠ྻ୨及び௠ྻέーε
・ྫྷ๪用又はஆ๪用ثػ
・ණྫྷଂݿ及びྫྷଂεトッΧー
ʢ୯඼ ��� ສԁ又は୯඼ �� ສԁҎ্かつ合ܭ
���ສԁҎ্ʣ

全て
ʢ୯඼ ��� ສԁҎ্又は୯඼ �� ສԁҎ্かつ
合ܭ ���ສԁҎ্ʣ

۩޻
ローϧ
ʢ୯඼ ��� ສԁҎ্又は୯඼ �� ສԁҎ্かつ
合ܭ ���ສԁҎ্ʣ

全て
ʢ୯඼ ��� ສԁҎ্又は୯඼ �� ສԁҎ্かつ
合ܭ ���ສԁҎ্ʣ

ιフト
΢Τア

設උのՔಇঢ়گ等に܎る৘ใऩूػೳ及び෼
ੳ・ػࣔࢦೳを༗するもの
ʢ中小企業ऀ等にݶるʣ
ʢ୯඼ ��ສԁҎ্又は୯඼ ��ສԁҎ্かつ合
ܭ ��ສԁҎ্ʣ

全て
ʢ୯඼ ��ສԁҎ্又は୯඼ ��ສԁҎ্かつ合
ܭ ��ສԁҎ্ʣ

　ຊ੍౓͸、先୺ઃඋ΍ੜ࢈ϥΠϯ΍ΦϖϨʔγϣϯのվળに͢ࢿるઃඋをऔಘ΍੡࡞౳ͨ͠場合
に、ಛผঈ٫（औಘՁֹの5��、ͨ ͨ、�ங物͸25�）ຢ͸税ֹ控除（औಘՁֹの４ߏ・物ݐͩ͠ ͩ͠
ங物͸２�）がબ୒適用できるもので͢ɻߏ・物ݐ
（஫１）税額控除額はその事業年度の法人税額ຢはॴಘ税額の��ˋまでが上ݶとなります。
（஫２）特ผঈ٫は、ݶ度額までঈ٫費を計上しなかった場合、そのঈ٫ෆ଍額をཌ事業年度に܁りӽすことができます。

制度の概要

（஫）தݹ඼、ି 付の用にڙするઃඋ等は原則として対象֎です。

　事業者が、ػց૷ஔ౳をಋೖͨ͠場合、ಛผঈ٫ຢ͸税ֹ控除が認ΊらΕ·͢ɻ
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税特ผાஔ法ୈ��৚の５のેچ （̐ੜ産ੑ޲上ઃඋ等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢはॴಘ税額の特ผ控除）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　　ୈ��৚の��の５（ੜ産ੑ޲上ઃඋ等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡法人税ʳ
　　　　　　　　ୈ��৚の��の６（ੜ産ੑ޲上ઃඋ等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡࿈݁法人ʳ
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7
　঎業・αʔϏス業౳を営Ήதখا業者౳が経営վળに͢ࢿるઃඋをಋೖͨ͠場合、ಛผ
ঈ٫ຢ͸税ֹ控除が認ΊらΕ·͢ɻ

঎業・αʔϏε業・
೶ྛਫ࢈業ੑ׆Խ税制

～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～～঎業・αʔϏε業を͚ͮؾ׆るʂ～

　ຊ੍౓͸、ث۩උ඼、ݐ物ෟଐઃඋをऔಘ΍੡࡞౳ͨ͠場合に、औಘՁֹの��ˋのಛผঈ٫ຢ
͸７ˋの税ֹ控除がબ୒適用できるもので͢ɻ
（஫１）税額控除は、資ຊۚຢはग़資ۚの額が�
���万円を超える法人以֎の法人、個人事業ओのみ適用されます。また、
その事業年度の法人税額ຢはॴಘ税額の��ˋまでが上ݶとなります。なお、税額控除のݶ度額を超えるۚ額について
は、ཌ事業年度に܁りӽすことができます。

（஫２）特ผঈ٫は、ݶ度額までঈ٫費を計上しなかった場合、そのঈ٫ෆ଍額をཌ事業年度に܁りӽすことができます。

制度の概要

　ฏ੒ 2�年݄̏31日までに、ର৅ઃඋをऔಘ౳してࢦఆ事業の用にڙした場合に適用となります。

適用期間

　ΞυόΠεؔػʢ˞̍ʣかΒ、ܦӦ改ળにؔするࢦಋ及びॿݴを受けたࢫを໌Βかにする書ྨの
ަ෇を受けた、੨৭ਃࠂ書を提出する特ఆ中খا業者౳ʢ˞̎ʣ

適用ର৅者

͜の੫੍のద༻Λड͚るʹ͸、ΞυόΠεؔػかΒのΞυόΠε
Λड͚る͜ͱがඞཁͰ͢ɻ঎ۀɾαʔϏεۀのօ༷がઃඋ౤ࢿΛ
૬ஊ͠てΈて͍ͩ͘͞ɻʹؔػて͍る場߹ʹ͸、ΞυόΠε͠౼ݕ

　ΞυόΠεؔػかΒܦӦの改ળにࢿする࢈ࢿとして、書ྨʢܦӦ改ળにؔするࢦಋ及びॿݴを受けた
。した場合にର৅となりますڙఆ事業ʢ˞ʣの用にࢦされたઃඋをࡌهを໌Βかにする書ྨʣにࢫ
　ઃඋとは、ݮՁঈ࢈ࢿ٫の଱用年਺౳にؔするলྩผදୈ̍のݐ෺ෟଐઃඋで̍୆のऔಘՁֹが 60
ສԁҎ্の΋の、ث۩及びඋ඼で̍୆ຢは̍基のऔಘՁֹが 30ສԁҎ্の΋ののうͪ Ӧの改ળにܦ、
ି、඼ݹするためにऔಘするҎԼのઃඋです。な͓、中ࢿ ෇の用にڙするઃඋ౳は原則としてର৅֎です。

ͼඋ඼ͱ͠ٴ۩ث　 てن定͞Εて͍る
　　ᶃՈ۩、ిثػؾ、Ψεثػ及びՈఉ用඼
　　ᶄ事務ثػ及び௨৴ثػ
　　ᶅثػݧࢼ、ܭ࣌及びଌఆثػ
　　ᶆޫֶثػ及びࣸਅ੡ثػ࡞
　　ᶇ؃൘及びثࠂ޿۩
　　ᶈཧ༰ຢはඒ༰ثػ
　　ᶉָޘຢはεϙʔπث۩　౳

定事業ࢦ（˞）

Էച業、খച業、৘ใ௨৴業、Ұൠཱྀ٬ࣗಈंӡૹ業、ಓ࿏՟෺ӡૹ業、૔ݿ業、ߓ࿷ӡૹ業、
こんแ業、ଛ֐อݥ୅ཧ業、ෆಈ࢈業、෺඼௞ି業、ઐ໳αʔϏε業、ࠂ޿業、ٕज़αʔϏε業、
॓ധ業、ҿ৯ళ業、ચ ɾ୕ཧ༰ɾඒ༰ɾཋ場業、そのଞのੜؔ׆࿈αʔϏε業、ࣾ ձอݥɾࣾ ձ෱ࢱɾ
հޢ事業、αʔϏε業ʢڭҭɾֶ शࢧԉ業、өը業、ڠಉ૊合、ଞに෼ྨされないαʔϏε業ʢഇ
ࣗ、෺ॲཧ業غ ಈं੔උ業、ػց౳मཧ業、৬業ɾ࿑ಇ者೿ݣ業、そのଞの事業αʔϏε業ʣʣ、೶業、
ྛ業、ړ業、ਫ࢈ཆ৩業

（※１）੡଄業、ݐઃ業、ҩྍ業、ָޘ業（өը業を除く）等は、対象になりまͤΜ。
（※２）෩ଏ営業法上の෩ଏ営業に該当するྉ௾、όʔ、ΩϟόϨʔ、φΠτΫϥϒそのଞこれらに類する事業につい

ては、ੜ׆Ӵੜಉ業૊合の૊合һが事業を行͏場合にݶり対象となります。なお、෩ଏ営業法上のੑ෩ଏؔ
࿈特घ営業に該当する事業については、対象となりまͤΜ。

ର৅ઃඋ

適用खଓ

ʻݸਓ事業ओʼ
・特ผঈ٫の場合、੨৭申告ܾ算ॻの「減Ձঈ٫の計算」の「⣉ׂ૿（特ผ）ঈ٫費」のཝに特ผঈ
٫の額を、「適用」のཝに特ྫ໊（「ા法 ��৚の５の２」）を記入すること

・税額控除の場合、「特定தখ事業者がܦ営վળઃඋを取ಘした場合のॴಘ税額の特ผ控除にؔする໌
ॻ」を֬定申告ॻにఴ付することࡉ

ʻ๏ਓʼ
・特ผঈ٫の場合、法人税の֬定申告ॻに「特ผঈ٫の付ද」（特定தখا業者等が取ಘしたܦ営վળ
ઃඋの特ผঈ٫のঈݶ٫度額の計算にؔする付ද）と「適用額໌ࡉॻ」をఴ付すること

・税額控除の場合、法人税の֬定申告ॻに「ผද」（特定தখا業者等がܦ営վળઃඋを取ಘした場合
の法人税額の特ผ控除にؔする໌ࡉॻ）と「適用額໌ࡉॻ」をఴ付すること

ʻݸਓ事業ओ・๏ਓڞ௨ʼ
　ΞυόΠεؔػからࢦಋॿݴを受けたことを໌らかにするॻ類として、தখا業者等の໊ࢯ・໊শ、
取ಘするઃඋの໌ࡉ、ΞυόΠεؔػのࢯ ・໊໊ শ、ΞυόΠεؔػのॅॴ・ॴࡏ஍、ΞυόΠεを行っ
た年月日、ΞυόΠεの内༰等が記ࡌされたものが必要です。ີݫな༷ࣜがあるものではありまͤΜが、
தখا業ிのϗʔϜϖʔδにॻ類のͻなܗをࡌܝしています。
���（IUUQ���XXX�DIVTIP�NFUJ�HP�KQ�[BJNV�[FJTFJ������������[FJTFJ�IUN）

物ෟଐઃඋͱ͠ݐ　 てن定͞Εて͍る
　　ᶃిؾઃඋ
　　ᶄڅഉਫຢはӴੜઃඋ及びΨεઃඋ
　　ᶅྫྷ๪、ஆ๪、௨෩ຢはϘΠϥʔઃඋ
　　ᶆΤϠʔΧʔςϯຢはυΞʔࣗಈ開ดઃඋ
　　ᶇΞʔέʔυຢは日よけઃඋ
　　ᶈళ用簡易૷උ
　　ᶉՄಈ間࢓੾り　౳

　˞１　ΞυόΠスؔػͱ͸、
　　　　ೝ定ܦ営ֵ৽等支ԉؔػ、঎޻ձٞॴ、঎޻ձ、౎ಓ෎ݝதখا業ஂମதԝձ、঎ళ֗ৼڵ૊合࿈合ձ、
　　　೶業ڠಉ૊合、೶業ڠಉ૊合࿈合ձ、೶業ڠಉ૊合தԝձ、౎ಓ෎ݝ೶業ձٞ、৿ྛ૊合、৿ྛ૊合࿈合
　　　ձ、ړ業ڠಉ૊合、ړ業ڠಉ૊合࿈合ձ、ੜ׆Ӵੜಉ業૊合、ੜ׆Ӵੜಉ業খ૊合、౎ಓ෎ݝੜ׆Ӵੜ営
　　　業ࢦಋηϯλʔ
　　　　　をࢦします。

　˞２　ಛ定தখا業者౳ͱ͸、
　　　　・資ຊۚまたはग़資ۚの額が１ԯ円以下の法人
　　　　・資ຊۚまたはग़資ۚを༗しない法人の͏ͪ 、ৗ࢖࣌用するै業һ਺が�
���人以下の法人
　　　　・ৗ࢖࣌用するै業һ਺が�
���人以下の個人事業ओ
　　　　・தখا業等ڠಉ૊合、ग़資૊合である঎޻૊合、঎ళ֗ৼڵ૊合
　　　　　をࢦします。
　　　　ただし、次の法人等は対象となりまͤΜ。
　　　　・େن໛法人（資ຊۚもしくはग़資ۚの額が１ԯ円超の法人または資ຊもしくはग़資を༗しない法人の͏
　　　　ͪৗ࢖࣌用するै業һが�
���人超の法人）から２෼の１以上のग़資を受けるࢠձࣾ
　　　　・２以上のେن໛法人から３෼の２以上のग़資を受けるࢠձࣾ
　　　　・ΞυόΠεػ （ؔೝ定ܦ営ֵ৽等支ԉؔػ等）
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ે税特ผાஔ法ୈ��৚の５の２（特定தখ事業者がܦ営վળઃඋを取ಘした場合の特ผঈ٫ຢはॴಘ税額の特ผ控除）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の��の３（特定தখا業者等がܦ営վળઃඋを取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡法人税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の��の （̐特定தখ࿈݁法人がܦ営վળઃඋを取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡࿈݁法人ʳ
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7
　঎業・αʔϏス業౳を営Ήதখا業者౳が経営վળに͢ࢿるઃඋをಋೖͨ͠場合、ಛผ
ঈ٫ຢ͸税ֹ控除が認ΊらΕ·͢ɻ

঎業・αʔϏε業・
೶ྛਫ࢈業ੑ׆Խ税制

～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～～঎業・αʔϏε業を͚ͮؾ׆るʂ～

　ຊ੍౓͸、ث۩උ඼、ݐ物ෟଐઃඋをऔಘ΍੡࡞౳ͨ͠場合に、औಘՁֹの��ˋのಛผঈ٫ຢ
͸７ˋの税ֹ控除がબ୒適用できるもので͢ɻ
（஫１）税額控除は、資ຊۚຢはग़資ۚの額が�
���万円を超える法人以֎の法人、個人事業ओのみ適用されます。また、
その事業年度の法人税額ຢはॴಘ税額の��ˋまでが上ݶとなります。なお、税額控除のݶ度額を超えるۚ額について
は、ཌ事業年度に܁りӽすことができます。

（஫２）特ผঈ٫は、ݶ度額までঈ٫費を計上しなかった場合、そのঈ٫ෆ଍額をཌ事業年度に܁りӽすことができます。

制度の概要

　ฏ੒ 2�年݄̏31日までに、ର৅ઃඋをऔಘ౳してࢦఆ事業の用にڙした場合に適用となります。

適用期間

　ΞυόΠεؔػʢ˞̍ʣかΒ、ܦӦ改ળにؔするࢦಋ及びॿݴを受けたࢫを໌Βかにする書ྨの
ަ෇を受けた、੨৭ਃࠂ書を提出する特ఆ中খا業者౳ʢ˞̎ʣ

適用ର৅者

͜の੫੍のద༻Λड͚るʹ͸、ΞυόΠεؔػかΒのΞυόΠε
Λड͚る͜ͱがඞཁͰ͢ɻ঎ۀɾαʔϏεۀのօ༷がઃඋ౤ࢿΛ
૬ஊ͠てΈて͍ͩ͘͞ɻʹؔػて͍る場߹ʹ͸、ΞυόΠε͠౼ݕ

　ΞυόΠεؔػかΒܦӦの改ળにࢿする࢈ࢿとして、書ྨʢܦӦ改ળにؔするࢦಋ及びॿݴを受けた
。した場合にର৅となりますڙఆ事業ʢ˞ʣの用にࢦされたઃඋをࡌهを໌Βかにする書ྨʣにࢫ
　ઃඋとは、ݮՁঈ࢈ࢿ٫の଱用年਺౳にؔするলྩผදୈ̍のݐ෺ෟଐઃඋで̍୆のऔಘՁֹが 60
ສԁҎ্の΋の、ث۩及びඋ඼で̍୆ຢは̍基のऔಘՁֹが 30ສԁҎ্の΋ののうͪ Ӧの改ળにܦ、
ି、඼ݹするためにऔಘするҎԼのઃඋです。な͓、中ࢿ ෇の用にڙするઃඋ౳は原則としてର৅֎です。

ͼඋ඼ͱ͠ٴ۩ث　 てن定͞Εて͍る
　　ᶃՈ۩、ిثػؾ、Ψεثػ及びՈఉ用඼
　　ᶄ事務ثػ及び௨৴ثػ
　　ᶅثػݧࢼ、ܭ࣌及びଌఆثػ
　　ᶆޫֶثػ及びࣸਅ੡ثػ࡞
　　ᶇ؃൘及びثࠂ޿۩
　　ᶈཧ༰ຢはඒ༰ثػ
　　ᶉָޘຢはεϙʔπث۩　౳

定事業ࢦ（˞）

Էച業、খച業、৘ใ௨৴業、Ұൠཱྀ٬ࣗಈंӡૹ業、ಓ࿏՟෺ӡૹ業、૔ݿ業、ߓ࿷ӡૹ業、
こんแ業、ଛ֐อݥ୅ཧ業、ෆಈ࢈業、෺඼௞ି業、ઐ໳αʔϏε業、ࠂ޿業、ٕज़αʔϏε業、
॓ധ業、ҿ৯ళ業、ચ ɾ୕ཧ༰ɾඒ༰ɾཋ場業、そのଞのੜؔ׆࿈αʔϏε業、ࣾ ձอݥɾࣾ ձ෱ࢱɾ
հޢ事業、αʔϏε業ʢڭҭɾֶ शࢧԉ業、өը業、ڠಉ૊合、ଞに෼ྨされないαʔϏε業ʢഇ
ࣗ、෺ॲཧ業غ ಈं੔උ業、ػց౳मཧ業、৬業ɾ࿑ಇ者೿ݣ業、そのଞの事業αʔϏε業ʣʣ、೶業、
ྛ業、ړ業、ਫ࢈ཆ৩業

（※１）੡଄業、ݐઃ業、ҩྍ業、ָޘ業（өը業を除く）等は、対象になりまͤΜ。
（※２）෩ଏ営業法上の෩ଏ営業に該当するྉ௾、όʔ、ΩϟόϨʔ、φΠτΫϥϒそのଞこれらに類する事業につい

ては、ੜ׆Ӵੜಉ業૊合の૊合һが事業を行͏場合にݶり対象となります。なお、෩ଏ営業法上のੑ෩ଏؔ
࿈特घ営業に該当する事業については、対象となりまͤΜ。

ର৅ઃඋ

適用खଓ

ʻݸਓ事業ओʼ
・特ผঈ٫の場合、੨৭申告ܾ算ॻの「減Ձঈ٫の計算」の「⣉ׂ૿（特ผ）ঈ٫費」のཝに特ผঈ
٫の額を、「適用」のཝに特ྫ໊（「ા法 ��৚の５の２」）を記入すること

・税額控除の場合、「特定தখ事業者がܦ営վળઃඋを取ಘした場合のॴಘ税額の特ผ控除にؔする໌
ॻ」を֬定申告ॻにఴ付することࡉ

ʻ๏ਓʼ
・特ผঈ٫の場合、法人税の֬定申告ॻに「特ผঈ٫の付ද」（特定தখا業者等が取ಘしたܦ営վળ
ઃඋの特ผঈ٫のঈݶ٫度額の計算にؔする付ද）と「適用額໌ࡉॻ」をఴ付すること

・税額控除の場合、法人税の֬定申告ॻに「ผද」（特定தখا業者等がܦ営վળઃඋを取ಘした場合
の法人税額の特ผ控除にؔする໌ࡉॻ）と「適用額໌ࡉॻ」をఴ付すること

ʻݸਓ事業ओ・๏ਓڞ௨ʼ
　ΞυόΠεؔػからࢦಋॿݴを受けたことを໌らかにするॻ類として、தখا業者等の໊ࢯ・໊শ、
取ಘするઃඋの໌ࡉ、ΞυόΠεؔػのࢯ ・໊໊ শ、ΞυόΠεؔػのॅॴ・ॴࡏ஍、ΞυόΠεを行っ
た年月日、ΞυόΠεの内༰等が記ࡌされたものが必要です。ີݫな༷ࣜがあるものではありまͤΜが、
தখا業ிのϗʔϜϖʔδにॻ類のͻなܗをࡌܝしています。
���（IUUQ���XXX�DIVTIP�NFUJ�HP�KQ�[BJNV�[FJTFJ������������[FJTFJ�IUN）

物ෟଐઃඋͱ͠ݐ　 てن定͞Εて͍る
　　ᶃిؾઃඋ
　　ᶄڅഉਫຢはӴੜઃඋ及びΨεઃඋ
　　ᶅྫྷ๪、ஆ๪、௨෩ຢはϘΠϥʔઃඋ
　　ᶆΤϠʔΧʔςϯຢはυΞʔࣗಈ開ดઃඋ
　　ᶇΞʔέʔυຢは日よけઃඋ
　　ᶈళ用簡易૷උ
　　ᶉՄಈ間࢓੾り　౳

　˞１　ΞυόΠスؔػͱ͸、
　　　　ೝ定ܦ営ֵ৽等支ԉؔػ、঎޻ձٞॴ、঎޻ձ、౎ಓ෎ݝதখا業ஂମதԝձ、঎ళ֗ৼڵ૊合࿈合ձ、
　　　೶業ڠಉ૊合、೶業ڠಉ૊合࿈合ձ、೶業ڠಉ૊合தԝձ、౎ಓ෎ݝ೶業ձٞ、৿ྛ૊合、৿ྛ૊合࿈合
　　　ձ、ړ業ڠಉ૊合、ړ業ڠಉ૊合࿈合ձ、ੜ׆Ӵੜಉ業૊合、ੜ׆Ӵੜಉ業খ૊合、౎ಓ෎ݝੜ׆Ӵੜ営
　　　業ࢦಋηϯλʔ
　　　　　をࢦします。

　˞２　ಛ定தখا業者౳ͱ͸、
　　　　・資ຊۚまたはग़資ۚの額が１ԯ円以下の法人
　　　　・資ຊۚまたはग़資ۚを༗しない法人の͏ͪ 、ৗ࢖࣌用するै業һ਺が�
���人以下の法人
　　　　・ৗ࢖࣌用するै業һ਺が�
���人以下の個人事業ओ
　　　　・தখا業等ڠಉ૊合、ग़資૊合である঎޻૊合、঎ళ֗ৼڵ૊合
　　　　　をࢦします。
　　　　ただし、次の法人等は対象となりまͤΜ。
　　　　・େن໛法人（資ຊۚもしくはग़資ۚの額が１ԯ円超の法人または資ຊもしくはग़資を༗しない法人の͏
　　　　ͪৗ࢖࣌用するै業һが�
���人超の法人）から２෼の１以上のग़資を受けるࢠձࣾ
　　　　・２以上のେن໛法人から３෼の２以上のग़資を受けるࢠձࣾ
　　　　・ΞυόΠεػ （ؔೝ定ܦ営ֵ৽等支ԉؔػ等）
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ે税特ผાஔ法ୈ��৚の５の２（特定தখ事業者がܦ営վળઃඋを取ಘした場合の特ผঈ٫ຢはॴಘ税額の特ผ控除）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の��の３（特定தখا業者等がܦ営վળઃඋを取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡法人税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の��の （̐特定தখ࿈݁法人がܦ営վળઃඋを取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡࿈݁法人ʳ
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Q4

ೝఆܦӦֵ৽等ࢧԉؔػと͸

ʲ໰ 　r認定経営ֵ৽౳ࢧԉؔػͱ͸Կで͢かɻ
ʲ౴ 　rೝఆܦӦֵ৽౳ࢧԉؔػとは、中খا業の৽たな事業׆ಈのଅਐにؔする法཯に基ͮき、中খا

業者が҆৺してܦӦ相ஊ౳を受けΒれるように、ઐ໳త஌ࣝ΍࣮務ݧܦがҰఆϨϕϧҎ্の者と
してࠃがೝఆしたۚ༥ؔػ、税ཧ࢜、ެ ೝձ࢜ܭ、ห࢜ޢ౳のことです。શࠃで໿2�
000のܦӦֵ
৽౳ࢧԉؔػがೝఆされて͓りʢฏ੒2�年3݄31日࣌఺ʣ、中খا業ிのϗʔϜϖʔδにてೝఆを
受けたؔػのҰཡをެදしています。
ʢhttp://www.chusho.meti.go.jp/Leiei/LaLushiO/OiOtei/iOdeY.htmʣ

ର৅となる業छ

ʲ໰ 　r঎業・αʔϏス業・೶ྛਫ࢈業活ੑ化税੍で͸対象ͱͳる業छがܾΊらΕて͍·͢が、͜ の業छ͸会
社のओ業（ʮओͨる事業ʯ）であるඞ要͸あり·͢かɻ

ʲ౴ 　r「ओたる事業」でない場合で΋適用Մೳです。例͑ば、ෳ਺の事業をӦΉձࣾが税制のର৅となる
ઃඋをಋೖし、「ओたる事業」とはผの事業ʢ「ैたる事業」ʣのためにそのઃඋを࢖用する場合に͓
いて、その「ैたる事業」が税制のର৅業छに֘౰していれば適用を受けΒれます。
また、「ओたる事業」と「ैたる事業」の྆ํにそのઃඋを࢖用する場合に͓いて΋、そのઃඋを࢖
用する事業のいͣれかが税制のର৅業छに֘౰していれば、適用を受けることがՄೳです。

ઃඋのಋೖとΞυόΠεのλΠϛϯάについて

ʲ໰ 　rຊ税੍の適用をड͚るͨΊに͸、ઃඋのಋೖ前に、ΞυόΠスをड͚ͨ ͱ͜を໌らかに͢る書類のަ
付をΞυόΠスؔػからड͚て͓かͳ͚Ε͹ͳらͳ͍ので͢かɻ

ʲ౴ 　rΞυόΠεؔػかΒのΞυόΠεはઃඋのಋೖ前に受けて͓ ඞ͘ཁがありますが、ΞυόΠεを受
けたことを໌Βかにする書ྨのަ෇はઃඋのಋೖޙであͬて΋かまいません。
な͓、ຊ税制の適用を受けるためには、ॴಘ税ຢは法人税の֬ఆਃࠂ書にΞυόΠεを受けたこと
を໌Βかにする書ྨのࣸしをఴ෇するඞཁがあります。

ຊ੫੍が適用Ͱ る͖͔Ͳ͏ ͔の֬ೝ

ʲ໰ 　rಋೖをݕ౼͠て͍るઃඋがຊ税੍の対象にͳるઃඋかͲうか、·ͨ、ࢦ定事業に֘౰͠て͍るかͲう
か確認͍ͨ͠ので͢がɻ

ʲ౴ 　rຊ税制の適用にあたͬての࣭ޚ໰は、税ཧ࢜、ೝఆܦӦֵ৽౳ࢧԉؔػ౳ຢはد࠷りの税務署౳
に͓໰合せԼさい。

よ͘ ͋る࣭໰ͱͦのճ౴

঎業・αʔϏε業・೶ྛਫ࢈業ੑ׆Խ税制

Q1

Q2

Q3

8 গֹ減Ձঈ࢈ࢿ٫の特例
～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～～̏̌ ສԁະຬの࢈ࢿ͸ଈ࣌にશֹܦ費にͰ͖ます～

　͜の੍౓͸、ʮதখا業者౳のগֹ減Ձঈ࢈ࢿ٫のऔಘՁֹのଛۚࢉೖのಛྫʯͱ͍͍·͢ɻ

制度の概要

　औಘՁֹが 30 ສԁະຬのݮՁঈ࢈ࢿ٫をฏ੒ 30 年݄̏ 31 日までの間にऔಘ౳して、事業の用
にڙした場合に適用となります。ʢ合ܭ 300ສԁまでʣ

適用期間

　੨৭ਃࠂ書を提出する中খا業者౳ʢ12ϖʔδࢀরʣ
（஫）தখا業者等でも、ৗ࢖࣌用するै業һの਺が�
���人を超える法人は、対象になりまͤΜ。

適用ର৅者

ʻݸਓ事業ओʼ　
　੨৭申告ܾ算ॻの「減Ձঈ٫費の計算」の「ఠ要」ཝに「ા法 ��の２」と記ࡌすること

ʻதখ๏ਓʼ
　法人税の֬定申告ॻに「ผද（গ額減Ձঈ٫資産の取ಘՁ額のଛۚ算入の特ྫにؔする໌ࡉॻ）」と「適
用額໌ࡉॻ」をఴ付すること

ʻগֹの減Ձঈ࢈ࢿ٫のऔѻ͍ʼ

適用खଓ

औಘՁֹ 10ສԁະຬ 20ສԁະຬ �0ສԁະຬ
˞中小企業ऀ౳のΈ

必要経අ、ଛۚ΁のࢉೖ 全ֹଛۚࢉೖ ̏೥ؒۉ等ঈ٫ 全ֹଛۚࢉೖ
౓ֹݶ ʵ ʵ 合ܭ ���ສԁҎ下

ฏ੒��೥度税制վਖ਼Ͱվਖ਼

　ฏ੒2�年度税制改ਖ਼で、ৗ࢖࣌用するै業һの਺が1
000人を௒ る͑法人が適用ର
৅かΒ除֎され、適用期間が̎年Ԇ長されました。

CHECK!!

͜の੫੍͸どΜͳ࢈ࢿ
ʹͰ΋͑࢖るの？

ցͰ΋ύιίϯͰ΋ιϑτػ
΢ΤΞͰ΋ԿͰ΋0,Αʂ

தݹ඼Ͱ΋େৎ෉ɻͰ΋、͜の੫੍
のର৅ͱͳっͨঈ࢈ࢿ٫͸、ঈࢿ٫
੫のର৅ʹ͸ͳるのͰ஫ҙ͠てͶɻ࢈

தݹ඼Ͱ΋͍͍の？தখۀا౤
ଅਐ੫੍͸৽඼͠かμϝͱฉࢿ
͍ͨ͜ͱが͋るΜ͚ͩどʜ

　தখا業͸、औಘՁֹが��ສԁ未ຬの減Ձঈ࢈ࢿ٫（গֹ減Ձঈ࢈ࢿ٫）であΕ͹、ଈ
にͦのશֹを経අͱ࣌͠ てࢉೖ͢る͜ ͱができ·͢ɻ

ે税特ผાஔ法ୈ��৚の２（தখ事業者のগ額減Ձঈ٫資産の取ಘՁ額の必要ܦ費算入の特ྫ）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の５（தখا業者等のগ額減Ձঈ٫資産の取ಘՁ額のଛۚ算入の特ྫ）̡法人税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の���の２（தখ࿈݁法人のগ額減Ձঈ٫資産の取ಘՁ額のଛۚ算入の特ྫ）̡࿈݁法人ʳ
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Q4

ೝఆܦӦֵ৽等ࢧԉؔػと͸

ʲ໰ 　r認定経営ֵ৽౳ࢧԉؔػͱ͸Կで͢かɻ
ʲ౴ 　rೝఆܦӦֵ৽౳ࢧԉؔػとは、中খا業の৽たな事業׆ಈのଅਐにؔする法཯に基ͮき、中খا

業者が҆৺してܦӦ相ஊ౳を受けΒれるように、ઐ໳త஌ࣝ΍࣮務ݧܦがҰఆϨϕϧҎ্の者と
してࠃがೝఆしたۚ༥ؔػ、税ཧ࢜、ެ ೝձ࢜ܭ、ห࢜ޢ౳のことです。શࠃで໿2�
000のܦӦֵ
৽౳ࢧԉؔػがೝఆされて͓りʢฏ੒2�年3݄31日࣌఺ʣ、中খا業ிのϗʔϜϖʔδにてೝఆを
受けたؔػのҰཡをެදしています。
ʢhttp://www.chusho.meti.go.jp/Leiei/LaLushiO/OiOtei/iOdeY.htmʣ

ର৅となる業छ

ʲ໰ 　r঎業・αʔϏス業・೶ྛਫ࢈業活ੑ化税੍で͸対象ͱͳる業छがܾΊらΕて͍·͢が、͜ の業छ͸会
社のओ業（ʮओͨる事業ʯ）であるඞ要͸あり·͢かɻ

ʲ౴ 　r「ओたる事業」でない場合で΋適用Մೳです。例͑ば、ෳ਺の事業をӦΉձࣾが税制のର৅となる
ઃඋをಋೖし、「ओたる事業」とはผの事業ʢ「ैたる事業」ʣのためにそのઃඋを࢖用する場合に͓
いて、その「ैたる事業」が税制のର৅業छに֘౰していれば適用を受けΒれます。
また、「ओたる事業」と「ैたる事業」の྆ํにそのઃඋを࢖用する場合に͓いて΋、そのઃඋを࢖
用する事業のいͣれかが税制のର৅業छに֘౰していれば、適用を受けることがՄೳです。

ઃඋのಋೖとΞυόΠεのλΠϛϯάについて

ʲ໰ 　rຊ税੍の適用をड͚るͨΊに͸、ઃඋのಋೖ前に、ΞυόΠスをड͚ͨ ͱ͜を໌らかに͢る書類のަ
付をΞυόΠスؔػからड͚て͓かͳ͚Ε͹ͳらͳ͍ので͢かɻ

ʲ౴ 　rΞυόΠεؔػかΒのΞυόΠεはઃඋのಋೖ前に受けて͓ ඞ͘ཁがありますが、ΞυόΠεを受
けたことを໌Βかにする書ྨのަ෇はઃඋのಋೖޙであͬて΋かまいません。
な͓、ຊ税制の適用を受けるためには、ॴಘ税ຢは法人税の֬ఆਃࠂ書にΞυόΠεを受けたこと
を໌Βかにする書ྨのࣸしをఴ෇するඞཁがあります。

ຊ੫੍が適用Ͱ る͖͔Ͳ͏ ͔の֬ೝ

ʲ໰ 　rಋೖをݕ౼͠て͍るઃඋがຊ税੍の対象にͳるઃඋかͲうか、·ͨ、ࢦ定事業に֘౰͠て͍るかͲう
か確認͍ͨ͠ので͢がɻ

ʲ౴ 　rຊ税制の適用にあたͬての࣭ޚ໰は、税ཧ࢜、ೝఆܦӦֵ৽౳ࢧԉؔػ౳ຢはد࠷りの税務署౳
に͓໰合せԼさい。

よ͘ ͋る࣭໰ͱͦのճ౴

Q1

Q2

Q3

8 গֹ減Ձঈ࢈ࢿ٫の特例
～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～～̏̌ ສԁະຬの࢈ࢿ͸ଈ࣌にશֹܦ費にͰ͖ます～

　͜の੍౓͸、ʮதখا業者౳のগֹ減Ձঈ࢈ࢿ٫のऔಘՁֹのଛۚࢉೖのಛྫʯͱ͍͍·͢ɻ

制度の概要

　औಘՁֹが 30 ສԁະຬのݮՁঈ࢈ࢿ٫をฏ੒ 30 年݄̏ 31 日までの間にऔಘ౳して、事業の用
にڙした場合に適用となります。ʢ合ܭ 300ສԁまでʣ

適用期間

　੨৭ਃࠂ書を提出する中খا業者౳ʢ12ϖʔδࢀরʣ
（஫）தখا業者等でも、ৗ࢖࣌用するै業һの਺が�
���人を超える法人は、対象になりまͤΜ。

適用ର৅者

ʻݸਓ事業ओʼ　
　੨৭申告ܾ算ॻの「減Ձঈ٫費の計算」の「ఠ要」ཝに「ા法 ��の２」と記ࡌすること

ʻதখ๏ਓʼ
　法人税の֬定申告ॻに「ผද（গ額減Ձঈ٫資産の取ಘՁ額のଛۚ算入の特ྫにؔする໌ࡉॻ）」と「適
用額໌ࡉॻ」をఴ付すること

ʻগֹの減Ձঈ࢈ࢿ٫のऔѻ͍ʼ

適用खଓ

औಘՁֹ 10ສԁະຬ 20ສԁະຬ �0ສԁະຬ
˞中小企業ऀ౳のΈ

必要経අ、ଛۚ΁のࢉೖ 全ֹଛۚࢉೖ ̏೥ؒۉ等ঈ٫ 全ֹଛۚࢉೖ
౓ֹݶ ʵ ʵ 合ܭ ���ສԁҎ下

ฏ੒��೥度税制վਖ਼Ͱվਖ਼

　ฏ੒2�年度税制改ਖ਼で、ৗ࢖࣌用するै業һの਺が1
000人を௒ る͑法人が適用ର
৅かΒ除֎され、適用期間が̎年Ԇ長されました。

CHECK!!

͜の੫੍͸どΜͳ࢈ࢿ
ʹͰ΋͑࢖るの？

ցͰ΋ύιίϯͰ΋ιϑτػ
΢ΤΞͰ΋ԿͰ΋0,Αʂ

தݹ඼Ͱ΋େৎ෉ɻͰ΋、͜の੫੍
のର৅ͱͳっͨঈ࢈ࢿ٫͸、ঈࢿ٫
੫のର৅ʹ͸ͳるのͰ஫ҙ͠てͶɻ࢈

தݹ඼Ͱ΋͍͍の？தখۀا౤
ଅਐ੫੍͸৽඼͠かμϝͱฉࢿ
͍ͨ͜ͱが͋るΜ͚ͩどʜ

　தখا業͸、औಘՁֹが��ສԁ未ຬの減Ձঈ࢈ࢿ٫（গֹ減Ձঈ࢈ࢿ٫）であΕ͹、ଈ
にͦのશֹを経අͱ࣌͠ てࢉೖ͢る͜ ͱができ·͢ɻ

ે税特ผાஔ法ୈ��৚の２（தখ事業者のগ額減Ձঈ٫資産の取ಘՁ額の必要ܦ費算入の特ྫ）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の５（தখا業者等のগ額減Ձঈ٫資産の取ಘՁ額のଛۚ算入の特ྫ）̡法人税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の���の２（தখ࿈݁法人のগ額減Ձঈ٫資産の取ಘՁ額のଛۚ算入の特ྫ）̡࿈݁法人ʳ
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　தখا業者౳が、লΤω・௿୸素ઃඋ౳をಋೖͨ͠場合、ಛผঈ٫ຢ͸税ֹ控除が認Ί
らΕ·͢ɻ

ଅਐࢿ࿈౤ؔڥ؀
税制（άϦʔϯ౤ࢿ減税）

ಛผঈ٫  
�0ˋ

税ֹ߇আ  
̓ˋ  

 

１೥Ҏ಺に、国಺に͋Δ
業ओຢ͸๏ਓのࣄਓݸ
すΔڙ業の用にࣄ

ظఆࢦ ɿؒฏ成�0೥３݄�1೔までに、
औಘ、੡作、ݐઃすΔ。

ʻ対象ઃඋʼ

ʢ˞ʣ中小企業ऀ等のΈ

～ԉしますࢧをࢿ౤͚ͨ޲ੜՄೳΤωϧΪʔのಋೖ΍লΤωਪਐに࠶～

　ຊ੍౓͸、ΤωルΪ一ڥ؀負ՙ௿減ਪਐઃඋ౳（࣍ϖʔδࢀর）をऔಘ౳͠、ࠃ಺にあるͦのا業
の事業の用にͨ͠ڙ場合、தখا業者౳に͍ͭて͸औಘՁֹの���のಛผঈ٫ຢ͸��の税ֹ控
除のબ୒適用ができるもので͢ɻ
（஫１）税額控除額はその事業年度の法人税額ຢはॴಘ税額の��ˋまでが上ݶとなります。なお、税額控除のݶ度額を
　　超えるۚ額については、ཌ事業年度に܁りӽすことができます。

（஫２）特ผঈ٫については、ݶ度額までঈ٫費を計上しなかった場合、そのঈ٫ෆ଍額を、ཌ事業年度に܁りӽすことが
　　できます。

（஫３）෩ྗൃిઃඋのଈ࣌ঈ٫は平成��年３月��日でऴྃしました。
（஫̐）ϓϥάΠϯϋΠϒϦουࣗಈं、ΤωϧΪʔճੜܕϋΠϒϦουࣗಈं、ి ಈंについては、特ผঈ٫のみ適ࣗؾ
　　用可ೳです。

制度の概要

ɾ適用期間は、ฏ੒ 30年݄̏31日までです。
ɾࢦఆ期間಺に、ΤωϧΪʔڥ؀ෛՙ௿ݮਪਐઃඋ౳をऔಘ౳し、それかΒ̍年Ҏ಺に、ࠃ಺にあ
る個人事業ओຢは法人の事業の用にڙするඞཁがあります。

適用期間

　੨৭ਃࠂ書を提出する個人事業ओຢは法人ʢ中খا業にݶΒれません。ʣ

　※税額控除はதখا業者等（��ϖʔδ参照）のみ適用されます。

適用ର৅者

 
 
 

　ຊ制度のର৅ઃඋは、ΤωϧΪʔར用の໨తによりҎԼの̎つの۠෼ʢผදʣに෼けΒれています。
۠෼により税務ਃࠂのॲཧのํ法がҟなります。

ର৅ઃඋ

ʻݸਓ事業ओʼ
・特ผঈ٫の場合、੨৭申告ܾ算ॻの「減Ձঈ٫費の計算」の「⣉ׂ૿（特ผ）ঈ٫費」のཝに特ผ
ঈ٫費の額を、「ఠ要」のཝに特ྫ໊（ྫɿ「ા法 ��の �」）を記入すること

・税額控除の場合、「ΤωϧΪʔڥ؀ෛՙ௿減ਪਐઃඋをॴಘした場合のॴಘ税額の特ผ控除にؔする
�ॻ」を֬定申告ॻにఴ付することࡉ໌

ʻ๏ਓʼ
・特ผঈ٫の場合、法人税の֬定申告ॻに「特ผঈ٫の付ද（ΤωϧΪʔڥ؀ෛՙ௿減ਪਐઃඋ等の特ผ
ঈ٫のঈݶ٫度額の計算にؔする付ද）」と「適用額໌ࡉॻ」をఴ付すること

・税額控除の場合、法人税の֬定申告ॻに「ผද（ΤωϧΪʔڥ؀ෛՙ௿減ਪਐઃඋ等を取ಘした場合の
法人税額の特ผ控除にؔする໌ࡉॻ）」と「適用額໌ࡉॻ」をఴ付すること

適用खଓ

ମのิॿۚ౳を΋ͬஂڞຢは地ํެࠃ　 てऔಘ౳した΋のは、ର৅֎となります。
CHECK!!

の区෼࢈ࢿ ΤωルΪーڥ؀ෛՙ௿ݮઃඋ౳ උ　ߟ

ʲผද１ʳ
৽ΤωϧΪーར用設උ等

ᶃଠཅޫൃ電設උ
ᶄ෩ྗൃ電設උ
ᶅ中小ਫྗൃ電設උ
ᶆ஍೤ൃ電設උ
ᶇ下ਫ೤ར用設උ
ᶈόΠΦϚεར用૷置

そのまま税務申ࠂする。

ʲผද２ʳ
ೋࢎԽ୸ૉഉ出཈制設උ等

ର৅設උがάϦーン౤ݮࢿ税設උのಉ等か
それҎ্である͜とをূ໌する制౓をごར
用いただけます。

ᶃίンόΠンυαΠΫϧൃ電ΨελーϏン
ᶄϓϥάΠンϋΠϒϦッυ自ಈं
ᶅΤωϧΪーճੜܕϋΠϒϦッυ自ಈं
ᶆ電ؾ自ಈं

ฏ੒��೥度税制վਖ਼Ͱվਖ਼

ે税特ผાஔ法ୈ��৚の２（ΤωϧΪʔڥ؀ෛՙ௿減ਪਐઃඋ等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢはॴಘ税額の特ผ控除）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の５（ΤωϧΪʔڥ؀ෛՙ௿減ਪਐઃඋ等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡法人税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の��（ΤωϧΪʔڥ؀ෛՙ௿減ਪਐઃඋ等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡࿈݁法人ʳ
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　தখا業者౳が、লΤω・௿୸素ઃඋ౳をಋೖͨ͠場合、ಛผঈ٫ຢ͸税ֹ控除が認Ί
らΕ·͢ɻ

ଅਐࢿ࿈౤ؔڥ؀
税制（άϦʔϯ౤ࢿ減税）

ಛผঈ٫  
�0ˋ

税ֹ߇আ  
̓ˋ  

 

１೥Ҏ಺に、国಺に͋Δ
業ओຢ͸๏ਓのࣄਓݸ
すΔڙ業の用にࣄ

ظఆࢦ ɿؒฏ成�0೥３݄�1೔までに、
औಘ、੡作、ݐઃすΔ。

ʻ対象ઃඋʼ

ʢ˞ʣ中小企業ऀ等のΈ

～ԉしますࢧをࢿ౤͚ͨ޲ੜՄೳΤωϧΪʔのಋೖ΍লΤωਪਐに࠶～

　ຊ੍౓͸、ΤωルΪ一ڥ؀負ՙ௿減ਪਐઃඋ౳（࣍ϖʔδࢀর）をऔಘ౳͠、ࠃ಺にあるͦのا業
の事業の用にͨ͠ڙ場合、தখا業者౳に͍ͭて͸औಘՁֹの���のಛผঈ٫ຢ͸��の税ֹ控
除のબ୒適用ができるもので͢ɻ
（஫１）税額控除額はその事業年度の法人税額ຢはॴಘ税額の��ˋまでが上ݶとなります。なお、税額控除のݶ度額を
　　超えるۚ額については、ཌ事業年度に܁りӽすことができます。

（஫２）特ผঈ٫については、ݶ度額までঈ٫費を計上しなかった場合、そのঈ٫ෆ଍額を、ཌ事業年度に܁りӽすことが
　　できます。

（஫３）෩ྗൃిઃඋのଈ࣌ঈ٫は平成��年３月��日でऴྃしました。
（஫̐）ϓϥάΠϯϋΠϒϦουࣗಈं、ΤωϧΪʔճੜܕϋΠϒϦουࣗಈं、ి ಈंについては、特ผঈ٫のみ適ࣗؾ
　　用可ೳです。

制度の概要

ɾ適用期間は、ฏ੒ 30年݄̏31日までです。
ɾࢦఆ期間಺に、ΤωϧΪʔڥ؀ෛՙ௿ݮਪਐઃඋ౳をऔಘ౳し、それかΒ̍年Ҏ಺に、ࠃ಺にあ
る個人事業ओຢは法人の事業の用にڙするඞཁがあります。

適用期間

　੨৭ਃࠂ書を提出する個人事業ओຢは法人ʢ中খا業にݶΒれません。ʣ

　※税額控除はதখا業者等（��ϖʔδ参照）のみ適用されます。

適用ର৅者

 
 
 

　ຊ制度のର৅ઃඋは、ΤωϧΪʔར用の໨తによりҎԼの̎つの۠෼ʢผදʣに෼けΒれています。
۠෼により税務ਃࠂのॲཧのํ法がҟなります。

ର৅ઃඋ

ʻݸਓ事業ओʼ
・特ผঈ٫の場合、੨৭申告ܾ算ॻの「減Ձঈ٫費の計算」の「⣉ׂ૿（特ผ）ঈ٫費」のཝに特ผ
ঈ٫費の額を、「ఠ要」のཝに特ྫ໊（ྫɿ「ા法 ��の �」）を記入すること

・税額控除の場合、「ΤωϧΪʔڥ؀ෛՙ௿減ਪਐઃඋをॴಘした場合のॴಘ税額の特ผ控除にؔする
�ॻ」を֬定申告ॻにఴ付することࡉ໌

ʻ๏ਓʼ
・特ผঈ٫の場合、法人税の֬定申告ॻに「特ผঈ٫の付ද（ΤωϧΪʔڥ؀ෛՙ௿減ਪਐઃඋ等の特ผ
ঈ٫のঈݶ٫度額の計算にؔする付ද）」と「適用額໌ࡉॻ」をఴ付すること

・税額控除の場合、法人税の֬定申告ॻに「ผද（ΤωϧΪʔڥ؀ෛՙ௿減ਪਐઃඋ等を取ಘした場合の
法人税額の特ผ控除にؔする໌ࡉॻ）」と「適用額໌ࡉॻ」をఴ付すること

適用खଓ

ମのิॿۚ౳を΋ͬஂڞຢは地ํެࠃ　 てऔಘ౳した΋のは、ର৅֎となります。
CHECK!!

の区෼࢈ࢿ ΤωルΪーڥ؀ෛՙ௿ݮઃඋ౳ උ　ߟ

ʲผද１ʳ
৽ΤωϧΪーར用設උ等

ᶃଠཅޫൃ電設උ
ᶄ෩ྗൃ電設උ
ᶅ中小ਫྗൃ電設උ
ᶆ஍೤ൃ電設උ
ᶇ下ਫ೤ར用設උ
ᶈόΠΦϚεར用૷置

そのまま税務申ࠂする。

ʲผද２ʳ
ೋࢎԽ୸ૉഉ出཈制設උ等

ର৅設උがάϦーン౤ݮࢿ税設උのಉ等か
それҎ্である͜とをূ໌する制౓をごར
用いただけます。

ᶃίンόΠンυαΠΫϧൃ電ΨελーϏン
ᶄϓϥάΠンϋΠϒϦッυ自ಈं
ᶅΤωϧΪーճੜܕϋΠϒϦッυ自ಈं
ᶆ電ؾ自ಈं

ฏ੒��೥度税制վਖ਼Ͱվਖ਼

ે税特ผાஔ法ୈ��৚の２（ΤωϧΪʔڥ؀ෛՙ௿減ਪਐઃඋ等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢはॴಘ税額の特ผ控除）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の５（ΤωϧΪʔڥ؀ෛՙ௿減ਪਐઃඋ等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡法人税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の��（ΤωϧΪʔڥ؀ෛՙ௿減ਪਐઃඋ等を取ಘした場合の特ผঈ٫ຢは法人税額の特ผ控除）̡࿈݁法人ʳ
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10 税の特例ાஔ࢈ࢿ定ݻ
　தখا業が৽ͨにػց૷ஔをಋೖͨ͠場合、ݻ定࢈ࢿ税が３年ؒにΘͨって２෼の１
に軽減͞Ε·͢ɻ

～税が軽減されます࢈ࢿ定ݻց૷ஔをಋೖしͨ৔߹ɺػ～

制度の概要

11
　தখا業者౳の֤事業年౓に͓͍て、ଛۚにࢉೖ͞Εるڀݚݧࢼඅのֹがある場合に
͸、ڀݚݧࢼඅのֹの一定割合に͍ͭて税ֹ控除が認ΊらΕ·͢ɻ

～除する͜ͱがͰ͖ます߇費のҰ定ׂ߹を税ֹڀݚݧࢼ～

費の額ڀݚݧࢼ・
　੡඼の੡଄ຢはٕज़のվྑ、ߟҊएしくはൃ໌に܎るڀݚݧࢼのために要する原ࡐ
ྉ費、人件費（ઐ໳త஌ࣝをもってڀݚݧࢼの業務にઐらै事する者に܎る費用にݶり
ます※�）、ҕୗ費、ܦ費等の額をいいます。
　ただし、ڀݚݧࢼ費にॆてるためにଞの者から支払を受けるۚ額（ྫえ͹受ୗݧࢼ
。費の額となりますڀݚݧࢼ費等）がある場合は、そのۚ額を控除したۚ額がڀݚ

අの૯ֹの１２ˋを税ֹ控除できるڀݚݧࢼ　 ͱ͜（ᶃ૯ֹܕ（தখا業ٕज़ج൫ڧ化税੍））に
Ճ͑、ಛผڀݚݧࢼඅ（ࠃのػڀݚݧࢼ ・ؔେ ・ֶͦ のଞの者ͱのڞಉڀݚに要͢る経අ౳、ࠃのࢼ
ػڀݚݧ ・ؔେ ・ֶதখا業者౳へのҕୗڀݚに要͢る経අ౳ٴͼதখا業者に対͠てࢧ෷う஌
తݖ࢈ࡒの࢖用ྉ）に͍ͭて͸、ᶄಛผڀݚݧࢼඅ税ֹ控除੍౓（ΦʔϓϯΠϊϕʔγϣϯܕ）ͱ͠
て２̌ˋຢ͸３̌ˋを税ֹ控除でき·͢ɻ·ͨ、要件をຬͨͤ͹ʮ্৐ͤાஔʯͱ͠ て、͞ らにᶅ૿
Ճܕ、ᶆߴਫ४ܕの͍ずΕかをબ୒ て͠税ֹ控除でき·͢ɻৄࡉ͸ҎԼのදのͱ͓りで͢ɻ

制度の概要

தখا業ٕज़ج൫ڧԽ税制
（։ൃ税制ڀݚ）

ાஔの಺༰

税ֹ߇আ཰

税ֹ߇আ
ର৅

税ֹ߇আ
౓ݶ

ᶃ૯ֹܕ ᶄΦーϓンΠϊϕー
γϣンܕ ᶅ૿Ճܕ ᶆߴਫ४ܕ

අのֹがڀݚݧࢼ
ある場合

ಛผڀݚݧࢼඅ˞�の
ֹがある場合

අの૿Ճֹがڀݚݧࢼ
̑ˋを௒える場合˞�・˞ �

౰ظ法ਓ税ֹの
２̑ ˋ相౰ֹ

౰ظ法ਓ税ֹの
̑ˋ相౰ֹ

౰ظ法ਓ税ֹの
１̌ ˋ相౰ֹ

౰ظ法ਓ税ֹの
１̌ ˋ相౰ֹ

ۉඅのֹが、ฏڀݚݧࢼ
ച্ֹۚ˞�の１̌ ˋ相
౰ֹを௒える場合

අの૯ֹڀݚݧࢼ ಛผڀݚݧࢼඅ අの૿Ճֹڀݚݧࢼ

１２ˋ ２̌ ˋ又は̏̌ ˋ˞� ̑ʙ̏̌ ˋ˞� ௒ա税ֹ߇আׂ合˞�

ฏۉച্ֹۚの１̌ ˋ
相౰ֹにରするݧࢼ
අの௒աֹڀݚ
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　தখا業౳経営ڧ化๏にͮجきதখا業が࡞成͢るʮ経営力ܭ্޲ըʯに͞ࡌهΕͨػց૷ஔ
をಋೖͨ͠場合、３年౓෼のݻ定࢈ࢿ税が２෼の１に軽減͞Ε·͢ɻ

　中খا業౳ܦӦڧԽ法のࢪ行日かΒฏ੒ 30年度຤までにऔಘしたػց૷ஔがର৅

（஫）ࢪ行日は平成��年̐月１日࣌఺でະ定です。

適用期間

　中খا業者౳ʢ12ϖʔδࢀরʣ

適用ର৅者

　ฏ੒ 2�年݄̐̍日࣌఺ではະఆです。中খا業౳ܦӦڧԽ法の੒ཱޙ、中খا業ி)1౳でޚ
Ҋ಺கします。

適用खଓ

。ց૷ஔがର৅ですػのཁ݅をຬたす࣍　

ʢ̍ʣ中খا業౳ܦӦڧԽ法に基ͮき中খا業者౳が࡞੒する「ܦӦ力ܭ্޲ը」ʢ˞̍ʣにࡌهさ
れたܦӦ力্޲ઃඋ౳ʢ˞̎ʣ
。はओ務େਉのೝ定を受ける「上計ը޲営ྗܦ」　１※
ͼ②等を満たすものٴ上ઃඋ等とは、以下のᶃ޲営ྗܦ　２※
ᶃچϞσϧとൺ΂て年平１ۉˋ以上ੜ産 （ੑ୯Ґ࣌間当たりのੜ産ྔ、ਫ਼度、ΤωϧΪʔޮ率等）を޲上さͤ
るもの

②取ಘする年度から��年以内にൢ売が開始されたもの（৽඼）

ʢ̎ʣऔಘՁֹが୯඼ 160ສԁҎ্の΋の

ର৅ઃඋ

経営力ܭ্޲ըͱ͸、
ҭ੒、ઃࡐ度Խ、人ߴ務؅ཧのࡒ用した׆௚し、*5をݟ٬σʔλの෼ੳを௨͡た঎඼ɾαʔϏεのސ
උ౤ࢿ౳によりܦӦ力を্޲して࣮ࢪする事業ܭըʢ「ܦӦ力ܭ্޲ը」ʣのこと。
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ે税特ผાஔ法ୈ��৚（ڀݚݧࢼを行った場合のॴಘ税額の特ผ控除）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の 法人税ʳ̡（を行った場合の法人税額の特ผ控除ڀݚݧࢼ̐）
　　　　　　　ୈ��৚の ࿈݁法人ʳ̡（を行った場合の法人税額の特ผ控除ڀݚݧࢼ̕）
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10 税の特例ાஔ࢈ࢿ定ݻ
　தখا業が৽ͨにػց૷ஔをಋೖͨ͠場合、ݻ定࢈ࢿ税が３年ؒにΘͨって２෼の１
に軽減͞Ε·͢ɻ

～税が軽減されます࢈ࢿ定ݻց૷ஔをಋೖしͨ৔߹ɺػ～

制度の概要

11
　தখا業者౳の֤事業年౓に͓͍て、ଛۚにࢉೖ͞Εるڀݚݧࢼඅのֹがある場合に
͸、ڀݚݧࢼඅのֹの一定割合に͍ͭて税ֹ控除が認ΊらΕ·͢ɻ

～除する͜ͱがͰ͖ます߇費のҰ定ׂ߹を税ֹڀݚݧࢼ～

費の額ڀݚݧࢼ・
　੡඼の੡଄ຢはٕज़のվྑ、ߟҊएしくはൃ໌に܎るڀݚݧࢼのために要する原ࡐ
ྉ費、人件費（ઐ໳త஌ࣝをもってڀݚݧࢼの業務にઐらै事する者に܎る費用にݶり
ます※�）、ҕୗ費、ܦ費等の額をいいます。
　ただし、ڀݚݧࢼ費にॆてるためにଞの者から支払を受けるۚ額（ྫえ͹受ୗݧࢼ
。費の額となりますڀݚݧࢼ費等）がある場合は、そのۚ額を控除したۚ額がڀݚ

අの૯ֹの１２ˋを税ֹ控除できるڀݚݧࢼ　 ͱ͜（ᶃ૯ֹܕ（தখا業ٕज़ج൫ڧ化税੍））に
Ճ͑、ಛผڀݚݧࢼඅ（ࠃのػڀݚݧࢼ ・ؔେ ・ֶͦ のଞの者ͱのڞಉڀݚに要͢る経අ౳、ࠃのࢼ
ػڀݚݧ ・ؔେ ・ֶதখا業者౳へのҕୗڀݚに要͢る経අ౳ٴͼதখا業者に対͠てࢧ෷う஌
తݖ࢈ࡒの࢖用ྉ）に͍ͭて͸、ᶄಛผڀݚݧࢼඅ税ֹ控除੍౓（ΦʔϓϯΠϊϕʔγϣϯܕ）ͱ͠
て２̌ˋຢ͸３̌ˋを税ֹ控除でき·͢ɻ·ͨ、要件をຬͨͤ͹ʮ্৐ͤાஔʯͱ͠ て、͞ らにᶅ૿
Ճܕ、ᶆߴਫ४ܕの͍ずΕかをબ୒ て͠税ֹ控除でき·͢ɻৄࡉ͸ҎԼのදのͱ͓りで͢ɻ

制度の概要

தখا業ٕज़ج൫ڧԽ税制
（։ൃ税制ڀݚ）

ાஔの಺༰

税ֹ߇আ཰

税ֹ߇আ
ର৅

税ֹ߇আ
౓ݶ

ᶃ૯ֹܕ ᶄΦーϓンΠϊϕー
γϣンܕ ᶅ૿Ճܕ ᶆߴਫ४ܕ

අのֹがڀݚݧࢼ
ある場合

ಛผڀݚݧࢼඅ˞�の
ֹがある場合

අの૿Ճֹがڀݚݧࢼ
̑ˋを௒える場合˞�・˞ �

౰ظ法ਓ税ֹの
２̑ ˋ相౰ֹ

౰ظ法ਓ税ֹの
̑ˋ相౰ֹ

౰ظ法ਓ税ֹの
１̌ ˋ相౰ֹ

౰ظ法ਓ税ֹの
１̌ ˋ相౰ֹ

ۉඅのֹが、ฏڀݚݧࢼ
ച্ֹۚ˞�の１̌ ˋ相
౰ֹを௒える場合

අの૯ֹڀݚݧࢼ ಛผڀݚݧࢼඅ අの૿Ճֹڀݚݧࢼ

１２ˋ ２̌ ˋ又は̏̌ ˋ˞� ̑ʙ̏̌ ˋ˞� ௒ա税ֹ߇আׂ合˞�

ฏۉച্ֹۚの１̌ ˋ
相౰ֹにରするݧࢼ
අの௒աֹڀݚ

બ୒
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　தখا業౳経営ڧ化๏にͮجきதখا業が࡞成͢るʮ経営力ܭ্޲ըʯに͞ࡌهΕͨػց૷ஔ
をಋೖͨ͠場合、３年౓෼のݻ定࢈ࢿ税が２෼の１に軽減͞Ε·͢ɻ

　中খا業౳ܦӦڧԽ法のࢪ行日かΒฏ੒ 30年度຤までにऔಘしたػց૷ஔがର৅

（஫）ࢪ行日は平成��年̐月１日࣌఺でະ定です。

適用期間

　中খا業者౳ʢ12ϖʔδࢀরʣ

適用ର৅者

　ฏ੒ 2�年݄̐̍日࣌఺ではະఆです。中খا業౳ܦӦڧԽ法の੒ཱޙ、中খا業ி)1౳でޚ
Ҋ಺கします。

適用खଓ

。ց૷ஔがର৅ですػのཁ݅をຬたす࣍　

ʢ̍ʣ中খا業౳ܦӦڧԽ法に基ͮき中খا業者౳が࡞੒する「ܦӦ力ܭ্޲ը」ʢ˞̍ʣにࡌهさ
れたܦӦ力্޲ઃඋ౳ʢ˞̎ʣ
。はओ務େਉのೝ定を受ける「上計ը޲営ྗܦ」　１※
ͼ②等を満たすものٴ上ઃඋ等とは、以下のᶃ޲営ྗܦ　２※
ᶃچϞσϧとൺ΂て年平１ۉˋ以上ੜ産 （ੑ୯Ґ࣌間当たりのੜ産ྔ、ਫ਼度、ΤωϧΪʔޮ率等）を޲上さͤ
るもの

②取ಘする年度から��年以内にൢ売が開始されたもの（৽඼）

ʢ̎ʣऔಘՁֹが୯඼ 160ສԁҎ্の΋の

ର৅ઃඋ

経営力ܭ্޲ըͱ͸、
ҭ੒、ઃࡐ度Խ、人ߴ務؅ཧのࡒ用した׆௚し、*5をݟ٬σʔλの෼ੳを௨͡た঎඼ɾαʔϏεのސ
උ౤ࢿ౳によりܦӦ力を্޲して࣮ࢪする事業ܭըʢ「ܦӦ力ܭ্޲ը」ʣのこと。

ฏ੒��೥度税制վਖ਼Ͱ૑ઃ
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ે税特ผાஔ法ୈ��৚（ڀݚݧࢼを行った場合のॴಘ税額の特ผ控除）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の 法人税ʳ̡（を行った場合の法人税額の特ผ控除ڀݚݧࢼ̐）
　　　　　　　ୈ��৚の ࿈݁法人ʳ̡（を行った場合の法人税額の特ผ控除ڀݚݧࢼ̕）
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தখا業ٕज़ج൫ڧԽ税制（ڀݚ։ൃ税制）

　ຊ税੍͸、平成２７年౓税੍վਖ਼で、ҎԼのͱ͓りվਖ਼ાஔが͡ߨらΕる ͱ͜ͱͳり·͠ ͨɻ（˞
平成２７年４月１日から適用）ɻͥͻ͜のػ会に、ຊ税੍の活用・ڀݚ։発අの૿Ճに͍ͭて͝ݕ
౼ͩ͘ ͍͞ɻ

制度վਖ਼の概要

ʲվਖ਼の಺༰ʳ

・૯ֹܕの控除্限のҾ্͛ٴͼٱ߃ાஔ化
　ฏ੒ 26 年度຤までのાஔでは૯ֹܕの߇除্ݶが 30ˋʢٱ߃ાஔ 20ˋʴݶ࣌ાஔ 10ˋʣで
したが、ฏ੒ 2� 年度かΒ૯ֹܕの߇除্ݶが 2�ˋととなり、ٱ߃ાஔとなりました。

・ΦʔϓϯΠϊϕʔγϣϯܕのผ࿮化
　ฏ੒ 26 年度຤までは૯ֹܕの中に特ผڀݚݧࢼ費税ֹ߇除制度ʢ߇除ֹは特ผڀݚݧࢼ費の
12ˋʣとして૊Έࠐまれて͓りましたが、ฏ੒ 2� 年度よりผ࿮Խされ、߇除཰は特ผڀݚݧࢼ費
の 20ˋຢは 。ાஔʣとなりましたٱ߃は法人税ֹの̑ˋʢݶ除্߇、ˋ30

・ಛผڀݚݧࢼඅの対象අ用౳の௥Ճ
　中খا業者にରしてࢧ෷う஌తݖ࢈ࡒの࢖用ྉを特ผڀݚݧࢼ費のର৅費用に௥Ճしています。
　また、ҕୗڀݚに͓けるҕୗઌのର৅として、ެӹ法人ɾ地ํެஂڞମのؔػɾ地ํಠ法౳を
௥Ճしています。

૯ֹܕ（தখا業ٕज़ج൫ڧ化税੍）、ΦʔϓϯΠϊϕʔγϣϯٴܕͼ্৐ͤ෦෼（૿Ճܕຢ͸ߴਫ
४ܕ）を合͠ࢉ、๏ਓ税ֹから控除ɻͨͩ͠、ͦ ΕͧΕ、๏ਓ税ֹの25ˋ、5ˋ、1�ˋが্限ɻ

બ୒ฏ੒��೥౓
·Ͱ

૿Ճܕ
අのڀݚݧࢼʹআֹ߇

૿Ճֹº�ʙ�0ˋ

ΦʔϓϯΠϊϕʔγϣϯܕ
�අの૯ֹº20�ຢ͸�0ڀݚݧࢼআֹʹಛผ߇

૯ֹܕʢதখا業ٕज़基൫ڧԽ੫੍ʣ
අの૯ֹº8ʙ10�　ʢ税๏্の中小企業͸一཯12�ʣڀݚݧࢼʹআֹ߇

ܕਫ準ߴ
আֹ߇ ʢ́ฏۉച্ֹۚの10ˋ

૬౰ֹにରすΔڀݚݧࢼඅの௒աֹʣ
º一ఆのׂ߹

๏ਓ税ֹの10�

๏ਓ税ֹの
̑ˋ

๏ਓ税ֹの
2��

͋Θͤて
๏ਓ税ֹの

�0�

ાஔٱ߃

ݶ্
　੨৭ਃࠂを提出する中খا業者౳ʢ12ϖʔδࢀরʣ

適用ର৅者

　この制度の適用を受けるためには、߇除を受けるֹۚを֬ఆਃࠂ書౳にࡌهするとと΋に、そのۚ
ֹのࢉܭにؔする໌ࡉ書をఴ෇してਃࠂするඞཁがあります。

適用खଓ

ᶃ૯ֹܕ
適用期ݶなし（ٱ߃ાஔ）

ᶄΦʔϓϯΠϊϕʔγϣϯܕ
適用期ݶなし（ٱ߃ાஔ）

ᶅ૿Ճܕ・ᶆߴਫ४ܕ
　平成２̔年度຤まで

適用期間

※１　人件費に܎る「ઐら」要件の税務上の取ѻいについては、国税ி)1を͝参ߟ下さい。
　　　国税ி63-��IUUQT���XXX�OUB�HP�KQ�TIJSBCFSV�[FJIP�LBJTIBLV�KPIP�[FJLBJTIBLV�IPKJO�����������IUN
※２　特ผڀݚݧࢼ費として計上した額については、தখا業ٕज़基൫ڧԽ税制・૯額ܕの控除の対象に
　　　なるڀݚݧࢼ費として計上することはできまͤΜ。
※３　େ ・ֶ特ผؔػڀݚ等とのڞಉ・ҕୗڀݚɿ３０�、そのଞɿ２０�　
ࢼ額（ൺֱۉ費の平ڀݚݧࢼ３事業年度のڈ費からաڀݚݧࢼ費の૿Ճ額は、当該年度のڀݚݧࢼ　̐※
。りの額とします࢒費）を控除したڀݚݧ　　　
※５　ຊ制度の適用を受けるには、当該年度のڀݚݧࢼ費の額が前２事業年度の͏ͪ もଟい事業年度の࠷
。を超えている必要があります（費ڀݚݧࢼ基準）費の額ڀݚݧࢼ　　　
（ˋ３０ݶただし、上）費の૿Ճしたׂ合ڀݚݧࢼ　６※
※７　平ۉ売上ۚ額とは、当該年度に前３年をՃえた計̐年間の平ۉ売上ۚ額とします。
※̔　超ա税額控除ׂ合とは、ڀݚݧࢼ費ׂ合から１０ˋを控除したׂ合に０ɽ２を乗じたׂ合とします。
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　ຊ税੍͸、平成２７年౓税੍վਖ਼で、ҎԼのͱ͓りվਖ਼ાஔが͡ߨらΕる ͱ͜ͱͳり·͠ ͨɻ（˞
平成２７年４月１日から適用）ɻͥͻ͜のػ会に、ຊ税੍の活用・ڀݚ։発අの૿Ճに͍ͭて͝ݕ
౼ͩ͘ ͍͞ɻ

制度վਖ਼の概要

ʲվਖ਼の಺༰ʳ

・૯ֹܕの控除্限のҾ্͛ٴͼٱ߃ાஔ化
　ฏ੒ 26 年度຤までのાஔでは૯ֹܕの߇除্ݶが 30ˋʢٱ߃ાஔ 20ˋʴݶ࣌ાஔ 10ˋʣで
したが、ฏ੒ 2� 年度かΒ૯ֹܕの߇除্ݶが 2�ˋととなり、ٱ߃ાஔとなりました。

・ΦʔϓϯΠϊϕʔγϣϯܕのผ࿮化
　ฏ੒ 26 年度຤までは૯ֹܕの中に特ผڀݚݧࢼ費税ֹ߇除制度ʢ߇除ֹは特ผڀݚݧࢼ費の
12ˋʣとして૊Έࠐまれて͓りましたが、ฏ੒ 2� 年度よりผ࿮Խされ、߇除཰は特ผڀݚݧࢼ費
の 20ˋຢは 。ાஔʣとなりましたٱ߃は法人税ֹの̑ˋʢݶ除্߇、ˋ30

・ಛผڀݚݧࢼඅの対象අ用౳の௥Ճ
　中খا業者にରしてࢧ෷う஌తݖ࢈ࡒの࢖用ྉを特ผڀݚݧࢼ費のର৅費用に௥Ճしています。
　また、ҕୗڀݚに͓けるҕୗઌのର৅として、ެӹ法人ɾ地ํެஂڞମのؔػɾ地ํಠ法౳を
௥Ճしています。

૯ֹܕ（தখا業ٕज़ج൫ڧ化税੍）、ΦʔϓϯΠϊϕʔγϣϯٴܕͼ্৐ͤ෦෼（૿Ճܕຢ͸ߴਫ
४ܕ）を合͠ࢉ、๏ਓ税ֹから控除ɻͨͩ͠、ͦ ΕͧΕ、๏ਓ税ֹの25ˋ、5ˋ、1�ˋが্限ɻ

બ୒ฏ੒��೥౓
·Ͱ

૿Ճܕ
අのڀݚݧࢼʹআֹ߇

૿Ճֹº�ʙ�0ˋ

ΦʔϓϯΠϊϕʔγϣϯܕ
�අの૯ֹº20�ຢ͸�0ڀݚݧࢼআֹʹಛผ߇

૯ֹܕʢதখا業ٕज़基൫ڧԽ੫੍ʣ
අの૯ֹº8ʙ10�　ʢ税๏্の中小企業͸一཯12�ʣڀݚݧࢼʹআֹ߇

ܕਫ準ߴ
আֹ߇ ʢ́ฏۉച্ֹۚの10ˋ

૬౰ֹにରすΔڀݚݧࢼඅの௒աֹʣ
º一ఆのׂ߹

๏ਓ税ֹの10�

๏ਓ税ֹの
̑ˋ

๏ਓ税ֹの
2��

͋Θͤて
๏ਓ税ֹの

�0�

ાஔٱ߃

ݶ্
　੨৭ਃࠂを提出する中খا業者౳ʢ12ϖʔδࢀরʣ

適用ର৅者

　この制度の適用を受けるためには、߇除を受けるֹۚを֬ఆਃࠂ書౳にࡌهするとと΋に、そのۚ
ֹのࢉܭにؔする໌ࡉ書をఴ෇してਃࠂするඞཁがあります。

適用खଓ

ᶃ૯ֹܕ
適用期ݶなし（ٱ߃ાஔ）

ᶄΦʔϓϯΠϊϕʔγϣϯܕ
適用期ݶなし（ٱ߃ાஔ）

ᶅ૿Ճܕ・ᶆߴਫ४ܕ
　平成２̔年度຤まで

適用期間

※１　人件費に܎る「ઐら」要件の税務上の取ѻいについては、国税ி)1を͝参ߟ下さい。
　　　国税ி63-��IUUQT���XXX�OUB�HP�KQ�TIJSBCFSV�[FJIP�LBJTIBLV�KPIP�[FJLBJTIBLV�IPKJO�����������IUN
※２　特ผڀݚݧࢼ費として計上した額については、தখا業ٕज़基൫ڧԽ税制・૯額ܕの控除の対象に
　　　なるڀݚݧࢼ費として計上することはできまͤΜ。
※３　େ ・ֶ特ผؔػڀݚ等とのڞಉ・ҕୗڀݚɿ３０�、そのଞɿ２０�　
ࢼ額（ൺֱۉ費の平ڀݚݧࢼ３事業年度のڈ費からաڀݚݧࢼ費の૿Ճ額は、当該年度のڀݚݧࢼ　̐※
。りの額とします࢒費）を控除したڀݚݧ　　　
※５　ຊ制度の適用を受けるには、当該年度のڀݚݧࢼ費の額が前２事業年度の͏ͪ もଟい事業年度の࠷
。を超えている必要があります（費ڀݚݧࢼ基準）費の額ڀݚݧࢼ　　　
（ˋ３０ݶただし、上）費の૿Ճしたׂ合ڀݚݧࢼ　６※
※７　平ۉ売上ۚ額とは、当該年度に前３年をՃえた計̐年間の平ۉ売上ۚ額とします。
※̔　超ա税額控除ׂ合とは、ڀݚݧࢼ費ׂ合から１０ˋを控除したׂ合に０ɽ２を乗じたׂ合とします。
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31 32

雇用者૿Ճ਺
　1�ਓʵ15ਓ ��ਓ

雇用૿Ճ割合　2�ˋ
　　�ਓ（雇用者૿Ճ਺）
15ਓ（前事業年౓຤日の雇用者਺）

退৬者͸定年退৬　1໊のΈ

雇用者਺
1�ਓ

৽ن雇用者
（ແظ雇用かͭ
フルλΠϜに限る）

４ਓ

前事業年౓຤ 適用年౓຤日

雇用者਺
15ਓ

前事業年౓のڅ༩౳ֹڅࢧʻ適用年౓のڅ༩
౳ֹڅࢧ

税ֹ控除適用
�ਓʷ4�ສԁ�12�ສԁ
౰ظの税ֹの2�ˋが্限

ʻதখا業者౳ಉҙ雇用։発ଅਐ஍Ҭ಺にॴ͢ࡏる事業ॴに͓͚るྫࢉܭʼ

 
 
 

12 用ଅਐ税制ɹޏ
～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～～ै業һの৽نのޏ用をԠԉします～

　ຊ੍౓͸、ಉҙ雇用։発ଅਐ஍Ҭ（˞１）にॴ͢ࡏる事業ॴに͓͚るແظ雇用かͭフルλΠϜの雇用者
（˞２）૿ Ճ਺（前ظ຤の雇用者਺から૿͑ͨ雇用者の਺）̫ 4�ສԁの税ֹ控除が適用͞Εるもので͢ɻ
（※１）஍Ҭޏ用開ൃଅਐ法（ত࿨��年法཯ୈ��߸）ୈ７৚にن定するಉҙޏ用開ൃଅਐ஍Ҭをいいます。ৄ しくはこͪ

らを御ཡ下さい。
IUUQ���XXX�NIMX�HP�KQ�CVOZB�LPZPV�QEG�DIJJLJ�LPZPV@��B�QEG

にある者、法人の໾һ܎者（໾һの਌଒、事࣮上ࠗҽのؔ܎者をいい、特घؔݥの一ൠඃอݥ用อޏ、用者とはޏ（２※）
ຢは個人事業ओからੜ計の支ԉを受けている者等）を除きます。

制度の概要

　ฏ੒ 30年݄̏31日までの間に開始する事業年度ʢ個人事業ओの場合は、ฏ੒ 30年中ʣ

適用期間

　੨৭ਃࠂを提出する個人事業ओຢは法人ʢ中খا業にݶΒれません。ʣ

適用ର৅者

　この制度の適用を受けるためには、あΒか͡め、「ޏ用ଅਐܭը」をϋϩʔϫʔΫに提出すること
の΄か、࣍の̍ʙ̑までのཁ݅をຬたしていることがඞཁです。
※次の１～５は、தখا業者等	தখا業者等のൣғは��ϖʔδ参照）の要件です。

̍　適用年度とその前事業年度に事業ओ౎合による཭৬者がいないこと
　　ʢ事業年度が 1年でない場合は、適用年度開始の日前 1年Ҏ಺に開始した事業年度ʣ
用者૿Ճ਺を̎人Ҏ্૿Ճさせていることޏ　̎
�用者૿Ճ਺ޏ　　　適用年度຤日のޏ用者਺ʵ前事業年度຤日のޏ用者਺
用૿Ճׂ合を10ˋҎ্૿Ճさせていることޏ　̏

　　　雇用૿Ճ割合�　����
適用年౓の雇用者૿Ճ਺

　　　　　　　　　　　前事業年౓຤日の雇用者૯਺
Ҏ্であることֹڅࢧ༩౳څがൺֱֹڅࢧ༩౳څ　̐
　ֹڅࢧ༩౳څ　　　
　　　適用年度のॴಘの্ࢉܭඞཁܦ費ຢはଛۚにࢉೖされるڅ༩౳で、ޏ用者にରしてࢧ
。する΋のをいいますڅ　　　
　　ൺֱڅ༩౳ֹڅࢧ　
　　　�前事業年౓のڅ༩౳ֹڅࢧ （ɹ前事業年౓のڅ༩౳ֹڅࢧʷ雇用૿Ճ割合ʷ��ˋ）
̑　෩ଏӦ業౳をӦΉ事業ओではないこと

ʻ۩ମతなࢉܭ例は࣍ϖʔδࢀরʼ

適用खଓ

　原則としてʢ˞ʣ、ಉҙޏ用開ൃଅਐ地Ҭ಺にॴࡏする事業ॴはҰのޏ用อݥ適用事業ॴとなるඞཁ
があります。ܭը開始࣌にޏ用อݥ適用事業ॴ൪߸をऔಘできるよう、ඞཁにԠ͡たख続きを行ͬて͘
ͩさい。͝相ஊは͓ۙ の͘ϋϩʔϫʔΫまたは࿑ಇہまで͓໰い合Θせͩ͘ さい。
（※）΍むをಘない事৘にΑりಉҙޏ用開ൃଅਐ஍Ҭ内にॴࡏする事業ॴを一のޏ用อݥ適用事業ॴとすることが

できない場合には、計ըऴྃ࣌において、ྫ ֎తに、ผ్資ྉをఏग़する必要があります。

CHECK!!

　ฏ੒2�年度かΒ、ޏ用ଅਐ税制とॴಘ֦େଅਐ税制ʢ33ϖʔδʣをಉ࣌に適用することがՄೳになり
ました。

CHECK!!

̍ɽ雇用ଅਐܭըΛ࡞੒ɾఏ出
　適用年度ʢ個人事業ओの場合は適用年ʣの開始2ޙΧ݄Ҏ಺に、ޏ用ଅਐܭըを࡞੒し、ຊ ɾࣾຊళを؅
するϋϩʔϫʔΫに提出してͩ͘׋ さい。

ϋϩʔϫʔΫかΒは、提出されたޏ用ଅਐܭըに受෇ҹをԡҹしてฦ٫されます。
ฦ٫されたޏ用ଅਐܭըはେ੾にอ؅してͩ͘ さい。

̎ɽ雇用ଅਐܭըのୡ੒ঢ়گの֬ೝ
　適用年度ऴྃ2ޙΧ݄Ҏ಺ʢ個人の場合は3݄1�日までʣに、ຊ ɾࣾຊళを׋؅するϋϩʔϫʔΫでޏ用
ଅਐܭըのୡ੒ঢ়گの֬ೝをٻめてͩ͘ さい。

ϋϩʔϫʔΫでは、提出された書ྨを༬かり、ޏ用ଅਐܭըのୡ੒ঢ়گを֬ೝしますが、֬ ೝに̎ि間
ʢ݄̐、̑ ݄は̍Χ݄ఔ度ʣかかりますので、֬ ఆਃࠂ期ݶに間に合うよう、༨༟をͬ࣋てૹ෇してͩ͘ さい。

ʢϋϩʔϫʔΫかΒฦૹʣ

̏ɽ੫຿ॺに֬ఆਃࠂ
　ୡ੒ঢ়گの֬ೝを受けたޏ用ଅਐܭըのࣸし、適用ֹ໌ࡉ書を֬ఆਃࠂ書にఴ෇して、税務署にਃࠂ
してͩ͘ さい。

֬定申告まͰのྲྀれ

ฏ੒��೥度税制վਖ਼Ͱվਖ਼

　தখا業者౳が、�雇用者を２ਓҎ্かͭ1�ˋҎ্૿Ճͤ͞るͳͲ一定の要件をຬͨ͠
ͨ場合、雇用ػ会がಛに不଍ て͍͠るಉҙ雇用։発ଅਐ஍Ҭにॴ͢ࡏる事業ॴに͓͚るແ
雇用かͭフルλΠϜの雇用૿Ճਓ਺１ਓ౰ظ りͨ4�ສԁの税ֹ控除がड͚らΕ·͢ɻ

ે税特ผાஔ法ୈ��৚の５（特定の஍Ҭにおいてޏ用者の਺が૿Ճした場合のॴಘ税額の特ผ控除）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の��（特定の஍Ҭにおいてޏ用者が૿Ճした場合の法人税額の特ผ控除）̡法人税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の��の２（特定の஍Ҭにおいてޏ用者が૿Ճした場合の法人税額の特ผ控除）̡࿈݁法人ʳ
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雇用者૿Ճ਺
　1�ਓʵ15ਓ ��ਓ

雇用૿Ճ割合　2�ˋ
　　�ਓ（雇用者૿Ճ਺）
15ਓ（前事業年౓຤日の雇用者਺）

退৬者͸定年退৬　1໊のΈ

雇用者਺
1�ਓ

৽ن雇用者
（ແظ雇用かͭ
フルλΠϜに限る）

４ਓ

前事業年౓຤ 適用年౓຤日

雇用者਺
15ਓ

前事業年౓のڅ༩౳ֹڅࢧʻ適用年౓のڅ༩
౳ֹڅࢧ

税ֹ控除適用
�ਓʷ4�ສԁ�12�ສԁ
౰ظの税ֹの2�ˋが্限

ʻதখا業者౳ಉҙ雇用։発ଅਐ஍Ҭ಺にॴ͢ࡏる事業ॴに͓͚るྫࢉܭʼ

 
 
 

12 用ଅਐ税制ɹޏ
～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～～ै業һの৽نのޏ用をԠԉします～

　ຊ੍౓͸、ಉҙ雇用։発ଅਐ஍Ҭ（˞１）にॴ͢ࡏる事業ॴに͓͚るແظ雇用かͭフルλΠϜの雇用者
（˞２）૿ Ճ਺（前ظ຤の雇用者਺から૿͑ͨ雇用者の਺）̫ 4�ສԁの税ֹ控除が適用͞Εるもので͢ɻ
（※１）஍Ҭޏ用開ൃଅਐ法（ত࿨��年法཯ୈ��߸）ୈ７৚にن定するಉҙޏ用開ൃଅਐ஍Ҭをいいます。ৄ しくはこͪ

らを御ཡ下さい。
IUUQ���XXX�NIMX�HP�KQ�CVOZB�LPZPV�QEG�DIJJLJ�LPZPV@��B�QEG

にある者、法人の໾һ܎者（໾һの਌଒、事࣮上ࠗҽのؔ܎者をいい、特घؔݥの一ൠඃอݥ用อޏ、用者とはޏ（２※）
ຢは個人事業ओからੜ計の支ԉを受けている者等）を除きます。

制度の概要

　ฏ੒ 30年݄̏31日までの間に開始する事業年度ʢ個人事業ओの場合は、ฏ੒ 30年中ʣ

適用期間

　੨৭ਃࠂを提出する個人事業ओຢは法人ʢ中খا業にݶΒれません。ʣ

適用ର৅者

　この制度の適用を受けるためには、あΒか͡め、「ޏ用ଅਐܭը」をϋϩʔϫʔΫに提出すること
の΄か、࣍の̍ʙ̑までのཁ݅をຬたしていることがඞཁです。
※次の１～５は、தখا業者等	தখا業者等のൣғは��ϖʔδ参照）の要件です。

̍　適用年度とその前事業年度に事業ओ౎合による཭৬者がいないこと
　　ʢ事業年度が 1年でない場合は、適用年度開始の日前 1年Ҏ಺に開始した事業年度ʣ
用者૿Ճ਺を̎人Ҏ্૿Ճさせていることޏ　̎
�用者૿Ճ਺ޏ　　　適用年度຤日のޏ用者਺ʵ前事業年度຤日のޏ用者਺
用૿Ճׂ合を10ˋҎ্૿Ճさせていることޏ　̏

　　　雇用૿Ճ割合�　����
適用年౓の雇用者૿Ճ਺

　　　　　　　　　　　前事業年౓຤日の雇用者૯਺
Ҏ্であることֹڅࢧ༩౳څがൺֱֹڅࢧ༩౳څ　̐
　ֹڅࢧ༩౳څ　　　
　　　適用年度のॴಘの্ࢉܭඞཁܦ費ຢはଛۚにࢉೖされるڅ༩౳で、ޏ用者にରしてࢧ
。する΋のをいいますڅ　　　
　　ൺֱڅ༩౳ֹڅࢧ　
　　　�前事業年౓のڅ༩౳ֹڅࢧ （ɹ前事業年౓のڅ༩౳ֹڅࢧʷ雇用૿Ճ割合ʷ��ˋ）
̑　෩ଏӦ業౳をӦΉ事業ओではないこと

ʻ۩ମతなࢉܭ例は࣍ϖʔδࢀরʼ

適用खଓ

　原則としてʢ˞ʣ、ಉҙޏ用開ൃଅਐ地Ҭ಺にॴࡏする事業ॴはҰのޏ用อݥ適用事業ॴとなるඞཁ
があります。ܭը開始࣌にޏ用อݥ適用事業ॴ൪߸をऔಘできるよう、ඞཁにԠ͡たख続きを行ͬて͘
ͩさい。͝相ஊは͓ۙ の͘ϋϩʔϫʔΫまたは࿑ಇہまで͓໰い合Θせͩ͘ さい。
（※）΍むをಘない事৘にΑりಉҙޏ用開ൃଅਐ஍Ҭ内にॴࡏする事業ॴを一のޏ用อݥ適用事業ॴとすることが

できない場合には、計ըऴྃ࣌において、ྫ ֎తに、ผ్資ྉをఏग़する必要があります。

CHECK!!

　ฏ੒2�年度かΒ、ޏ用ଅਐ税制とॴಘ֦େଅਐ税制ʢ33ϖʔδʣをಉ࣌に適用することがՄೳになり
ました。

CHECK!!

̍ɽ雇用ଅਐܭըΛ࡞੒ɾఏ出
　適用年度ʢ個人事業ओの場合は適用年ʣの開始2ޙΧ݄Ҏ಺に、ޏ用ଅਐܭըを࡞੒し、ຊ ɾࣾຊళを؅
するϋϩʔϫʔΫに提出してͩ͘׋ さい。

ϋϩʔϫʔΫかΒは、提出されたޏ用ଅਐܭըに受෇ҹをԡҹしてฦ٫されます。
ฦ٫されたޏ用ଅਐܭըはେ੾にอ؅してͩ͘ さい。

̎ɽ雇用ଅਐܭըのୡ੒ঢ়گの֬ೝ
　適用年度ऴྃ2ޙΧ݄Ҏ಺ʢ個人の場合は3݄1�日までʣに、ຊ ɾࣾຊళを׋؅するϋϩʔϫʔΫでޏ用
ଅਐܭըのୡ੒ঢ়گの֬ೝをٻめてͩ͘ さい。

ϋϩʔϫʔΫでは、提出された書ྨを༬かり、ޏ用ଅਐܭըのୡ੒ঢ়گを֬ೝしますが、֬ ೝに̎ि間
ʢ݄̐、̑ ݄は̍Χ݄ఔ度ʣかかりますので、֬ ఆਃࠂ期ݶに間に合うよう、༨༟をͬ࣋てૹ෇してͩ͘ さい。

ʢϋϩʔϫʔΫかΒฦૹʣ

̏ɽ੫຿ॺに֬ఆਃࠂ
　ୡ੒ঢ়گの֬ೝを受けたޏ用ଅਐܭըのࣸし、適用ֹ໌ࡉ書を֬ఆਃࠂ書にఴ෇して、税務署にਃࠂ
してͩ͘ さい。

֬定申告まͰのྲྀれ

ฏ੒��೥度税制վਖ਼Ͱվਖ਼

　தখا業者౳が、�雇用者を２ਓҎ্かͭ1�ˋҎ্૿Ճͤ͞るͳͲ一定の要件をຬͨ͠
ͨ場合、雇用ػ会がಛに不଍ て͍͠るಉҙ雇用։発ଅਐ஍Ҭにॴ͢ࡏる事業ॴに͓͚るແ
雇用かͭフルλΠϜの雇用૿Ճਓ਺１ਓ౰ظ りͨ4�ສԁの税ֹ控除がड͚らΕ·͢ɻ

ે税特ผાஔ法ୈ��৚の５（特定の஍Ҭにおいてޏ用者の਺が૿Ճした場合のॴಘ税額の特ผ控除）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の��（特定の஍Ҭにおいてޏ用者が૿Ճした場合の法人税額の特ผ控除）̡法人税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の��の２（特定の஍Ҭにおいてޏ用者が૿Ճした場合の法人税額の特ผ控除）̡࿈݁法人ʳ
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　ま 「ͣ適用年度」「基準事業年度」「前事業年度」の3つの事業年度について֬ೝします。

֤要件のํࢉܭ法

ʻ要件①ʼޏ用者څ༩౳ֹڅࢧがج४事業೥度よΓҰ定ׂ߹૿Ճし͍ͯる͜ͱɻ
　適用年度に্ࢉܭଛۚのֹにࢉೖされる「ࠃ಺ޏ用者」にରする「څ༩౳」のڅࢧ ʢֹ「ޏ用者څ༩౳
څࢧ༩౳څ用者ޏといいますʣが、基準事業年度の「ֹڅࢧ ʢֹ「基準ޏ用者څ༩౳ֹڅࢧ」といいま
すʣとൺֱしてҰఆׂ合૿͑ていることを֬ೝします。֤年度に͓いてඞཁな૿Ճׂ合はԼのදの௨り
です。	たͩし、中খا業者の場合


ʻ要件ᶄʼ適用೥度のޏ用者څ༩౳ֹڅࢧがલ事業೥度Ҏ্Ͱ͋る͜ͱɻ
څࢧ༩౳څ用者ޏが、前事業年度の「ֹڅࢧ༩౳څ用者ޏ」　 ʢֹ「ൺֱޏ用者څ༩౳ֹڅࢧ」といいま
すʣҎ্であることを֬ೝします。

ฏ੒��年
�月�೔

ฏ੒��年
�月�೔

ฏ੒��年
�月�೔

ฏ੒��年
�月�೔

ฏ੒��年
�月�೔

ฏ੒��年
�月�೔

ฏ੒��年
�月��೔

３月຤ܾࢉの
会社の場合

３月຤Ҏ外の
の場合ࢉܾ

˞େا業の場合
	３月຤Ҏ外のܾࢉ


基準事業年度

基準事業年度

基準事業年度

ɿ�ˋҎ্ ɿ�ˋҎ্ ɿ�ˋҎ্ ɿ�ˋҎ্	େا業

�年໨

	େا業

�年໨

適用
�ʙ�年໨

適用
�ɺ�年໨

13 ॴಘ֦େଅਐ税制
～ै業һのڅ༩を૿ֹするͱɺ税負担が軽減されます～

　ຊ੍౓͸、๏ਓ΍ݸਓ事業ओがै業員へのڅ༩౳のڅࢧを૿Ճͨ͠場合に、ͦ の૿Ճֹの１̌ˋ෼を๏
ਓ税ֹ΍ॴಘ税から控除できるもので͢ɻ

※税額控除額はその事業年度の法人税額ຢはॴಘ税額の��ˋまでが上ݶとなります。	தখا業者以֎は１０ˋ


制度の概要

　ฏ੒ 30年 3݄31日までの期間಺に開始する֤事業年度について͝ར用いたͩけます。

適用期間

　੨৭ਃࠂ書を提出する個人事業ओຢは法人ʢ中খا業者にݶΒれませんʣ。

適用ର৅者

　ຊ制度は、֬ ఆਃࠂ書౳に、税ֹ߇除のର৅となるڅ༩౳૿څࢧՃ ɾֹ߇除を受けるֹۚ及びその
ֹۚのࢉܭにؔする໌ࡉ書「ޏ用者څ༩౳ֹڅࢧが૿Ճした場合の法人税 ʢֹ個人事業ओはॴಘ税
ֹʣの特ผ߇除にؔする໌ࡉ書」のఴ෇がඞཁです。
したۚࢉܭՃֹを基ૅとして૿څࢧ༩౳څ、されたࡌه除されるֹۚは、そのఴ෇された書ྨに߇　
ֹにݶΒれます。

適用खଓ

　この制度の適用を受けるには、適用しようとする年度に͓いて࣍のᶃʙᶅのཁ݅をશてຬたしている
ことがඞཁですʢ࣍ϖʔδҎ߱でৄड़ʣ。

適用要件

ᶃج��४事業年౓より、څ༩౳ֹڅࢧを２ˋ～３ˋ૿Ճͤ͞て͍る͜ ͱ（ͨͩ͠தখا業者の場合）
ᶄڅ��༩౳ֹڅࢧが前事業年౓Ҏ্である͜ ͱ
ᶅ��平څۉ༩౳ֹڅࢧが前事業年౓を্ճって͍る͜ ͱ

ે税特ผાஔ法ୈ��৚の５の３（ޏ用者給与等支給額が૿Ճした場合のॴಘ税額の特ผ控除）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の��の 法人税ʳ̡（用者給与等支給額が૿Ճした場合の法人税額の特ผ控除ޏ̐）
　　　　　　　ୈ��৚の��の５（ޏ用者給与等支給額が૿Ճした場合の法人税額の特ผ控除）̡࿈݁法人ʳ

৚จ

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

適用年度

適用年度

適用年度

適用の௚લの年度がલ事業年度

૿Ճཁ݅

̎ˋ

̏ˋ

事業年度

　ฏ੒26年4݄1日かΒฏ੒2�年3݄31日までの間に開始する事業年度

　ฏ੒2�年4݄1日かΒฏ੒30年3݄31日までの間に開始する事業年度

　੨৭ਃࠂを͢るதখا業者が、一定の割合Ҏ্ै業員へのڅ༩を૿ֹͨ͠場合、ͦ の૿
Ճֹの1�ˋ෼の税ֹ控除が認ΊらΕ·͢ɻ
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　ま 「ͣ適用年度」「基準事業年度」「前事業年度」の3つの事業年度について֬ೝします。

֤要件のํࢉܭ法

ʻ要件①ʼޏ用者څ༩౳ֹڅࢧがج४事業೥度よΓҰ定ׂ߹૿Ճし͍ͯる͜ͱɻ
　適用年度に্ࢉܭଛۚのֹにࢉೖされる「ࠃ಺ޏ用者」にରする「څ༩౳」のڅࢧ ʢֹ「ޏ用者څ༩౳
څࢧ༩౳څ用者ޏといいますʣが、基準事業年度の「ֹڅࢧ ʢֹ「基準ޏ用者څ༩౳ֹڅࢧ」といいま
すʣとൺֱしてҰఆׂ合૿͑ていることを֬ೝします。֤年度に͓いてඞཁな૿Ճׂ合はԼのදの௨り
です。	たͩし、中খا業者の場合


ʻ要件ᶄʼ適用೥度のޏ用者څ༩౳ֹڅࢧがલ事業೥度Ҏ্Ͱ͋る͜ͱɻ
څࢧ༩౳څ用者ޏが、前事業年度の「ֹڅࢧ༩౳څ用者ޏ」　 ʢֹ「ൺֱޏ用者څ༩౳ֹڅࢧ」といいま
すʣҎ্であることを֬ೝします。

ฏ੒��年
�月�೔

ฏ੒��年
�月�೔

ฏ੒��年
�月�೔

ฏ੒��年
�月�೔

ฏ੒��年
�月�೔

ฏ੒��年
�月�೔

ฏ੒��年
�月��೔

３月຤ܾࢉの
会社の場合

３月຤Ҏ外の
の場合ࢉܾ

˞େا業の場合
	３月຤Ҏ外のܾࢉ


基準事業年度

基準事業年度

基準事業年度

ɿ�ˋҎ্ ɿ�ˋҎ্ ɿ�ˋҎ্ ɿ�ˋҎ্	େا業

�年໨

	େا業

�年໨

適用
�ʙ�年໨

適用
�ɺ�年໨

13 ॴಘ֦େଅਐ税制
～ै業һのڅ༩を૿ֹするͱɺ税負担が軽減されます～

　ຊ੍౓͸、๏ਓ΍ݸਓ事業ओがै業員へのڅ༩౳のڅࢧを૿Ճͨ͠場合に、ͦ の૿Ճֹの１̌ˋ෼を๏
ਓ税ֹ΍ॴಘ税から控除できるもので͢ɻ

※税額控除額はその事業年度の法人税額ຢはॴಘ税額の��ˋまでが上ݶとなります。	தখا業者以֎は１０ˋ


制度の概要

　ฏ੒ 30年 3݄31日までの期間಺に開始する֤事業年度について͝ར用いたͩけます。

適用期間

　੨৭ਃࠂ書を提出する個人事業ओຢは法人ʢ中খا業者にݶΒれませんʣ。

適用ର৅者

　ຊ制度は、֬ ఆਃࠂ書౳に、税ֹ߇除のର৅となるڅ༩౳૿څࢧՃ ɾֹ߇除を受けるֹۚ及びその
ֹۚのࢉܭにؔする໌ࡉ書「ޏ用者څ༩౳ֹڅࢧが૿Ճした場合の法人税 ʢֹ個人事業ओはॴಘ税
ֹʣの特ผ߇除にؔする໌ࡉ書」のఴ෇がඞཁです。
したۚࢉܭՃֹを基ૅとして૿څࢧ༩౳څ、されたࡌه除されるֹۚは、そのఴ෇された書ྨに߇　
ֹにݶΒれます。

適用खଓ

　この制度の適用を受けるには、適用しようとする年度に͓いて࣍のᶃʙᶅのཁ݅をશてຬたしている
ことがඞཁですʢ࣍ϖʔδҎ߱でৄड़ʣ。

適用要件

ᶃج��४事業年౓より、څ༩౳ֹڅࢧを２ˋ～３ˋ૿Ճͤ͞て͍る͜ ͱ（ͨͩ͠தখا業者の場合）
ᶄڅ��༩౳ֹڅࢧが前事業年౓Ҏ্である͜ ͱ
ᶅ��平څۉ༩౳ֹڅࢧが前事業年౓を্ճって͍る͜ ͱ

ે税特ผાஔ法ୈ��৚の５の３（ޏ用者給与等支給額が૿Ճした場合のॴಘ税額の特ผ控除）̡ॴಘ税ʳ
　　　　　　　ୈ��৚の��の 法人税ʳ̡（用者給与等支給額が૿Ճした場合の法人税額の特ผ控除ޏ̐）
　　　　　　　ୈ��৚の��の５（ޏ用者給与等支給額が૿Ճした場合の法人税額の特ผ控除）̡࿈݁法人ʳ
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事業年度

　ฏ੒26年4݄1日かΒฏ੒2�年3݄31日までの間に開始する事業年度

　ฏ੒2�年4݄1日かΒฏ੒30年3݄31日までの間に開始する事業年度

　੨৭ਃࠂを͢るதখا業者が、一定の割合Ҏ্ै業員へのڅ༩を૿ֹͨ͠場合、ͦ の૿
Ճֹの1�ˋ෼の税ֹ控除が認ΊらΕ·͢ɻ
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Q3

Q4

ਃ੥ํ๏について

ʲ໰ 　rຊ੍౓の利用に͠ࡍ、事前に認定をड͚ りͨ、書類の提出・ಧ出を行うඞ要͸あるのかɻ
ʲ౴ 　r　ຊ制度のར用にࡍし、税務ਃࠂより前に特ஈのख続きを行うඞཁはありません。
　　　たͩし、ຊ制度の適用を受けるためには、法人税ʢ個人事業ओの場合はॴಘ税ʣのਃࠂのࡍに、֬

ఆਃࠂ書౳に、税ֹ߇除のର৅となるޏ用者څ༩౳૿څࢧՃֹ、߇除を受けるֹۚ及びそのֹۚ
のࢉܭにؔする໌ࡉ書をఴ෇するඞཁがあります。

　

தখا業者のఆٛについて

ʲ໰ 　rதখا業者の定ٛ͸Կかɻݸਓا業͸தখا業者に֘౰͢るのかɻ
ʲ౴ 　r　ࢿຊۚのֹຢは出ۚࢿのֹが̍ԯԁҎԼの法人でそのൃ行ࣜגࡁຢは出ࢿの૯਺ຢは૯ֹの
　　　Ұఆׂ合ʢ̍つの法人により�0ˋຢはෳ਺の法人合ܭで̏෼の̎ʣҎ্をେن໛法人ʢࢿຊۚの
　　　ֹが̍ԯԁ௒の法人、そのଞҰఆの法人ʣにॴ༗されていない法人、及びࢿຊຢは出ࢿを༗しない
　　　法人ຢは個人でৗ࢖࣌用するै業һの਺が1
000人ҎԼの΋のをいいます。
　

಺雇用者についてࠃ

ʲ໰ 　rࠃ಺雇用者ͱ͸Ͳのようͳ者かɻ·ͨ役員のಛघؔ܎者ͱ͸୭を͢ࢦのかɻ
ʲ౴ 　r　法人ຢは個人事業ओの༗するࠃ಺の事業ॴにۈ務するޏ用者をࢦします。ࠃ಺ޏ用者には、　
　　　ύʔτ、ΞϧόΠτ、日ޏい࿑ಇ者΋ؚΈますが、࢖用人݉務໾һをؚΉ໾һ΍໾һの特घؔ܎者
　　　はࠃ಺ޏ用者とはなりません。
　　　　また、特घؔ܎者とは໾һの਌଒をࢦします。਌଒のൣғは6਌౳಺の݂଒、഑ۮ者、3਌౳಺の
　　　ҽ଒までが֘౰します。また、౰֘໾һとࠗҽؔ܎とಉ༷の事৘にある者、౰֘໾һかΒੜܭのࢧ
　　　ԉを受けている者΋特घؔ܎者にؚまれます。
　

༩等にؚΊるֹۚについてڅ

ʲ໰ 　rຊ੍౓に͓͚るڅ༩౳に͸Կが౰て͸·るのかɻ
ʲ౴ 　r　เڅɾڅ༩ɾ௞ ɾۚࡀ費及び৆༩ฒびに、これΒのੑ࣭を༗するڅ༩	څ༩ॴಘとして課税されるڅ༩

　　　をいいます。ୀ৬ۚなど、څ༩ॴಘとなΒない΋のについては、原則としてڅ༩౳に�֘౰しません。
　　　　たͩし、௞ۚ୆ாにࡌهされたڅࢧ ʢֹॴಘ税法্課税されない௨ۈख౰౳のֹをؚΉ。ʣのΈをର
　　　৅としてࢉܭする౳、合ཧతなํ法により継続してڅ༩౳ֹڅࢧのࢉܭ�をしている場合は、څ༩౳
　　　にؚめることがೝめΒれます。な͓、࢖用人݉務໾һをؚΉ໾һ΍その特घؔ܎者はࠃ಺ޏ用者
　　　に֘౰しないことかΒ、これΒの者にڅࢧされる໾һใुなどのڅ༩は、ॴಘ֦େଅਐ税制্ࢉܭ
　　　ର৅かΒ除֎することとされています。

よ͘ ͋る࣭໰ͱͦのճ౴

Q1

Q2

֤、に࣍　 ݄͝とのڅ༩౳のڅࢧのର৅となる「݄ผڅࢧର৅者਺」ʢ継続ޏ用者څ༩౳ֹڅࢧຢは継
続ޏ用者ൺֱڅ༩౳ֹڅࢧに܎る継続ޏ用者の਺ʣを਺͑ます。ಉҰの継続ޏ用者が、ಉҰ݄に2ճ
Ҏ্のڅ༩΍৆༩౳のڅࢧを受けた場合΋、その݄のその継続ޏ用者は1人と਺͑ます。
ରڅࢧをそれͧれの「݄ผ「ֹڅࢧ༩౳څ用者ൺֱޏ継続」及び「ֹڅࢧ༩౳څ用者ޏ継続」にޙ࠷　
৅者਺」でׂり、適用年度と前事業年度の「ฏڅۉ༩౳ֹڅࢧ」をࢉܭします。そして適用年度のฏڅۉ
༩౳ֹڅࢧが前事業年度を্ճͬていることを֬ೝします。

Ҏ্、ᶃʙᶅのཁ݅をશてຬたした場合、「制度の֓ཁ」にある税ֹ߇除を受けることが出དྷます。

ʻ要件ᶅʼฏڅۉ༩౳ֹڅࢧがલ事業೥度を্ճ͍ͬͯる͜ͱɻ
適用年度と前事業年度に	用者ޏ者である継続ݥ法のҰൠ被อݥ用อޏ、の಺ֹڅࢧ༩౳څ用者ޏ　
͓いてڅ༩౳のڅࢧがあるࠃ಺ޏ用者
に܎るֹۚの合ܭを、適用年度と前事業年度でそれͧれࢉܭ
します。そのֹかΒߴ、 年ྸ者ޏ用҆ఆ法に基ͮ 「͘継続ޏ用制度」のର৅者にڅࢧされたڅ༩౳を引
いた஋をࢉ出しますʢ「継続ޏ用者څ༩౳ֹڅࢧ」といいますʣ。ࢉܭのର৅となる෦෼はԼਤのと͓り
です。

ɿ継続雇用者څ༩等ֹڅࢧ

2�年�月ɿ৽࠾ن用

2�年4月ɿ৽࠾ن用

2�年1�月ɿ退৬

2�年1�月ɿ退৬

前年౓ 適用年౓
2�年1月 2�年�月 2�年1月 2�年1月2�年�月

Ұൠඃอݥ者
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Ұൠඃอݥ者 Ұൠඃอݥ者

2�年4月ɿࡀ��定年退৬
2�年4月ɿ継続雇用੍౓
2�年1�月ɿࡀ��定年退৬
2�年1�月ɿ継続雇用੍౓

2�年1�月ɿ�5ࡀ定年退৬
2�年1�月ɿ再雇用

2�年1�月にࡀ��ͱͳっͨが、
継続雇用੍౓で͸ͳ͍者

2�年4月～1�月ٴͼ2�年2月～�月にか͚て
ि2ؒ࣌�Ҏ্ΞルόΠτ
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14
　தখا業者のԁ׈ͳ事業承継をࢧԉ͢るͨΊ、๏ਓの場合、ඇ্場会社の株式に܎る相
続税、ଃ༩税の納税が猶予ٴͼ໔除͞Εる事業承継税੍があり、平成2�年よりେ෯に拡充
͞Εて͓り· （রࢀ�14�、4）ɻ事業承継税੍の活用にあͨって͸、一定の要件（রࢀ�5̥͢）
をຬͨ͢ ͱ͜ͱ、ඇ্場株式のՁ֨に͍ͭて一定のルʔルに͍ͨͮجධՁを行うඞ要があ
り· ɻ（রࢀ�4、�4̥͢）
ਓ事業者に͍ͭて͸、一定の୐஍౳を相続ͨ͠場合に、相続税の՝税Ձ֨からݸ、ͨ·　
一定の割合を減ֹ͢るখن໛୐஍のಛྫがાஔ͞Εて͍· ɻ（রࢀ�4̥͢）

事業ঝܧ税制
～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～～εϜʔζͳ事業ঝܧのͨΊに～

　相続税ͱ͸、相続により࢈ࡒをऔಘͨ͠場合に、ͦ のऔಘͨ͠࢈ࡒにかかる税ۚで͢ɻ
　一ൠతに、事業承継࣌に͸事業継続にඞ要ͳ࢈ࢿ（株式、不動࢈౳）も相続税の՝税対
象ͱͳり·͢ɻ

૬ଓ税の概要

＋ ＋ =-

（̍）課税Ձ֨のࢉܭ

ɾ֤ ૬ଓਓ౳が
औಘした࢈ࡒ
のՁֹ

ɾੜ໋อۚݥ
ɾࢮ๢อۚݥ

ඃ૬ଓਓの
࠴ ຿ɾ૴ ࣜ
අ用

૬ଓ౳により࢈ࡒΛऔ
ಘしたਓが、૬ଓ։࢝
લ３೥Ҏ಺にඃ૬ଓਓ
͔らडけたଃ༩࢈ࡒ

૬ ଓ ࣌ ਫ਼ ࢉ ՝
税੍౓ʢ̥�0ʣ
のద用Λडけた
ଃ༩࢈ࡒ

՝
税
Ձ
֨

- =Ҩ࢈に܎Δ߇ૅجআֹ
ʢ�
000ສԁʴ�00ສԁº๏ఆ૬ଓਓの਺ʣ

՝税Ձ֨の
ֹܭ߹ 　՝税Ҩ࢈૯ֹ

（２）課税Ҩ࢈૯ֹのࢉܭ

 
 
 

˓ඇ上場ձࣾのࣜגに܎る૬ଓ税、ଃ与税の納税༛༧ٴͼ免除制度
　ે税特ผાஔ法ୈ��৚の７　　（ඇ上場ࣜג等についてのଃ与税の納税༛༧ٴͼ免除）
　　　　　　　　ୈ��৚の７の２（ඇ上場ࣜג等についての૬ଓ税の納税༛༧ٴͼ免除）
　　　　　　　　ୈ��৚の７の３（ඇ上場ࣜג等のଃ与者がࢮ๢した場合の૬ଓ税の課税の特ྫ）
　　　　　　　　ୈ��৚の７の （̐ඇ上場ࣜג等のଃ与者がࢮ๢した場合の૬ଓ税の納税༛༧ٴͼ免除）

৚จ

ฏ੒��೥にେ෯֦ॆ

Q6

Q7

出向等の扱いについて

ʲ໰ 　r出ݩ޲๏ਓに͓͚る出޲者のѻ͍に͍ͭてɻ
ʲ౴ 　r　「څ༩౳にॆてるためଞの者ʢ౰֘法人との間に࿈݁׬શࢧ഑ؔ܎があるଞの࿈݁法人をؚ

Ή。ʣかΒࢧ෷いを受けたֹۚ」はڅ༩౳ֹڅࢧかΒ߇除するため、法人の࢖用人がଞの法人に出
させている法޲者を出޲法人ʢ出ݩ޲༩を出څ用人にରする࢖した޲した場合に͓いて、その出޲
人ʣがڅࢧすることとしているときに、出ݩ޲法人が出޲ઌ法人ʢ出ݩ޲法人かΒ出޲者の出޲を
受けている法人ʣかΒࢧ෷を受けた出޲ઌ法人のෛ୲す΂きڅ༩に相౰するֹۚはޏ用者څ༩౳
。除します߇かΒֹڅࢧ

ʲ໰ 　r出޲先๏ਓに͓͚る出޲者のѻ͍に͍ͭてɻ
ʲ౴ 　r　出޲ઌ法人が出ݩ޲法人΁出޲者に܎るڅ༩ෛ୲ۚのֹをࢧ出する場合に͓いて、౰֘出޲ઌ
　　　法人の௞ۚ୆ாに౰֘出޲者をࡌهしているときには、౰֘څ༩ෛ୲ۚのֹは、څ༩౳ֹڅࢧに
　　　ؚまれます。ैͬて、出޲ઌ法人の௞ۚ୆ாにࡌهがແい場合は、౰֘出޲者΁のڅ༩は出޲ઌ
　　　法人のޏ用者څ༩౳ֹڅࢧにはؚまれません。
　

基準事業年度と適用年度の月数が異なる場合

ʲ໰ 　rج४事業年౓（ຢ͸前事業年౓）の月਺が適用年౓の月਺ͱҟͳる場合、Ͳのように͢ࢉܭΕ͹ྑ͍のかɻ
ʲ౴ 　r　基準事業年度の݄਺が適用年度の݄਺とҟなる場合、基準事業年度のޏ用者څ༩౳ֹڅࢧに౰
　　　֘適用年度の݄਺を৐͡て、これを基準事業年度の݄਺で除してࢉܭしたֹۚを基準ޏ用者څ༩
　　　౳ֹڅࢧとします。
　　　　前事業年度と適用年度の݄਺がҟなる場合΋ಉ༷のํ法でൺֱޏ用者څ༩౳ֹڅࢧをࢉܭし
　　　ます。

ʲ໰ 　r৽ઃ๏ਓ౳でج४事業年౓がͳ͍場合Ͳのように͢ࢉܭΕ͹ྑ͍のかɻ
ʲ౴ 　r　基準事業年度がない場合で΋、ຊ税制を適用できます。この場合、基準ޏ用者څ༩౳ֹڅࢧは、
　　　事業を開始しॳめてڅ༩౳をڅࢧした事業年度のޏ用者څ༩౳ֹڅࢧの�0ˋに相౰するֹۚと
　　　するとنఆされています。
　

継続雇用者について

ʲ໰ 　r継続雇用者ͩが、一ൠඃอݥ者に֘౰͢る年౓がย方͠かͳ͍者͸Ͳうѻ͑͹ྑ͍のかɻ
ʲ౴ 　r　継続ޏ用者に֘౰しますが、前事業年度ɾ適用年度のどͪΒかしかҰൠ被อݥ者に֘౰する݄が
　　　ないํについては、適用年度のΈ֘౰する݄があるํは౰݄֘の人਺ɾڅ༩౳と΋にࢉܭにؚめ
　　　ますが、前事業年度のΈ֘౰する݄があるํはその֘౰݄の人਺ɾڅ༩౳はࢉܭにؚめません。

ʲ໰ 　r継続雇用者に֘౰͢る者が̌ਓの場合、適用できͳ͍のかɻ
ʲ౴ 　r　継続ޏ用者に֘౰する者が̌人の場合、継続ޏ用者の人਺は前事業年度ɾ適用年度と΋に̍人
　　　とします。継続ޏ用者څ༩౳ֹڅࢧについては前事業年度が̌ԁ、適用年度は̍ԁとなります。
　　　そのため、ฏڅۉ༩౳ֹڅࢧにؔするཁ݅はຬたすことになります。

ʲ໰ 　r一ൠඃอݥ者ͱ͸Ͳのようͳ者かɻ
ʲ౴ 　r　Ұൠ被อݥ者とは、࿑ಇ者のうͪ ̍、用されている者΍ޏҎ্でࡀ�6、 ि間のॴఆ࿑ಇ࣌間が20

のՃೖର৅となる者ݥ用อޏ	間ະຬの者౳を除いた者࣌　　　で、かつߴ年ྸ継続被อݥ者、୹期ޏ
　　　用特例被อݥ者及び日ޏ࿑ಇ被อݥ者Ҏ֎の者をࢦします。

ʲ໰ 　r継続雇用੍౓の対象者ͱ͸Ͳのようͳ者かɻ
ʲ౴ 　r　「継続ޏ用制度」のର৅者はߴ、 年ྸ者ޏ用҆ఆ法に基ͮ ΋͘のにݶります。そのため、ब業ن
　　　則に「継続ޏ用制度」をಋೖしているࢫのࡌهがあり、かつޏ用ܖ໿書΍௞ۚ୆ா౳のいͣれかに、
　　　継続ޏ用制度に基ͮきޏ用されている者であるࢫのࡌهがあることが৚݅です。
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14
　தখا業者のԁ׈ͳ事業承継をࢧԉ͢るͨΊ、๏ਓの場合、ඇ্場会社の株式に܎る相
続税、ଃ༩税の納税が猶予ٴͼ໔除͞Εる事業承継税੍があり、平成2�年よりେ෯に拡充
͞Εて͓り· （রࢀ�14�、4）ɻ事業承継税੍の活用にあͨって͸、一定の要件（রࢀ�5̥͢）
をຬͨ͢ ͱ͜ͱ、ඇ্場株式のՁ֨に͍ͭて一定のルʔルに͍ͨͮجධՁを行うඞ要があ
り· ɻ（রࢀ�4、�4̥͢）
ਓ事業者に͍ͭて͸、一定の୐஍౳を相続ͨ͠場合に、相続税の՝税Ձ֨からݸ、ͨ·　
一定の割合を減ֹ͢るখن໛୐஍のಛྫがાஔ͞Εて͍· ɻ（রࢀ�4̥͢）

事業ঝܧ税制
～தখ法ਓ͸ɺ法ਓ税཰が௿͘ͳ͍ͬͯます～～εϜʔζͳ事業ঝܧのͨΊに～

　相続税ͱ͸、相続により࢈ࡒをऔಘͨ͠場合に、ͦ のऔಘͨ͠࢈ࡒにかかる税ۚで͢ɻ
　一ൠతに、事業承継࣌に͸事業継続にඞ要ͳ࢈ࢿ（株式、不動࢈౳）も相続税の՝税対
象ͱͳり·͢ɻ

૬ଓ税の概要

＋ ＋ =-

（̍）課税Ձ֨のࢉܭ

ɾ֤ ૬ଓਓ౳が
औಘした࢈ࡒ
のՁֹ

ɾੜ໋อۚݥ
ɾࢮ๢อۚݥ

ඃ૬ଓਓの
࠴ ຿ɾ૴ ࣜ
අ用

૬ଓ౳により࢈ࡒΛऔ
ಘしたਓが、૬ଓ։࢝
લ３೥Ҏ಺にඃ૬ଓਓ
͔らडけたଃ༩࢈ࡒ

૬ ଓ ࣌ ਫ਼ ࢉ ՝
税੍౓ʢ̥�0ʣ
のద用Λडけた
ଃ༩࢈ࡒ

՝
税
Ձ
֨

- =Ҩ࢈に܎Δ߇ૅجআֹ
ʢ�
000ສԁʴ�00ສԁº๏ఆ૬ଓਓの਺ʣ

՝税Ձ֨の
ֹܭ߹ 　՝税Ҩ࢈૯ֹ

（２）課税Ҩ࢈૯ֹのࢉܭ

 
 
 

˓ඇ上場ձࣾのࣜגに܎る૬ଓ税、ଃ与税の納税༛༧ٴͼ免除制度
　ે税特ผાஔ法ୈ��৚の７　　（ඇ上場ࣜג等についてのଃ与税の納税༛༧ٴͼ免除）
　　　　　　　　ୈ��৚の７の２（ඇ上場ࣜג等についての૬ଓ税の納税༛༧ٴͼ免除）
　　　　　　　　ୈ��৚の７の３（ඇ上場ࣜג等のଃ与者がࢮ๢した場合の૬ଓ税の課税の特ྫ）
　　　　　　　　ୈ��৚の７の （̐ඇ上場ࣜג等のଃ与者がࢮ๢した場合の૬ଓ税の納税༛༧ٴͼ免除）

৚จ

ฏ੒��೥にେ෯֦ॆ

Q6

Q7

出向等の扱いについて

ʲ໰ 　r出ݩ޲๏ਓに͓͚る出޲者のѻ͍に͍ͭてɻ
ʲ౴ 　r　「څ༩౳にॆてるためଞの者ʢ౰֘法人との間に࿈݁׬શࢧ഑ؔ܎があるଞの࿈݁法人をؚ

Ή。ʣかΒࢧ෷いを受けたֹۚ」はڅ༩౳ֹڅࢧかΒ߇除するため、法人の࢖用人がଞの法人に出
させている法޲者を出޲法人ʢ出ݩ޲༩を出څ用人にରする࢖した޲した場合に͓いて、その出޲
人ʣがڅࢧすることとしているときに、出ݩ޲法人が出޲ઌ法人ʢ出ݩ޲法人かΒ出޲者の出޲を
受けている法人ʣかΒࢧ෷を受けた出޲ઌ法人のෛ୲す΂きڅ༩に相౰するֹۚはޏ用者څ༩౳
。除します߇かΒֹڅࢧ

ʲ໰ 　r出޲先๏ਓに͓͚る出޲者のѻ͍に͍ͭてɻ
ʲ౴ 　r　出޲ઌ法人が出ݩ޲法人΁出޲者に܎るڅ༩ෛ୲ۚのֹをࢧ出する場合に͓いて、౰֘出޲ઌ
　　　法人の௞ۚ୆ாに౰֘出޲者をࡌهしているときには、౰֘څ༩ෛ୲ۚのֹは、څ༩౳ֹڅࢧに
　　　ؚまれます。ैͬて、出޲ઌ法人の௞ۚ୆ாにࡌهがແい場合は、౰֘出޲者΁のڅ༩は出޲ઌ
　　　法人のޏ用者څ༩౳ֹڅࢧにはؚまれません。
　

基準事業年度と適用年度の月数が異なる場合

ʲ໰ 　rج४事業年౓（ຢ͸前事業年౓）の月਺が適用年౓の月਺ͱҟͳる場合、Ͳのように͢ࢉܭΕ͹ྑ͍のかɻ
ʲ౴ 　r　基準事業年度の݄਺が適用年度の݄਺とҟなる場合、基準事業年度のޏ用者څ༩౳ֹڅࢧに౰
　　　֘適用年度の݄਺を৐͡て、これを基準事業年度の݄਺で除してࢉܭしたֹۚを基準ޏ用者څ༩
　　　౳ֹڅࢧとします。
　　　　前事業年度と適用年度の݄਺がҟなる場合΋ಉ༷のํ法でൺֱޏ用者څ༩౳ֹڅࢧをࢉܭし
　　　ます。

ʲ໰ 　r৽ઃ๏ਓ౳でج४事業年౓がͳ͍場合Ͳのように͢ࢉܭΕ͹ྑ͍のかɻ
ʲ౴ 　r　基準事業年度がない場合で΋、ຊ税制を適用できます。この場合、基準ޏ用者څ༩౳ֹڅࢧは、
　　　事業を開始しॳめてڅ༩౳をڅࢧした事業年度のޏ用者څ༩౳ֹڅࢧの�0ˋに相౰するֹۚと
　　　するとنఆされています。
　

継続雇用者について

ʲ໰ 　r継続雇用者ͩが、一ൠඃอݥ者に֘౰͢る年౓がย方͠かͳ͍者͸Ͳうѻ͑͹ྑ͍のかɻ
ʲ౴ 　r　継続ޏ用者に֘౰しますが、前事業年度ɾ適用年度のどͪΒかしかҰൠ被อݥ者に֘౰する݄が
　　　ないํについては、適用年度のΈ֘౰する݄があるํは౰݄֘の人਺ɾڅ༩౳と΋にࢉܭにؚめ
　　　ますが、前事業年度のΈ֘౰する݄があるํはその֘౰݄の人਺ɾڅ༩౳はࢉܭにؚめません。

ʲ໰ 　r継続雇用者に֘౰͢る者が̌ਓの場合、適用できͳ͍のかɻ
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事業ঝܧ税制

　ଃ༩税ͱ͸、ੜ前にଃ༩により࢈ࡒをऔಘͨ͠場合にͦのऔಘͨ͠࢈ࡒにかかる税ۚで͢ɻ
　一ൠతに、事業承継࣌に͸事業継続にඞ要ͳ࢈ࢿ（株式、不動࢈౳）もଃ༩税の՝税対象ͱͳり
·͢ɻ
　ଃ༩税に͸、ྐྵ 年՝税੍౓ͱ相続࣌ਫ਼ࢉ՝税੍౓があり·͢ɻՈ族ߏ成΍ߏ࢈ࡒ成౳をߟ慮͠
て、Ͳちらが༗利であるかを൑அ͢るඞ要があり·͢ɻ

ଃ༩税の概要

ྐྵ೥課税制度ͱ૬ଓ࣌ਫ਼ࢉ課税制度のൺֱ

߲໨ ྐྵ೥՝税੍౓ ૬ଓ࣌ਫ਼ࢉ՝税੍౓

֓ཁ
ྐྵ೥ʢ�݄ � ೔かΒ �� ݄ �� ೔まで
の �೥ؒʣຖにその೥中にଃ༩され
たՁֹの合ܭにରしてଃ༩税を課税す
る制౓です。

কདྷ相続関܎にೖる਌かΒࢠ΁のଃ༩につい
て、બ୒制にΑり、ଃ༩࣌にܰݮされたଃ༩
税をೲ෇し、相続࣌に相続税でਫ਼ࢉする課税
制౓です。

ଃ༩ऀ
制ݶແし

Ҏ্の෕฼又は૆෕฼ࡀ��

डଃऀ �� 又はଙࢠҎ্のਪఆ相続ਓであるࡀ

બ୒のಧग़ ෆ要 必要
ʢ஫ʣҰ౓બ୒すれ͹、相続࣌までܧ続ద用。

আ߇ আֹʢຖ೥ʣɿ���ສԁ߇ૅج ඇ課税࿮ɿ�
��� ສԁ
ʢݶ౓ֹまでෳ਺೥にわたり࢖用Մʣ

税཰ আֹを௒えた部෼にରして߇ૅج
��ˋʙ ��ˋのྦྷਐ税཰

ඇ課税࿮を௒えた部෼にରしてҰ律 ��ˋ
の税཰

ద用खଓ
ଃ༩をडけた೥のཌ೥ �݄ ��೔まで
にଃ༩税の申ࠂ書をఏ出し、ೲ税し
ます。

બ୒を։࢝したཌ೥ �݄ ��೔までに、本
制౓をબ୒するࢫの届出書及び申ࠂ書を
ఏ出し、ೲ税します。

૬ଓ࣌ਫ਼ࢉ
相続税とは੾り཭してࢉܭします。
ʢ஫ʣ相続։࢝લ �೥Ҏ಺のଃ༩は相
続ࡒ産にՃࢉ。

相続税の࣌ࢉܭにਫ਼ࢉʢ合ࢉʣします。
ʢ஫ʣଃ༩ࡒ産はଃ༩࣌の࣌ՁでධՁ。

（̏）૬ଓ税ֹのࢉܭ

　૬ଓ税額の計算は、まͣ法定૬ଓ人の਺と法定૬ଓ෼を基に૬ଓ税の૯額を計算し、それを֤人の取ಘ
。の納税額を計算しますࡍ産額にԠじて҈෼して࣮ࡒ

　๏ఆ૬ଓ෼に
ԠͣΔऔಘֹۚ 税཰ আֹ߇

1
000 ສԁҎ下 ��� �ສԁ
�
000 ສԁҎ下 ��� �� ສԁ
�
000 ສԁҎ下 ��� ��� ສԁ

1 ԯԁҎ下 ��� ��� ສԁ
2 ԯԁҎ下 ��� �
��� ສԁ
� ԯԁҎ下 ��� �
��� ສԁ
� ԯԁҎ下 ��� �
��� ສԁ
� ԯԁ　௒ ��� �
��� ສԁ

 
 
 

૬ଓ税ֹのࢉܭ例

※法定૬ଓ෼は、ຽ法で次のとおり定められています。
　ᶃ഑ۮ者とڙࢠが૬ଓ人の場合　　　഑ۮ者　���　ڙࢠ（�人以上のときはશһで）���
　②഑ۮ者と௚ܥଚଐが૬ଓ人の場合　　഑ۮ者　���　௚ܥଚଐ	�人以上のときはશһで
���
　③഑ۮ者とܑఋ࢞ຓが૬ଓ人の場合　　഑ۮ者　���　ܑఋ࢞ຓ（�人以上のときはશһで）���
　なお、ڙࢠ、ܑ ఋ࢞ຓ等がそれͧれ�人以上いるときは、原則としてۉ等に෼けます。

ʲྫࢉܭʳ

̦ɽ相続1࢈ࡒԯԁを、๏定相続ਓである子（̖ͱ̗ɻ྆者ͱも成ਓ）2ਓで相続（ ɿ̖�
���
　　ສԁ、̗ɿ2
���ສԁ）͢ る場合の相続税͸͍ ら͘で͢かʁ

̖ɽ࣍のようにͳり·͢ɻ
　　（՝税Ҩ࢈૯ֹ）　1ԯԁ （ɻ�
���ສԁʴ���ສԁʷ2）�ʹ�5
���ສԁ
　　（๏定相続෼˞による֤औಘֹۚ）　　����5
���ສԁʷ1�2ʹ2
���ສԁ
　　（1ਓ෼の相続税ֹ）���2
���ສԁʷ15ˋʵ5�ສԁʹ������5ສԁ
　　（相続税の૯ֹ）　　　��5ສԁʷ2ਓʹ������������������������������ສԁ
　　（子̖の相続税ֹ）　　���ສԁʷ�
���ສԁ�1ԯԁʹ�1�ສԁ
　　（子̗の相続税ֹ）　　���ສԁʷ2
���ສԁ�1ԯԁʹ154ສԁ
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る制౓です。
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にଃ༩税の申ࠂ書をఏ出し、ೲ税し
ます。

બ୒を։࢝したཌ೥ �݄ ��೔までに、本
制౓をબ୒するࢫの届出書及び申ࠂ書を
ఏ出し、ೲ税します。

૬ଓ࣌ਫ਼ࢉ
相続税とは੾り཭してࢉܭします。
ʢ஫ʣ相続։࢝લ �೥Ҏ಺のଃ༩は相
続ࡒ産にՃࢉ。

相続税の࣌ࢉܭにਫ਼ࢉʢ合ࢉʣします。
ʢ஫ʣଃ༩ࡒ産はଃ༩࣌の࣌ՁでධՁ。

（̏）૬ଓ税ֹのࢉܭ

　૬ଓ税額の計算は、まͣ法定૬ଓ人の਺と法定૬ଓ෼を基に૬ଓ税の૯額を計算し、それを֤人の取ಘ
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̦ɽ相続1࢈ࡒԯԁを、๏定相続ਓである子（̖ͱ̗ɻ྆者ͱも成ਓ）2ਓで相続（ ɿ̖�
���
　　ສԁ、̗ɿ2
���ສԁ）͢ る場合の相続税͸͍ ら͘で͢かʁ
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　　（՝税Ҩ࢈૯ֹ）　1ԯԁ （ɻ�
���ສԁʴ���ສԁʷ2）�ʹ�5
���ສԁ
　　（๏定相続෼˞による֤औಘֹۚ）　　����5
���ສԁʷ1�2ʹ2
���ສԁ
　　（1ਓ෼の相続税ֹ）���2
���ສԁʷ15ˋʵ5�ສԁʹ������5ສԁ
　　（相続税の૯ֹ）　　　��5ສԁʷ2ਓʹ������������������������������ສԁ
　　（子̖の相続税ֹ）　　���ສԁʷ�
���ສԁ�1ԯԁʹ�1�ສԁ
　　（子̗の相続税ֹ）　　���ສԁʷ2
���ສԁ�1ԯԁʹ154ສԁ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

法
人
税
率
の

軽
減

欠
損
金
の

繰
越
控
除

欠
損
金
の

繰
戻
還
付

交
際
費
課
税

の
特
例

中
小
企
業

投
資
促
進
税
制

生
産
性
向
上
設
備

投
資
促
進
税
制

商
業
・
サ
ー
ビ
ス
業

・
農
林
水
産
業
活
性

化
税
制

少
額
減
価
償
却

資
産
の
特
例

環
境
関
連
投
資

促
進
税
制

（
グ
リ
ー
ン
投
資
減
税
）

固
定
資
産
税
の

特
例
措
置

研
究
開
発

税
制

雇
用
促
進

税
制

所
得
拡
大

促
進
税
制

事
業
承
継

税
制

消
費
税
の

特
例

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

法
人
税
率
の

軽
減

欠
損
金
の

繰
越
控
除

欠
損
金
の

繰
戻
還
付

交
際
費
課
税

の
特
例

中
小
企
業

投
資
促
進
税
制

生
産
性
向
上
設
備

投
資
促
進
税
制

商
業
・
サ
ー
ビ
ス
業

・
農
林
水
産
業
活
性

化
税
制

少
額
減
価
償
却

資
産
の
特
例

環
境
関
連
投
資

促
進
税
制

（
グ
リ
ー
ン
投
資
減
税
）

固
定
資
産
税
の

特
例
措
置

研
究
開
発

税
制

雇
用
促
進

税
制

所
得
拡
大

促
進
税
制

事
業
承
継

税
制

消
費
税
の

特
例

ࣄ14
ۀ
ঝ
ܧ

税
੍ 14 ࣄ

ۀ
ঝ
ܧ

税
੍



事業ঝܧ税制
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˔૬ଓ開始後�Χ月໨までに申੥
　※定ٴ׺ͼגओ໊฽のࣸし、ొ 記事߲ূ໌ॻ、ै 業һ਺ূ໌ॻ等をఴ付します。

˔৹ࠪ後、ೝ定ॻのަ付

˔ೝ定ॻのࣸしとともに、૬ଓ税の申告ॻ等をఏग़
　※定ٴ׺ͼגओ໊฽のࣸし、ొ 記事߲ূ໌ॻ等をఴ付します。

˔納税༛༧税額ٴͼརࢠ税の額にݟ合͏୲อをఏڙ
　※୲อɿ特ྫを受けるඇ上場ࣜגのશてを୲อఏڙすれ͹、納税༛༧税額ٴͼརࢠ税
　　の額にݟ合͏୲อఏڙがあったものとみなされます。

΁「年次ใ告ॻ」をఏग़（年�ճ）ہ産業ࡁܦ˔
　※ೝ定࣌の要件を引きଓきҡ࣋していることなͲをใ告します。

˔税務ॺ΁「ܧଓಧग़ॻ」をఏग़（年�ճ）
　※引きଓき納税༛༧の特ྫを受けたいࢫなͲをಧけग़ます。

˔税務ॺ΁「ܧଓಧग़ॻ」をఏग़（３年に�ճ）
　※引きଓき納税༛༧の特ྫを受けたいࢫなͲをಧけग़ます。

ඇ্৔ձࣾのࣜגに܎る૬ଓ税の納税༛༧ٴͼ免除制度

　後ܧ者が、૬ଓにΑりඇ上場ձࣾのࣜגを取ಘし、一定の要件を満たす場合（次ϖʔδ参照。）には、後ܧ
者が૬ଓ前からطにอ༗していたܾٞࣜגݖをؚめて、ൃ 行׬ࡁશܾٞࣜגݖ૯਺の���にୡするまでの
෦෼について、課税Ձ֨の��ˋに対Ԡする૬ଓ税の納税が༛༧ٴͼ免除されます。

खଓ͖のྲྀれ

૬ଓ税の納税༛༧ٴͼ免除制度の概要

　

 
 
 

ྐྵ೥課税制度の税཰ද

ྐྵ೥課税ͱ૬ଓ࣌ਫ਼ࢉ税のબ୒適用

　ଃ与者がෳ਺の場合には、ଃ与者͝とにྐྵ年課税と૬ଓ࣌ਫ਼算課税の選択適用ができます（ਤ１）。
　また、受ଃ者がෳ਺の場合には、その受ଃ者͝とに選択することもできます（ਤ２）。

※௚ܥ൰ଐの税率ཝは、ࡀ��以上であり、かつଃ与者の௚ܥ൰ଐである受ଃ者が対象となります。
　௚ܥ൰ଐとはࢠ΍ଙなͲのことですが、ࢠ΍ଙなͲの഑ۮ者はؚまれまͤΜ。
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事業ঝܧ税制

༛༧ܧଓଃ༩

　�年ܦա後に、後ܧ者が「༛༧ܧଓଃ与」を行った場合、後ܧ者の納税༛༧税額が免除されます。（૬ଓ税、
ଃ与税ڞに）

　通ৗ、事業ঝܧ税制を׆用したࣜגをଃ与ຢは譲渡した場合、納税༛༧は取り消され、納税義務がൃੜし
ます。ただし、上記ਤの༛༧ܧଓଃ与がなされた場合、納税༛༧が免除されます。
　「༛༧ܧଓଃ与」とは、納税༛༧を受けている後ܧ者（２代໨ܦ営者）が、ࣜגを次の後ܧ者（３代໨ܦ営者）
にଃ与し、その後ܧ者（３代໨ܦ営者）が納税༛༧を受ける場合におけるଃ与をいいます�	上記ਤ③参照
�。
　後ܧ者（２代໨ܦ営者）の納税༛༧税額の͏ͪ 、次の後ܧ者（３代໨ܦ営者）が納税༛༧を受けるࣜגに対
Ԡする෦෼が免除されます。

૬ଓ税の納税༛༧ٴͼ免除に͍ͭͯの要件આ໌

ᶃ先代経営者（ඃ相続ਓ）要件
・ձࣾ代ද者であったこと
・૬ଓの開始の௚前において、ઌ代ܦ営者とಉ଒ؔ܎者（਌଒等）でൃ行ࣜגݖܾٞࡁ૯਺の��ˋ超のࣜג
をอ༗し、かつ、ಉ଒ؔ܎者内（後ܧ者を除く）でච಄גओであったこと　等

ᶄ後継者（相続ਓ）要件
・૬ଓ開始の௚前において対象ձࣾの໾һ（ઌ代ܦ営者の਌଒以֎の方も適用されます）であること
・૬ଓの開始後、後ܧ者とಉ଒ؔ܎者（਌଒等）でൃ行ࣜגݖܾٞࡁ૯਺の��ˋ超のࣜגをอ༗し、かつ、
ಉ଒内でච಄גओとなること　等

ᶅ対象会社要件
・தখا業であること
　தখا業とは下のදの資ຊۚຢはै業һ਺のいͣれかの要件を満たしているا業です。

・上場ձࣾ、෩ଏ営業ձࣾに該当しないこと
・資産؅ཧձ （ࣾࣗら࢖用していないෆಈ産等が��ˋ以上あるձࣾ΍これらの特定の資産のӡ用ऩ入が��ˋ
以上のձࣾ）ではないこと
※ただし、一定の事業࣮ଶ（ै業һ਺、ళฮ事務ॴの༗ແ、事業内༰等）がある場合には、資産؅ཧձࣾに該
当しないものとみなされます。　

ᶆ事業継続要件
　納税༛༧をܧଓするためには、以下にࣔす要件を満たす必要があります。（ ɿ˓要件を満たす必要がある、
ɿɻ要件を満たす必要がない）。要件を満たさなくなった場合、納税義務がൃੜします。

ᶇ納税猶予ֹが໔除ͱͳるέʔス
　ओに以下のΑ͏な場合には、શ෦ຢは一෦の納税༛༧額が免除されます。（免除にؔするৄࡉは、د࠷りの
税務ॺにお໰合ͤください。）
・後ܧ者（૬ଓ人）がࢮ๢した場合
・�年ܦա後に、ձࣾがഁ産ຢは特ผਗ਼算した場合
・�年ܦա後に、後ܧ者が༛༧ܧଓଃ与	次ϖʔδ参照
を行った場合　等
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産؅ཧձࣾに֘౰しない͜とࢿ
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※༛༧ܧଓଃ与とは、上記ᶃ～ᶆが行Θれた場合の③のଃ与をいいます。
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༛༧ܧଓଃ༩

　�年ܦա後に、後ܧ者が「༛༧ܧଓଃ与」を行った場合、後ܧ者の納税༛༧税額が免除されます。（૬ଓ税、
ଃ与税ڞに）

　通ৗ、事業ঝܧ税制を׆用したࣜגをଃ与ຢは譲渡した場合、納税༛༧は取り消され、納税義務がൃੜし
ます。ただし、上記ਤの༛༧ܧଓଃ与がなされた場合、納税༛༧が免除されます。
　「༛༧ܧଓଃ与」とは、納税༛༧を受けている後ܧ者（２代໨ܦ営者）が、ࣜגを次の後ܧ者（３代໨ܦ営者）
にଃ与し、その後ܧ者（３代໨ܦ営者）が納税༛༧を受ける場合におけるଃ与をいいます�	上記ਤ③参照
�。
　後ܧ者（２代໨ܦ営者）の納税༛༧税額の͏ͪ 、次の後ܧ者（３代໨ܦ営者）が納税༛༧を受けるࣜגに対
Ԡする෦෼が免除されます。

૬ଓ税の納税༛༧ٴͼ免除に͍ͭͯの要件આ໌

ᶃ先代経営者（ඃ相続ਓ）要件
・ձࣾ代ද者であったこと
・૬ଓの開始の௚前において、ઌ代ܦ営者とಉ଒ؔ܎者（਌଒等）でൃ行ࣜגݖܾٞࡁ૯਺の��ˋ超のࣜג
をอ༗し、かつ、ಉ଒ؔ܎者内（後ܧ者を除く）でච಄גओであったこと　等

ᶄ後継者（相続ਓ）要件
・૬ଓ開始の௚前において対象ձࣾの໾һ（ઌ代ܦ営者の਌଒以֎の方も適用されます）であること
・૬ଓの開始後、後ܧ者とಉ଒ؔ܎者（਌଒等）でൃ行ࣜגݖܾٞࡁ૯਺の��ˋ超のࣜגをอ༗し、かつ、
ಉ଒内でච಄גओとなること　等

ᶅ対象会社要件
・தখا業であること
　தখا業とは下のදの資ຊۚຢはै業һ਺のいͣれかの要件を満たしているا業です。

・上場ձࣾ、෩ଏ営業ձࣾに該当しないこと
・資産؅ཧձ （ࣾࣗら࢖用していないෆಈ産等が��ˋ以上あるձࣾ΍これらの特定の資産のӡ用ऩ入が��ˋ
以上のձࣾ）ではないこと
※ただし、一定の事業࣮ଶ（ै業һ਺、ళฮ事務ॴの༗ແ、事業内༰等）がある場合には、資産؅ཧձࣾに該
当しないものとみなされます。　

ᶆ事業継続要件
　納税༛༧をܧଓするためには、以下にࣔす要件を満たす必要があります。（ ɿ˓要件を満たす必要がある、
ɿɻ要件を満たす必要がない）。要件を満たさなくなった場合、納税義務がൃੜします。

ᶇ納税猶予ֹが໔除ͱͳるέʔス
　ओに以下のΑ͏な場合には、શ෦ຢは一෦の納税༛༧額が免除されます。（免除にؔするৄࡉは、د࠷りの
税務ॺにお໰合ͤください。）
・後ܧ者（૬ଓ人）がࢮ๢した場合
・�年ܦա後に、ձࣾがഁ産ຢは特ผਗ਼算した場合
・�年ܦա後に、後ܧ者が༛༧ܧଓଃ与	次ϖʔδ参照
を行った場合　等
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※༛༧ܧଓଃ与とは、上記ᶃ～ᶆが行Θれた場合の③のଃ与をいいます。
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事業ঝܧ税制

ଃ༩税の納税༛༧ٴͼ免除に͍ͭͯの要件આ໌

ᶃ先代経営者（ଃ༩者）要件
・ձࣾ代ද者であったこと
˒ଃ༩࣌·でに、代ද者を退任͢る͜ ͱ（༗څ役員ͱ͠ て࢒る͜ ͱ͸Մೳ）
・ଃ与の௚前において、ઌ代ܦ営者とಉ଒ؔ܎者（਌଒等）でൃ行ࣜגݖܾٞࡁ૯਺の��ˋ超のࣜגをอ༗
し、かつ、ಉ଒内（後ܧ者を除く）でච಄גओであったこと　等

ᶄ後継者（डଃ者）要件
・ձࣾの代ද者（ઌ代ܦ営者の਌଒֎の方も適用されます）であること
Ҏ্、かͭ役員ब任から３年Ҏ্経աࡀ�2˒ て͍͠る͜ ͱ
・ଃ与後後ܧ者とಉ଒ؔ܎者（਌଒等）でൃ行ࣜגݖܾٞࡁ૯਺の��ˋ超のࣜגをอ༗し、かつ、ಉ଒内でච
಄גओとなること　等

ᶅ対象会社要件
・தখا業であること（��ϖʔδ参照）　
・上場ձࣾ、෩ଏ営業ձࣾに該当しないこと
・資産؅ཧձ （ࣾࣗら࢖用していないෆಈ産等が��ˋ以上あるձࣾ΍これらの特定の資産のӡ用ऩ入が
��ˋ以上のձࣾ）ではないこと
※ただし、一定の事業࣮ଶ（ै業һ਺、ళฮ事務ॴの༗ແ、事業内༰等）がある場合には、資産؅ཧձࣾに該
当しないものとみなされます。

ᶆ事業継続要件
　納税༛༧をܧଓするためには、以下にࣔす要件を満たす必要があります。（ ɿ˓要件を満たす必要がある、
ɿɻ要件を満たす必要がない）。要件を満たさなくなった場合、納税義務がൃੜします。

ᶇ納税猶予ֹが໔除ͱͳるέʔス
　ओに以下のΑ͏ な場合には、શ෦ຢは一෦の納税༛༧額が免除されます。
（免除にؔするৄࡉは、د࠷りの税務ॺにお໰合ͤください。）
・後ܧ者（受ଃ者）、ઌ代ܦ営者（ଃ与者）がࢮ๢した場合
・�年ܦա後に、ձࣾがഁ産ຢは特ผਗ਼算した場合
・�年ܦա後に、後ܧ者が༛༧ܧଓଃ与	1��参照
を行った場合　等

　˒ҹのついた߲໨は相続税の納税༛༧制度との相ҧ఺です。

૬ଓ੫ͱଃ༩੫の੍౓͸
て͍る͚Εど、গ͠ҧࣅ
うͱ͜Ζ΋͋るかΒ஫ҙ
͠てͶɻ

。にお໰߹ͤ͘だ͞いہ業࢈ࡁܦ֤、税੍のೝఆについて͸ܧ業ঝࣄ■
๺ւಓ経࢈ࡁ業ہ� தখا業՝ɿ�11�����1���（௚௨）� �ہ業࢈ࡁ経ـۙ தখا業՝ɿ����������2�	௚௨）
౦๺経࢈ࡁ業ہ� தখا業՝ɿ�22�221�4�22（௚௨）� �ہ業࢈ࡁ経ࠃ࢛ தখا業՝ɿ�����11��52�	௚௨）
ؔ౦経࢈ࡁ業ہ� தখا業՝ɿ�4��������2�（௚௨）� ۝भ経࢈ࡁ業ہ� தখا業ۚ༥ ɿࣨ��2�4�2�544�（௚௨）
த෦経࢈ࡁ業ہ� தখا業՝ɿ�52��51�2�4�（௚௨）� ԭೄ૯合事務ہ� தখا業՝ɿ��������1�55	௚௨）
தࠃ経࢈ࡁ業ہ� தখا業՝ɿ��2�224�5��1（௚௨）
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ඇ্৔ձࣾのࣜגのଃ༩が͋ͬͨ৔߹の特例ાஔ
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˔ଃ与のཌ年�月��日までに申੥
　※定ٴ׺ͼגओ໊฽のࣸし、ొ 記事߲ূ໌ॻ、ै 業һ਺ূ໌ॻ等をఴ付します。

˔৹ࠪ後、ೝ定ॻのަ付

˔ೝ定ॻのࣸしとともに、ଃ与税の申告ॻ等をఏग़
　※定ٴ׺ͼגओ໊฽のࣸし、ొ 記事߲ূ໌ॻ等をఴ付します。

˔納税༛༧税額ٴͼརࢠ税の額にݟ合͏୲อをఏڙ
　※୲อɿ特ྫを受けるඇ上場ࣜגのશてを୲อఏڙすれ͹、納税༛༧税額ٴͼརࢠ税
　　の額にݟ合͏୲อఏڙがあったものとみなされます。

΁「年次ใ告ॻ」をఏग़（年�ճ）ہ産業ࡁܦ˔
※ೝ定࣌の要件を引きଓきҡ࣋していることなͲをใ告します。

˔税務ॺ΁「ܧଓಧग़ॻ」をఏग़（年�ճ）
　※引きଓき納税༛༧の特ྫを受けたいࢫなͲをಧけग़ます。

˔税務ॺ΁「ܧଓಧग़ॻ」をఏग़（３年に�ճ）
　※引きଓき納税༛༧の特ྫを受けたいࢫなͲをಧけग़ます。

ඇ্৔ձࣾのࣜגに܎るଃ༩税の納税༛༧ٴͼ免除制度

　後ܧ者が、ઌ代ܦ営者から一定以上のࣗࣾࣜגのଃ与を受け、一定の要件を満たす場合（次ϖʔδ参照。）
には、ଃ与前から後ܧ者がطにอ༗していたܾٞࣜגݖをؚめൃ行׬ࡁશܾٞࣜגݖ૯਺の���にୡする
までの෦෼について、ଃ与税のશ額の納税が༛༧ٴͼ免除されます。

खଓ͖のྲྀれ

ଃ༩税の納税༛༧ٴͼ免除制度の概要

　

ᶆ５年間ͷܧۀࣄଓཁ݅ ᶆ５年ܦաޙ

税຿ॺ΁ͷఏग़

૯਺ͷ���·Ͱࣜגݖܾٞ˞
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ଃ༩税の納税༛༧ٴͼ免除に͍ͭͯの要件આ໌

ᶃ先代経営者（ଃ༩者）要件
・ձࣾ代ද者であったこと
˒ଃ༩࣌·でに、代ද者を退任͢る͜ ͱ（༗څ役員ͱ͠ て࢒る͜ ͱ͸Մೳ）
・ଃ与の௚前において、ઌ代ܦ営者とಉ଒ؔ܎者（਌଒等）でൃ行ࣜגݖܾٞࡁ૯਺の��ˋ超のࣜגをอ༗
し、かつ、ಉ଒内（後ܧ者を除く）でච಄גओであったこと　等

ᶄ後継者（डଃ者）要件
・ձࣾの代ද者（ઌ代ܦ営者の਌଒֎の方も適用されます）であること
Ҏ্、かͭ役員ब任から３年Ҏ্経աࡀ�2˒ て͍͠る͜ ͱ
・ଃ与後後ܧ者とಉ଒ؔ܎者（਌଒等）でൃ行ࣜגݖܾٞࡁ૯਺の��ˋ超のࣜגをอ༗し、かつ、ಉ଒内でච
಄גओとなること　等

ᶅ対象会社要件
・தখا業であること（��ϖʔδ参照）　
・上場ձࣾ、෩ଏ営業ձࣾに該当しないこと
・資産؅ཧձ （ࣾࣗら࢖用していないෆಈ産等が��ˋ以上あるձࣾ΍これらの特定の資産のӡ用ऩ入が
��ˋ以上のձࣾ）ではないこと
※ただし、一定の事業࣮ଶ（ै業һ਺、ళฮ事務ॴの༗ແ、事業内༰等）がある場合には、資産؅ཧձࣾに該
当しないものとみなされます。

ᶆ事業継続要件
　納税༛༧をܧଓするためには、以下にࣔす要件を満たす必要があります。（ ɿ˓要件を満たす必要がある、
ɿɻ要件を満たす必要がない）。要件を満たさなくなった場合、納税義務がൃੜします。

ᶇ納税猶予ֹが໔除ͱͳるέʔス
　ओに以下のΑ͏ な場合には、શ෦ຢは一෦の納税༛༧額が免除されます。
（免除にؔするৄࡉは、د࠷りの税務ॺにお໰合ͤください。）
・後ܧ者（受ଃ者）、ઌ代ܦ営者（ଃ与者）がࢮ๢した場合
・�年ܦա後に、ձࣾがഁ産ຢは特ผਗ਼算した場合
・�年ܦա後に、後ܧ者が༛༧ܧଓଃ与	1��参照
を行った場合　等

　˒ҹのついた߲໨は相続税の納税༛༧制度との相ҧ఺です。

૬ଓ੫ͱଃ༩੫の੍౓͸
て͍る͚Εど、গ͠ҧࣅ
うͱ͜Ζ΋͋るかΒ஫ҙ
͠てͶɻ

。にお໰߹ͤ͘だ͞いہ業࢈ࡁܦ֤、税੍のೝఆについて͸ܧ業ঝࣄ■
๺ւಓ経࢈ࡁ業ہ� தখا業՝ɿ�11�����1���（௚௨）� �ہ業࢈ࡁ経ـۙ தখا業՝ɿ����������2�	௚௨）
౦๺経࢈ࡁ業ہ� தখا業՝ɿ�22�221�4�22（௚௨）� �ہ業࢈ࡁ経ࠃ࢛ தখا業՝ɿ�����11��52�	௚௨）
ؔ౦経࢈ࡁ業ہ� தখا業՝ɿ�4��������2�（௚௨）� ۝भ経࢈ࡁ業ہ� தখا業ۚ༥ ɿࣨ��2�4�2�544�（௚௨）
த෦経࢈ࡁ業ہ� தখا業՝ɿ�52��51�2�4�（௚௨）� ԭೄ૯合事務ہ� தখا業՝ɿ��������1�55	௚௨）
தࠃ経࢈ࡁ業ہ� தখا業՝ɿ��2�224�5��1（௚௨）
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˔ଃ与のཌ年�月��日までに申੥
　※定ٴ׺ͼגओ໊฽のࣸし、ొ 記事߲ূ໌ॻ、ै 業һ਺ূ໌ॻ等をఴ付します。

˔৹ࠪ後、ೝ定ॻのަ付

˔ೝ定ॻのࣸしとともに、ଃ与税の申告ॻ等をఏग़
　※定ٴ׺ͼגओ໊฽のࣸし、ొ 記事߲ূ໌ॻ等をఴ付します。

˔納税༛༧税額ٴͼརࢠ税の額にݟ合͏୲อをఏڙ
　※୲อɿ特ྫを受けるඇ上場ࣜגのશてを୲อఏڙすれ͹、納税༛༧税額ٴͼརࢠ税
　　の額にݟ合͏୲อఏڙがあったものとみなされます。

΁「年次ใ告ॻ」をఏग़（年�ճ）ہ産業ࡁܦ˔
※ೝ定࣌の要件を引きଓきҡ࣋していることなͲをใ告します。

˔税務ॺ΁「ܧଓಧग़ॻ」をఏग़（年�ճ）
　※引きଓき納税༛༧の特ྫを受けたいࢫなͲをಧけग़ます。

˔税務ॺ΁「ܧଓಧग़ॻ」をఏग़（３年に�ճ）
　※引きଓき納税༛༧の特ྫを受けたいࢫなͲをಧけग़ます。

ඇ্৔ձࣾのࣜגに܎るଃ༩税の納税༛༧ٴͼ免除制度

　後ܧ者が、ઌ代ܦ営者から一定以上のࣗࣾࣜגのଃ与を受け、一定の要件を満たす場合（次ϖʔδ参照。）
には、ଃ与前から後ܧ者がطにอ༗していたܾٞࣜגݖをؚめൃ行׬ࡁશܾٞࣜגݖ૯਺の���にୡする
までの෦෼について、ଃ与税のશ額の納税が༛༧ٴͼ免除されます。

खଓ͖のྲྀれ

ଃ༩税の納税༛༧ٴͼ免除制度の概要
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ձࣾのن໛による۠෼ͱධՁํࣜ

ձࣾن໛൑定ද

　支഑גओの原則తධՁ方ࣜは、ձࣾのن໛にΑってҟなります。ձࣾのن໛にԠじて、下記のදの「原則」
と記ࡌのあるධՁ方ࣜを用います。ただし、納税者の選択にΑって「ྫ֎」と記ࡌのあるධՁ方ࣜを用いる
こともできます。

ձࣾのن໛ 業छൺ४ํࣜࣅྨ ซ用ํࣜ ७࢈ࢿՁֹํࣜ

େձࣾ ଇݪ ྫ֎

中
ձ
ࣾ

େ ྫ֎
中 ྫ֎
小 ྫ֎

小ձࣾ ଇݪ

૯࢈ࢿՁֹ
ʢா฽Ձֹʣ

ै業һ਺

೥ؒのऔҾֹۚ
ձࣾのن໛と

- のׂ߹
Էച業 小ച・αーϏ

ε業
Էച業・小ച・ Էച業・小ച・
αーϏε業
Ҏ֎

Էച業 小ച・αーϏ
ε業 αーϏε業

Ҏ֎
��ԯԁҎ্ ��ԯԁҎ্ ��ԯԁҎ্ ��ਓ௒ ��ԯԁҎ্ ��ԯԁҎ্ ��ԯԁҎ্ 大ձࣾ

��ԯԁҎ্ �ԯԁҎ্ �ԯԁҎ্ ��ਓ௒ ��ԯԁҎ্ ��ԯԁҎ্ ��ԯԁҎ্ 中ձࣾの大
-ʹ ����

� ԯԁҎ্ �ԯԁҎ্ �ԯԁҎ্ ��ਓ௒
��ਓҎ下 ��ԯԁҎ্ �ԯԁҎ্ �ԯԁҎ্ 中ձࣾの中

-ʹ ����
�
��� ສԁ
Ҏ্

�
��� ສԁ
Ҏ্

�
��� ສԁ
Ҏ্

�ਓ௒
��ਓҎ下 �ԯԁҎ্ �
��� ສԁ

Ҏ্
�
��� ສԁ
Ҏ্

中ձࣾの小
-ʹ ����

�
��� ສԁ
ະຬ

�
��� ສԁ
ະຬ

�
��� ສԁ
ະຬ �ਓҎ下 �ԯԁະຬ �
��� ສԁ

ະຬ
�
��� ສԁ
ະຬ 小ձࣾ

（Π） （ϩ） （ϋ）

ᶃ　૯資産Ձ額基準ʤΠʥとै業һ਺基準ʤϩʥとのいͣれか下Ґの۠෼を࠾用します。
②　ᶃと取引ۚ額基準ʤϋʥのいͣれか上Ґの۠෼にΑりձࣾن໛を判定します。

ɹै業員਺100人以上 大会社

ɹै業員਺100人未満 下記の表により
会社ن໛൑定

※国税ிの̝̥で、類ࣅ業種ൺ準方ࣜにΑりධՁする場合に必要となる業種໨ผのג��当たりの഑当
　ۚ額、རӹۚ額、७資産Ձ額ٴͼגՁが֤年ຖにࡌܝされていますので、御参照ください。

https://www.Ota.go.jp/shiSaCeSu/zeiho�LaishaLu/tsutatsu/LoCetsu/hZoLa/zaisaO.htm

　தখا業の事業承継に͓͚る相続税・ଃ༩税の納税猶予ٴͼ໔除੍౓の活用に౰ͨって͸、ࣗ 社のඇ্
場株式のՁ஋をධՁ͢るඞ要があり·͢ɻ
　ඇ্場のதখا業の株式͸ʮऔҾ相場のͳ͍株式ʯで͢ɻʮऔҾ相場のͳ͍株式ʯͱ͸、શࠃの֤ۚ༥঎඼
औҾॴに্場͞Εて͍る株式ٴͼ気配相場౳のある株式Ҏ外の株式を͍͍·͢ɻ

ʮऔҾ૬৔のͳ͍ࣜגʯのධՁํ法

ଇతධՁํࣜのධՁݪ

　原則తධՁ方ࣜには、類ࣅ業種ൺ準方ࣜと७資産Ձ額方ࣜがあります。

　類ࣅ業छൺ४方式

ʹ業種ൺ準Ձ額ࣅ当たり類ג�

類ࣅ業種ൺ準גՁ�ʷ�഑当ൺ準஋ʴ３ʷརӹൺ準஋े७資産	฽Ձ
ൺ準஋�ʷ�Ꮥऌ率

	Ꮥऌ率ɿେձࣾʹ���　தձࣾʹ���　　খձࣾʹ���

	஫
ൺ準஋�対象ձࣾと上場ا業	標ຊ
のそれͧれの１ג当たりの஋をൺֱしたൺ率

　७࢈ࢿՁֹ方式

ʹ当たりの७資産Ձ額ג�

	஫
૬ଓ税ධՁ額とா฽Ձ額にΑる७資産Ձ額のࠩ額の��ˋ૬当額ですがŊϚΠφεとなる場合はň�ŉで計算します。

特例తධՁํࣜのධՁ

　特ྫతධՁ方ࣜのධՁには、഑当ؐ元Ձ額方ࣜがあります。഑当ؐ元Ձ額方ࣜとは、ա２ڈ年間の平ۉ
഑当ۚ額を��ˋのར率でׂり໭して、ࣜגのՁ額をٻめΑ と͏する方ࣜです。ಉ଒גओ以֎のגओٴͼಉ
଒גओの͏ͪ一定のগ਺ࣜגॴ༗者が取ಘしたࣜגについては、ձࣾのن໛にかかΘらͣ഑当ؐ元Ձ額
方ࣜとい͏特ྫతධՁ方法にΑってධՁをします。その計算方法は次の通りです。

　配౰ؐݩՁֹ方式

഑当ؐ元Ձ額ʹ

�

૬ଓ税ධՁ額にΑる
　　૯資産Ձ額 ෛ࠴の合計額

ൃ行ࣜגࡁ਺

ධՁࠩ額の法人税額等
　　　૬当額	஫
ʵ ʵ

そのࣜגに܎る
年഑当ۚ額（஫）
　　��ˋ

そのࣜגの１ג当たりの
　　　資ຊۚ等の額
　　　　��円

	஫
年഑当ۚ額ʹ　
௚前期຤以前２年間の഑当ۚ額

�
当たりの資ຊۚ等の額をג�
��円とした場合のൃ行ࣜגࡁ਺

	஫
年഑当ۚ額が�円��મະ満となる場合Ŋຢはແ഑の場合は２円��મとします。

ධՁ্の۠෼

　「取引૬場のないࣜג」のධՁの方法は、そのࣜגを取ಘした者にΑってҟなります。ಉ଒גओ等が取ಘ
した場合は原則తධՁ方ࣜでධՁし、それ以֎の者が取ಘした場合は特ྫతධՁ方 （ࣜ഑当ؐ元方ࣜ）でධ
Ձします。

　ಉ଒גओとは、ٞ ओגにଐしている（者܎ओのಉ଒ؔגओとそのג）合が��ˋ以上であるάϧʔϓׂݖܾ
をいいます。ಉ଒גओ以֎にも、ٞ ओが取ಘすג合が��ˋ以上であるάϧʔϓにଐしている一定のׂݖܾ
る場合も原則తධՁ方ࣜが適用されます。

औ引相場のない
株式

同族株ओ等

同族株ओ等以外

ଇత評価ํ式ݪ

ಛྫత評価ํ式

非上場会社の株式って、どう
やって値段がわかるの？
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ձࣾのن໛による۠෼ͱධՁํࣜ

ձࣾن໛൑定ද

　支഑גओの原則తධՁ方ࣜは、ձࣾのن໛にΑってҟなります。ձࣾのن໛にԠじて、下記のදの「原則」
と記ࡌのあるධՁ方ࣜを用います。ただし、納税者の選択にΑって「ྫ֎」と記ࡌのあるධՁ方ࣜを用いる
こともできます。

ձࣾのن໛ 業छൺ४ํࣜࣅྨ ซ用ํࣜ ७࢈ࢿՁֹํࣜ

େձࣾ ଇݪ ྫ֎

中
ձ
ࣾ

େ ྫ֎
中 ྫ֎
小 ྫ֎

小ձࣾ ଇݪ

૯࢈ࢿՁֹ
ʢா฽Ձֹʣ

ै業һ਺

೥ؒのऔҾֹۚ
ձࣾのن໛と

- のׂ߹
Էച業 小ച・αーϏ

ε業
Էച業・小ച・ Էച業・小ച・
αーϏε業
Ҏ֎

Էച業 小ച・αーϏ
ε業 αーϏε業

Ҏ֎
��ԯԁҎ্ ��ԯԁҎ্ ��ԯԁҎ্ ��ਓ௒ ��ԯԁҎ্ ��ԯԁҎ্ ��ԯԁҎ্ 大ձࣾ

��ԯԁҎ্ �ԯԁҎ্ �ԯԁҎ্ ��ਓ௒ ��ԯԁҎ্ ��ԯԁҎ্ ��ԯԁҎ্ 中ձࣾの大
-ʹ ����

� ԯԁҎ্ �ԯԁҎ্ �ԯԁҎ্ ��ਓ௒
��ਓҎ下 ��ԯԁҎ্ �ԯԁҎ্ �ԯԁҎ্ 中ձࣾの中

-ʹ ����
�
��� ສԁ
Ҏ্

�
��� ສԁ
Ҏ্

�
��� ສԁ
Ҏ্

�ਓ௒
��ਓҎ下 �ԯԁҎ্ �
��� ສԁ

Ҏ্
�
��� ສԁ
Ҏ্

中ձࣾの小
-ʹ ����

�
��� ສԁ
ະຬ

�
��� ສԁ
ະຬ

�
��� ສԁ
ະຬ �ਓҎ下 �ԯԁະຬ �
��� ສԁ

ະຬ
�
��� ສԁ
ະຬ 小ձࣾ

（Π） （ϩ） （ϋ）

ᶃ　૯資産Ձ額基準ʤΠʥとै業һ਺基準ʤϩʥとのいͣれか下Ґの۠෼を࠾用します。
②　ᶃと取引ۚ額基準ʤϋʥのいͣれか上Ґの۠෼にΑりձࣾن໛を判定します。

ɹै業員਺100人以上 大会社

ɹै業員਺100人未満 下記の表により
会社ن໛൑定

※国税ிの̝̥で、類ࣅ業種ൺ準方ࣜにΑりධՁする場合に必要となる業種໨ผのג��当たりの഑当
　ۚ額、རӹۚ額、७資産Ձ額ٴͼגՁが֤年ຖにࡌܝされていますので、御参照ください。

https://www.Ota.go.jp/shiSaCeSu/zeiho�LaishaLu/tsutatsu/LoCetsu/hZoLa/zaisaO.htm

　தখا業の事業承継に͓͚る相続税・ଃ༩税の納税猶予ٴͼ໔除੍౓の活用に౰ͨって͸、ࣗ 社のඇ্
場株式のՁ஋をධՁ͢るඞ要があり·͢ɻ
　ඇ্場のதখا業の株式͸ʮऔҾ相場のͳ͍株式ʯで͢ɻʮऔҾ相場のͳ͍株式ʯͱ͸、શࠃの֤ۚ༥঎඼
औҾॴに্場͞Εて͍る株式ٴͼ気配相場౳のある株式Ҏ外の株式を͍͍·͢ɻ

ʮऔҾ૬৔のͳ͍ࣜגʯのධՁํ法

ଇతධՁํࣜのධՁݪ

　原則తධՁ方ࣜには、類ࣅ業種ൺ準方ࣜと७資産Ձ額方ࣜがあります。

　類ࣅ業छൺ४方式

ʹ業種ൺ準Ձ額ࣅ当たり類ג�

類ࣅ業種ൺ準גՁ�ʷ�഑当ൺ準஋ʴ３ʷརӹൺ準஋े७資産	฽Ձ
ൺ準஋�ʷ�Ꮥऌ率

	Ꮥऌ率ɿେձࣾʹ���　தձࣾʹ���　　খձࣾʹ���

	஫
ൺ準஋�対象ձࣾと上場ا業	標ຊ
のそれͧれの１ג当たりの஋をൺֱしたൺ率

　७࢈ࢿՁֹ方式

ʹ当たりの७資産Ձ額ג�

	஫
૬ଓ税ධՁ額とா฽Ձ額にΑる७資産Ձ額のࠩ額の��ˋ૬当額ですがŊϚΠφεとなる場合はň�ŉで計算します。

特例తධՁํࣜのධՁ

　特ྫతධՁ方ࣜのධՁには、഑当ؐ元Ձ額方ࣜがあります。഑当ؐ元Ձ額方ࣜとは、ա２ڈ年間の平ۉ
഑当ۚ額を��ˋのར率でׂり໭して、ࣜגのՁ額をٻめΑ と͏する方ࣜです。ಉ଒גओ以֎のגओٴͼಉ
଒גओの͏ͪ一定のগ਺ࣜגॴ༗者が取ಘしたࣜגについては、ձࣾのن໛にかかΘらͣ഑当ؐ元Ձ額
方ࣜとい͏特ྫతධՁ方法にΑってධՁをします。その計算方法は次の通りです。

　配౰ؐݩՁֹ方式

഑当ؐ元Ձ額ʹ

�

૬ଓ税ධՁ額にΑる
　　૯資産Ձ額 ෛ࠴の合計額

ൃ行ࣜגࡁ਺

ධՁࠩ額の法人税額等
　　　૬当額	஫
ʵ ʵ

そのࣜגに܎る
年഑当ۚ額（஫）
　　��ˋ

そのࣜגの１ג当たりの
　　　資ຊۚ等の額
　　　　��円

	஫
年഑当ۚ額ʹ　
௚前期຤以前２年間の഑当ۚ額

�
当たりの資ຊۚ等の額をג�
��円とした場合のൃ行ࣜגࡁ਺

	஫
年഑当ۚ額が�円��મະ満となる場合Ŋຢはແ഑の場合は２円��મとします。

ධՁ্の۠෼

　「取引૬場のないࣜג」のධՁの方法は、そのࣜגを取ಘした者にΑってҟなります。ಉ଒גओ等が取ಘ
した場合は原則తධՁ方ࣜでධՁし、それ以֎の者が取ಘした場合は特ྫతධՁ方 （ࣜ഑当ؐ元方ࣜ）でධ
Ձします。

　ಉ଒גओとは、ٞ ओגにଐしている（者܎ओのಉ଒ؔגओとそのג）合が��ˋ以上であるάϧʔϓׂݖܾ
をいいます。ಉ଒גओ以֎にも、ٞ ओが取ಘすג合が��ˋ以上であるάϧʔϓにଐしている一定のׂݖܾ
る場合も原則తධՁ方ࣜが適用されます。

औ引相場のない
株式

同族株ओ等

同族株ओ等以外

ଇత評価ํ式ݪ

ಛྫత評価ํ式

非上場会社の株式って、どう
やって値段がわかるの？
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౔஍౳の૬ଓが͋ͬͨ৔߹の特例ાஔ ฏ੒２̓ ೥に要件がେ෯に֦ॆしましͨ

খن໛୐஍౳の特例
　一定の୐஍等（૬ଓの開始の௚前においてඃ૬ଓ人等の事業の用にڙされていた୐஍等ຢはඃ૬ଓ人
等のॅډの用にڙされていた୐஍等）を૬ଓした場合には、૬ଓ税の課税Ձ֨から一定のׂ合を減額する
制度です。

খن໛୐஍౳の課税の特例の概要

　下記のදの۠෼͝とに一定のׂ合を減額します。

୐஍౳ ߹れΔֹׂ͞ݮ ద用ର৅ݶ౓໘ੵ

ඃ૬ଓਓ౳のࣄ業の用に
れていた୐஍౳͞ڙ

ಛఆ事業用ʢି෇事業Ҏ֎ʣ ��� ���ᶷ
ಛఆಉ଒ձࣾ事業用 ��� ���ᶷ
ି෇事業用 ��� ���ᶷ

ಛఆॅډ用 ��� ���ᶷ

※୐஍等とは、୐஍ٴͼआ஍ݖをいいます。

˓খن໛୐஍等の特ྫ
　ે税特ผાஔ法ୈ��৚の （̐খن໛୐஍等についての૬ଓ税の課税Ձ֨の計算の特ྫ）

৚จ

330㎡

8割分非課税
（264㎡）

2割分課税
（66㎡）

ʲࢉܭ例ʳ
૬ଓ͢Δ౔஍ͷ໘ੵ͸���ʊ ͰŊඃ૬ଓਓ͕ॅډ༻ͱ͠ ͯͬ࢖ͯ ͍·
ͨ͠ɻͦͷ౔஍ͷධՁֹ	࿏ઢՁ
͸�ԯԁͰ͢ɻ͜ͷ৔߹ɺಛྫΛ
૬ଓ税ͷ課税Ձ֨͸͍ͨͬ࢖ Β͘ʹͳΓ·͔͢ 

͞�ֹ�ݮ） �Ε�Δ�ֹ）ɹ�ԯԁ�̫ ����ʊ �̫ ��� �̀́ ��
���ສԁ

（૬ଓ੍ͷ課税Ձ֨）ɹ�ԯԁ�ɻ ��
���ສԁ�́ ��
���ສԁ

���ʊ

特定ॅډ用୐஍౳の特例
　特定ॅډ用୐஍等（申告期ݶまでॅډをܧଓすること等の৚件があります）は、���ᶷまでධՁ額の��ˋが
減額されます。

特定事業用୐஍౳の特例
　特定事業用୐஍等（申告期ݶまで事業をܧଓすること等の৚件があります）は、���ᶷまでධՁ額の��ˋが
減額されます。また、一定の要件を満たすಉ଒ձࣾの事業をঝܧする場合（特定ಉ଒ձࣾ事業用୐஍等）に
ついてもಉ༷の減額があります。

400㎡

8割分非課税
（320㎡）

2割分課税
（80㎡）

ʲࢉܭ例ʳ
૬ଓ͢Δ౔஍ͷ໘ੵ͸���ʊ ͰŊඃ૬ଓਓ͕ۀࣄ༻ͱ͠ ͯͬ࢖ͯ ͍·
ͨ͠ɻͦͷ౔஍ͷධՁֹ	࿏ઢՁ
͸�ԯԁͰ͢ɻ͜ͷ৔߹ɺಛྫΛ
૬ଓ税ͷ課税Ձ֨͸͍ͨͬ࢖ Β͘ʹͳΓ·͔͢ 

͞�ֹ�ݮ） �Ε�Δ�ֹ）ɹ�ԯԁ�̫ ����ʊ �̫ ��� �̀́ ��
���ສԁ

（૬ଓ੍ͷ課税Ձ֨）ɹ�ԯԁ�ɻ ��
���ສԁ�́ ��
���ສԁ

���ʊ

（１）親族外承継の対象化　～親族に限らず適任者を後継者に

（２）雇用８割維持要件の緩和　～毎年の景気変動に配慮

（３）納税猶予打ち切りリスクの緩和　～利子税負担を軽減、事業の再出発に配慮

（４）役員退任要件の緩和　～先代経営者の信用力を活用

（５）事前確認が認定の要件から除外　～手続の簡素化（平成25年4月1日より施行）

（６）債務控除方式の変更　～債務の相続があっても株式の納税猶予をフル活用できるように

（７）株券不発行会社への適用拡充　～定款変更・株券発行が不要に

（８）税務署への提出書類の簡素化　～手続の簡素化

（９）雇用要件未達の場合の延納・物納　～一括納付リスクの緩和
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後継者は、先代経営者の親族に限定。 親族外承継を対象化。

雇用の８割以上を「５年間毎年」維持。 雇用の８割以上を「５年間平均」で評価。

要件を満たせず納税猶予打ち切りの際は、納
税猶予額に加え利子税の支払いが必要。

・利子税率の引下げ（2.1％→0.9％）
（平成26年1月1日より）。
・承継５年超で、５年間の利子税を免除。

相続・贈与から５年後以降は、後継者の死亡又
は会社倒産により納税免除。

民事再生、会社更生、中小企業再生支援協
議会での事業再生の際には、納税猶予額を
再計算し、一部免除。

先代経営者は、贈与時に役員を退任。
贈与時の役員退任要件を代表者退任要件
に。（有給役員として残留可）

制度利用の前に、経済産業大臣の「認定」に加
えて「事前確認」を受けておく必要あり。

事前確認制度が認定申請の必須項目から除外
（平成２５年４月１日以後に行う認定申請から）

猶予税額の計算で先代経営者の個人債務・葬
式費用を控除するため、猶予税額が少なく算出。

先代経営者の個人債務・葬式費用を株式
以外の相続財産から控除。

認定承継会社の株券が発行されていない場合
は、担保提供に当たって株券を発行する必要。

株券不発行会社は、株券のかわりに質権設
定承諾書等を提出すればよいことに。

申告書、継続届出書の添付書類の中には、認定
の添付書類と同一のもの（登記事項証明書、決
算書など）が存在。

認定の書類と重複する一定の書類は提出を
要しないことに。

雇用要件未達の場合には納税猶予は打ち切り。
延納、物納も不可。

雇用要件未達時は、延納又は物納が選択
可能に。
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౔஍౳の૬ଓが͋ͬͨ৔߹の特例ાஔ ฏ੒２̓ ೥に要件がେ෯に֦ॆしましͨ

খن໛୐஍౳の特例
　一定の୐஍等（૬ଓの開始の௚前においてඃ૬ଓ人等の事業の用にڙされていた୐஍等ຢはඃ૬ଓ人
等のॅډの用にڙされていた୐஍等）を૬ଓした場合には、૬ଓ税の課税Ձ֨から一定のׂ合を減額する
制度です。

খن໛୐஍౳の課税の特例の概要

　下記のදの۠෼͝とに一定のׂ合を減額します。

୐஍౳ ߹れΔֹׂ͞ݮ ద用ର৅ݶ౓໘ੵ

ඃ૬ଓਓ౳のࣄ業の用に
れていた୐஍౳͞ڙ

ಛఆ事業用ʢି෇事業Ҏ֎ʣ ��� ���ᶷ
ಛఆಉ଒ձࣾ事業用 ��� ���ᶷ
ି෇事業用 ��� ���ᶷ

ಛఆॅډ用 ��� ���ᶷ

※୐஍等とは、୐஍ٴͼआ஍ݖをいいます。

˓খن໛୐஍等の特ྫ
　ે税特ผાஔ法ୈ��৚の （̐খن໛୐஍等についての૬ଓ税の課税Ձ֨の計算の特ྫ）

৚จ

330㎡

8割分非課税
（264㎡）

2割分課税
（66㎡）

ʲࢉܭ例ʳ
૬ଓ͢Δ౔஍ͷ໘ੵ͸���ʊ ͰŊඃ૬ଓਓ͕ॅډ༻ͱ͠ ͯͬ࢖ͯ ͍·
ͨ͠ɻͦͷ౔஍ͷධՁֹ	࿏ઢՁ
͸�ԯԁͰ͢ɻ͜ͷ৔߹ɺಛྫΛ
૬ଓ税ͷ課税Ձ֨͸͍ͨͬ࢖ Β͘ʹͳΓ·͔͢ 

͞�ֹ�ݮ） �Ε�Δ�ֹ）ɹ�ԯԁ�̫ ����ʊ �̫ ��� �̀́ ��
���ສԁ

（૬ଓ੍ͷ課税Ձ֨）ɹ�ԯԁ�ɻ ��
���ສԁ�́ ��
���ສԁ

���ʊ

特定ॅډ用୐஍౳の特例
　特定ॅډ用୐஍等（申告期ݶまでॅډをܧଓすること等の৚件があります）は、���ᶷまでධՁ額の��ˋが
減額されます。

特定事業用୐஍౳の特例
　特定事業用୐஍等（申告期ݶまで事業をܧଓすること等の৚件があります）は、���ᶷまでධՁ額の��ˋが
減額されます。また、一定の要件を満たすಉ଒ձࣾの事業をঝܧする場合（特定ಉ଒ձࣾ事業用୐஍等）に
ついてもಉ༷の減額があります。

400㎡

8割分非課税
（320㎡）

2割分課税
（80㎡）

ʲࢉܭ例ʳ
૬ଓ͢Δ౔஍ͷ໘ੵ͸���ʊ ͰŊඃ૬ଓਓ͕ۀࣄ༻ͱ͠ ͯͬ࢖ͯ ͍·
ͨ͠ɻͦͷ౔஍ͷධՁֹ	࿏ઢՁ
͸�ԯԁͰ͢ɻ͜ͷ৔߹ɺಛྫΛ
૬ଓ税ͷ課税Ձ֨͸͍ͨͬ࢖ Β͘ʹͳΓ·͔͢ 

͞�ֹ�ݮ） �Ε�Δ�ֹ）ɹ�ԯԁ�̫ ����ʊ �̫ ��� �̀́ ��
���ສԁ

（૬ଓ੍ͷ課税Ձ֨）ɹ�ԯԁ�ɻ ��
���ສԁ�́ ��
���ສԁ

���ʊ

（１）親族外承継の対象化　～親族に限らず適任者を後継者に

（２）雇用８割維持要件の緩和　～毎年の景気変動に配慮

（３）納税猶予打ち切りリスクの緩和　～利子税負担を軽減、事業の再出発に配慮

（４）役員退任要件の緩和　～先代経営者の信用力を活用

（５）事前確認が認定の要件から除外　～手続の簡素化（平成25年4月1日より施行）

（６）債務控除方式の変更　～債務の相続があっても株式の納税猶予をフル活用できるように

（７）株券不発行会社への適用拡充　～定款変更・株券発行が不要に

（８）税務署への提出書類の簡素化　～手続の簡素化

（９）雇用要件未達の場合の延納・物納　～一括納付リスクの緩和
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後継者は、先代経営者の親族に限定。 親族外承継を対象化。

雇用の８割以上を「５年間毎年」維持。 雇用の８割以上を「５年間平均」で評価。

要件を満たせず納税猶予打ち切りの際は、納
税猶予額に加え利子税の支払いが必要。

・利子税率の引下げ（2.1％→0.9％）
（平成26年1月1日より）。
・承継５年超で、５年間の利子税を免除。

相続・贈与から５年後以降は、後継者の死亡又
は会社倒産により納税免除。

民事再生、会社更生、中小企業再生支援協
議会での事業再生の際には、納税猶予額を
再計算し、一部免除。

先代経営者は、贈与時に役員を退任。
贈与時の役員退任要件を代表者退任要件
に。（有給役員として残留可）

制度利用の前に、経済産業大臣の「認定」に加
えて「事前確認」を受けておく必要あり。

事前確認制度が認定申請の必須項目から除外
（平成２５年４月１日以後に行う認定申請から）

猶予税額の計算で先代経営者の個人債務・葬
式費用を控除するため、猶予税額が少なく算出。

先代経営者の個人債務・葬式費用を株式
以外の相続財産から控除。

認定承継会社の株券が発行されていない場合
は、担保提供に当たって株券を発行する必要。

株券不発行会社は、株券のかわりに質権設
定承諾書等を提出すればよいことに。

申告書、継続届出書の添付書類の中には、認定
の添付書類と同一のもの（登記事項証明書、決
算書など）が存在。

認定の書類と重複する一定の書類は提出を
要しないことに。

雇用要件未達の場合には納税猶予は打ち切り。
延納、物納も不可。

雇用要件未達時は、延納又は物納が選択
可能に。



消費税の簡易課税制度

～消費税の申告・納付にかかる事務負担を軽減します～

　基準期間における課税売上高が５，０００万円以下の事業者は、一定の要件を満たすことで、
簡易課税制度を選択できます。

制度の概要

　簡易課税制度とは、申告・納付する消費税額について課税売上高を元に計算できる制度です。
課税期間の課税標準額に対する消費税額に「みなし仕入れ率」を乗じて仕入控除税額を計算します。
簡易課税制度の適用を受けるためには、次の要件を満たす必要があります。

簡易課税制度の仕入控除税額の計算方法は以下の通りです（１種類の事業のみを営む場合）。

簡易課税制度の適用を受けるには、適用を受けようとする課税期間の開始の日の前日までに、「消費
税簡易課税制度選択届出書」を納税地の税務署長に提出しなければなりません。相続により事業を
承継した場合、被相続人が提出していた「消費税簡易課税制度選択届出書」の届出の効力は、相続
人には及びません。このため、相続人がこの特例の適用を受けるかどうかは、その相続人の選択によ
ります。簡易課税制度の適用を引続き受けたい場合は、その課税期間中に改めて届出を行います。

CHECK!!

適用要件

※基準期間とは、簡易課税制度の適用可否を判断する基準となる期間のことで、法人は前々事業年度、個人事業者は前々年
（１月～１２月）です。

ཁ݅１

ཁ݅̎

課税事業ऀのج४ؒظ˞における課税ച্ߴが̑ɼ̌̌̌ສԁҎ下である͜と

ʮফඅ税؆қ課税制౓બ୒届出書ʯを事લにೲ税஍の税務ॺにఏ出している͜と

業区෼ࣄ ֘౰すΔࣄ業 Έなし࢓ೖ཰

ୈೋछࣄ業

ୈࡾछࣄ業

ୈ࢛छࣄ業

ୈ࿡छࣄ業

ୈޒछࣄ業

ୈ一छࣄ業 ʢଞのऀかΒߪೖした঎඼を、そのੑ質おΑび形ঢ়をมߋしないでଞの事業ऀにൢചする事業ʣ
卸売業

ʢଞのऀかΒߪೖした঎඼を、そのੑ質おΑび形ঢ়をมߋしないでফඅऀにൢചする事業ʣ
小売業

農業、林業、漁業、鉱業、建設業、製造業、電気業、ガス業、熱供給業、水道業

˞事業ऀが自ݾで࢖用していたݻఆࢿ産をৡ౉する場合も֘౰します
第一種事業、第二種事業、第三種事業、第五種事業、第六種事業以外の事業
（飲食店業等）

ʢୈҰ種事業かΒୈࡾ種事業までに֘౰しないものʣ
運輸通信業、金融業及び保険業、サービス業

ʢୈҰ種事業かΒୈࡾ種事業まで及びୈޒ種事業に֘౰しないものʣ
不動産業
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���
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■؆қ՝税੍౓のࣄ業区෼とΈなし࢓ೖ཰

আ税ֹ߇ೖ࢓=× Έなし࢓ೖ཰
՝税ඪ४ֹにରすΔফඅ税ֹ
ʢച্ରՁのฦؐ౳に܎Δফඅ税の

ʣֹ࢒আした߇Λֹܭ߹

15 消費税の特例
事業者免税点制度

～消費税の納税義務が免除されます～

特定期間による事業者免税点制度（消費税法９の２①）

　国内で課税対象となる取引を行った事業者は、消費税の納税義務者（課税事業者）となります。ただし、そ
の課税期間の基準期間における課税売上高が１，０００万円以下である場合、その課税期間に行った課税
資産の譲渡等について、納税義務が免除されます（免税事業者）。

　なお、平成２５年１月１日以後に開始する年または事業年度については、基準期間の課税売上高が１，０
００万円以下であっても特定期間※の課税売上高が１，０００万円を超えた場合、当該課税期間から課税
事業者となります。

※特定期間とは、個人事業者の場合は、その年の前年の１月１日から６月３０日までの期間、法人の場合は、原則としてそ
の事業年度の前事業年度開始の日以後６か月の期間をいいます。

※平成２５年の課税売上高が１，０００万円を超える場合、平成２７年は課税事業者となります。

※②の課税期間の６か月間（特定期間）の課税売上高が１，０００万円を超えると、③の課税期間においては課税事業者と
なります。なお、課税売上高に代えて、特定期間の給与等支払額の合計を用いて判定することもできます。

ؒظと՝税ؒظ४ج業ऀの৔߹のࣄਓݸ■

　基準期間とは、消費税の納税義務が免除されるか、あるいは簡易課税制度を適用で
きるかどうかを判断する基準となる期間をいいます。原則として、個人事業者について
はその年の前々年、法人についてはその事業年度の前々事業年度となります。

CHECK!!

平成２５年
（基準期間） 平成２６年 平成２７年

（課税期間）

１ɼ̌̌̌ສԁ௒ ՝税ࣄ業ऀ

課税売上高　９００万円

①)������ʙ)�������� ②)������ʙ)�������� ᶅ)������ʙ)�������� ᶆ)������ʙ)��������

課税売上高2,500万円

1,300万円 1,200万円

課税事業者

課税事業者

消費税軽減税率対策については下記を御参照ください。
http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/pamphlet/2016/160413zeisei.pdf
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消費税の簡易課税制度

～消費税の申告・納付にかかる事務負担を軽減します～

　基準期間における課税売上高が５，０００万円以下の事業者は、一定の要件を満たすことで、
簡易課税制度を選択できます。

制度の概要

　簡易課税制度とは、申告・納付する消費税額について課税売上高を元に計算できる制度です。
課税期間の課税標準額に対する消費税額に「みなし仕入れ率」を乗じて仕入控除税額を計算します。
簡易課税制度の適用を受けるためには、次の要件を満たす必要があります。

簡易課税制度の仕入控除税額の計算方法は以下の通りです（１種類の事業のみを営む場合）。

簡易課税制度の適用を受けるには、適用を受けようとする課税期間の開始の日の前日までに、「消費
税簡易課税制度選択届出書」を納税地の税務署長に提出しなければなりません。相続により事業を
承継した場合、被相続人が提出していた「消費税簡易課税制度選択届出書」の届出の効力は、相続
人には及びません。このため、相続人がこの特例の適用を受けるかどうかは、その相続人の選択によ
ります。簡易課税制度の適用を引続き受けたい場合は、その課税期間中に改めて届出を行います。

CHECK!!

適用要件

※基準期間とは、簡易課税制度の適用可否を判断する基準となる期間のことで、法人は前々事業年度、個人事業者は前々年
（１月～１２月）です。

ཁ݅１

ཁ݅̎

課税事業ऀのج४ؒظ˞における課税ച্ߴが̑ɼ̌̌̌ສԁҎ下である͜と

ʮফඅ税؆қ課税制౓બ୒届出書ʯを事લにೲ税஍の税務ॺにఏ出している͜と

業区෼ࣄ ֘౰すΔࣄ業 Έなし࢓ೖ཰

ୈೋछࣄ業

ୈࡾछࣄ業

ୈ࢛छࣄ業

ୈ࿡छࣄ業

ୈޒछࣄ業

ୈ一छࣄ業 ʢଞのऀかΒߪೖした঎඼を、そのੑ質おΑび形ঢ়をมߋしないでଞの事業ऀにൢചする事業ʣ
卸売業

ʢଞのऀかΒߪೖした঎඼を、そのੑ質おΑび形ঢ়をมߋしないでফඅऀにൢചする事業ʣ
小売業

農業、林業、漁業、鉱業、建設業、製造業、電気業、ガス業、熱供給業、水道業

˞事業ऀが自ݾで࢖用していたݻఆࢿ産をৡ౉する場合も֘౰します
第一種事業、第二種事業、第三種事業、第五種事業、第六種事業以外の事業
（飲食店業等）

ʢୈҰ種事業かΒୈࡾ種事業までに֘౰しないものʣ
運輸通信業、金融業及び保険業、サービス業

ʢୈҰ種事業かΒୈࡾ種事業まで及びୈޒ種事業に֘౰しないものʣ
不動産業

���

���

���

���

���

���

■؆қ՝税੍౓のࣄ業区෼とΈなし࢓ೖ཰

আ税ֹ߇ೖ࢓=× Έなし࢓ೖ཰
՝税ඪ४ֹにରすΔফඅ税ֹ
ʢച্ରՁのฦؐ౳に܎Δফඅ税の

ʣֹ࢒আした߇Λֹܭ߹

15 消費税の特例
事業者免税点制度

～消費税の納税義務が免除されます～

特定期間による事業者免税点制度（消費税法９の２①）

　国内で課税対象となる取引を行った事業者は、消費税の納税義務者（課税事業者）となります。ただし、そ
の課税期間の基準期間における課税売上高が１，０００万円以下である場合、その課税期間に行った課税
資産の譲渡等について、納税義務が免除されます（免税事業者）。

　なお、平成２５年１月１日以後に開始する年または事業年度については、基準期間の課税売上高が１，０
００万円以下であっても特定期間※の課税売上高が１，０００万円を超えた場合、当該課税期間から課税
事業者となります。

※特定期間とは、個人事業者の場合は、その年の前年の１月１日から６月３０日までの期間、法人の場合は、原則としてそ
の事業年度の前事業年度開始の日以後６か月の期間をいいます。

※平成２５年の課税売上高が１，０００万円を超える場合、平成２７年は課税事業者となります。

※②の課税期間の６か月間（特定期間）の課税売上高が１，０００万円を超えると、③の課税期間においては課税事業者と
なります。なお、課税売上高に代えて、特定期間の給与等支払額の合計を用いて判定することもできます。

ؒظと՝税ؒظ४ج業ऀの৔߹のࣄਓݸ■

　基準期間とは、消費税の納税義務が免除されるか、あるいは簡易課税制度を適用で
きるかどうかを判断する基準となる期間をいいます。原則として、個人事業者について
はその年の前々年、法人についてはその事業年度の前々事業年度となります。

CHECK!!

平成２５年
（基準期間） 平成２６年 平成２７年

（課税期間）

１ɼ̌̌̌ສԁ௒ ՝税ࣄ業ऀ

課税売上高　９００万円

①)������ʙ)�������� ②)������ʙ)�������� ᶅ)������ʙ)�������� ᶆ)������ʙ)��������

課税売上高2,500万円

1,300万円 1,200万円

課税事業者

課税事業者

消費税軽減税率対策については下記を御参照ください。
http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/pamphlet/2016/160413zeisei.pdf
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Tax system of
Small and Medium-sized
Enterprises

①国税に関する窓ロ及び相談機関
　国税庁及び全国１２の国税局(事務所)に税務相談所が設置されており、国税に関する質問又は
相談に応じています。
　質問等には決まった手続や形式はなく、ロ頭でも電話でも差し支えありません。

　■国税庁のホームページ
　　　http://www.nta.go.jp/
　　　⇒各種手続の概要・届出書等の様式などが掲載されています。

②地方税に関する窓ロ及び相談機関
　都道府県や市町村には、その規模の大小に応じて、それぞれ税務部(課)を設け、税の相談に応じ
ています。各自治体にお問い合わせください。

　本パンフレットでご紹介した中小企業税制をご活用される場合には、各種中小企業支援のため
の法律の申請等が必要となる場合もありますので、下記のホームページに掲載されている各種パン
フレットや手引書等も、併せて参考にしてください。

（１）中小企業庁ホームページ
　　http://www.chusho.meti.go.jp/
　　中小企業関連税制のほか、中小企業支援施策について掲載しています。

（２）ミラサポホームページ
　　https://www.mirasapo.jp/

（３）経済産業省ホームページ
　　http://www.meti.go.jp/
　　経済産業省の施策全般について掲載しています。

今後とも、より一層皆様にとって活用しやすいパンフレットの作成に努めて参りますので、本パンフレット
についてお気づきの点などがございましたら、下記までご連絡いただければ幸いです。

　　中小企業庁財務課 〒100－8912　東京都千代田区霞が関１－３－１
  　　   中小企業庁ホームページ　 http://www.chusho.meti.go.jp/
     Ｅメールアドレス　  qqocbh@meti.go.jp

税制に関する窓口及び相談期間

より詳しく知りたい方へ
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